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小児・AYA世代がん患者に対する生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化と安全な 

長期検体保管体制の確立を志向した研究-患者本位のがん医療の実現を目指して 

 

鈴木 直  聖マリアンナ医科大学 主任教授 

 

小児・AYA世代がん患者が、生殖機能温存に関する意思決定が可能な体制の構築を目指す「がん・

生殖医療」の啓発を志向して、2012年に設立された日本がん・生殖医療研究会（現学会：JSFP）は

関係学会と協力し、小児・AYA世代のがん医療の充実に向けてがん・生殖医療ネットワークの構築

や医療従事者を対象とした教育体制の構築を主導してきた。また JSFP を中心として関与した平成

26-28年度厚生労働科学研究がん対策推進総合研究（研究代表者 鈴木直）では、①日本生殖心理学

会と共同で「がん・生殖医療専門心理士」を養成し、質の高い心理カウンセリングを患者に提供で

きる土壌を築いた。②若年乳がん女性患者とその配偶者を対象とした妊孕性温存に関する心理教育

とカップル充実セラピーを開発し、多施設共同ランダム化比較試験（O!PEACE 試験）を実施し、心

理士の介入効果が確認された。平成 29-31 年度厚生労働科学研究（研究代表者 鈴木直）では、①

若年成人未婚男性がん患者における精子凍結後の心理教育プログラムの開発、②若年未婚乳がん患

者における妊孕性温存の心理教育プログラムの開発を行った。さらに、③小児・思春期のがん患者

と親に対する妊孕性温存の情報提供とインフォームドアセントのあり方に関する調査研究を進め、

日本小児血液・がん学会の専門医を対象に実態調査を施行し本邦の現状を明らかにした。これまで

の厚生労働科学研究の成果と JSFP を中心とした関連学会との密接な連携実績を基盤として、本研

究では 6 つの研究を計画立案した；① がん・生殖医療における心理教育プログラムの開発と介入

の効果検証、② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育プログラムと啓発による心理支援強化を

目指した研究、③ 小児・AYA 世代がん患者ならびに家族に対するインフォームドコンセント(IC)

およびインフォームドアセント(IA)の方法の検証に関する研究、④ 生殖機能温存を選択できなか

った患者の心理支援のあり方に関する研究ならびに小児・AYA世代がんサバイバーを対象とした、

がん・生殖医療に関する経済負担に関する実態調査、⑥ がん・生殖医療における里親制度・特別

養子縁組制度の普及に向けた研究、を進めて、小児・AYA世代がん患者に対する生殖機能温存に関

わる心理支援体制の均てん化を志向した政策提言を行う。また、⑤ 安全で適切な長期検体温存方

法および運用体制の構築を志向した研究を継続し、海外諸国における安全な長期検体保管体制の現

状を参考に、本邦における長期検体保管体制のあり方を提言する。さらに最終年度は、「がんとの

共生」における重要テーマの一つである「妊孕性温存（生殖機能温存）」に関する課題を明らかす

ることを目的とした、⑦ 「がんとの共生」分野における AYA 世代がん患者の課題解決に向けた研

究、を実行し、国のがん対策に資する研究を行う。 

がん・生殖医療が本法に根付きつつあるものの、現状の課題の一つとして、がん治療医が診断時

に同時に正確ながん・生殖医療に関する情報提供を適格な時期に行う事は依然困難な現状があり、

特に心理支援が無い状況で患者に説明する煩雑さがその問題点としてあげられる。以上より、本研
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究の成果によって、質の高い心理社会的支援が提供できるがん・生殖専門心理士や認定がん・生殖

医療ナビゲーターが全国に配置され、厚生労働省が掲げる「患者本位のがん医療の実現」に近づく

ものと確信している。また、本邦における本領域の課題の 1 つである長期検体保存体制に関して

は、本研究成果によって本邦おける適切な長期保存運用体制の提案が期待できると確信している。 

 

政策提言（令和 4年度）； 

（１）がん診療拠点病院等において、「がんとの共生」を充実させる目的で、がん治療医から治療

による不妊の影響に関する患者に対する情報提供不足解消に向けた、がん治療医に対する「がん・

生殖医療」のさらなる啓発を要望する：（研究 ③、④、⑦） 

✓ 小児・AYA世代がん患者：「がんとの共生」「これらを支える基盤の整備」分野の中間評価に向

けた整理（案）（第 75回がん対策推進協議会）によると、治療開始前に医師から治療による不

妊の影響について説明を受けた患者の割合（40歳未満）が、成人 52.0%（2018年度調査）、小

児 53.8%（2019年度調査）と大変低い値であった。小児・AYA世代がん患者等に対する妊孕性

温存の診療（がん・生殖医療）においては、対象患者が一般不妊患者ではなく、がん患者とな

ることから、がん・生殖医療はがん医療の一環となる。がん治療医は、患者の病状と治療内容

を参考にして、治療開始前の的確なタイミングに、患者並びに家族に対して「がん治療による

不妊の影響（生殖機能（妊孕性）低下若しくは喪失の可能性）」に関する正確な情報を提供す

る必要がある。2021 年 4 月から、国の妊孕性温存研究促進事業が開始したことから、現在の

課題となる「がん治療医から治療による不妊の影響に関する患者に対する情報提供不足」の解

消に向けた改善策の検討が肝要である。同様に、国の妊孕性温存研究促進事業が開始したこと

から、全国 47 都道府県にがん治療医と生殖医療医並びに医療従事者によるがん・生殖医療ネ

ットワークが着実に構築されつつある中、小児・AYA世代がん患者にとって、がん治療開始前

に医師から治療による不妊の影響について説明がなされない限り、本事象を知る手段が限ら

れてしまう不利益を被ることになる。AYA世代（思春期・若年成人）がん患者のがん・生殖医

療に対する経済負担に関する実態調査の結果、「情報提供のあり方」に関する意見や要望がが

ん患者から最も多く要望され、適切なタイミングでの十分な情報提供体制の構築が急務であ

ると判断できる。さらに本研究結果から、年齢や子どもの有無で不妊のリスクや妊孕性温存の

情報提供がなされないなどの差がないよう、がん患者に対する適切で的確な情報提供の必要

性が課題としてあげられた。これら課題を解決するためには、がん治療医に対する本領域の啓

発並びに相談支援センターの活用（患者目線）が必須となる。がん・生殖医療領域おけるがん

相談員の人材育成を目的とした研究の継続が望まれる。 

✓ アピアランスケア：医療者が「アピアランスケア」をよく知り、実践することができれば、が

ん治療中あるいは治療後の患者に対して、身体面の向上だけでなく、社会とのつながりを維持

し積極的に活動することができると考える。引き続き、がん治療医に対するアピアランスケア

の啓発目的とした研究の継続が望まれる。 

✓ 小児がん拠点病院：小児がん拠点病院 7つのブロックを対象としてがん・生殖医療に関する啓

発を目的とした研究の結果、本領域に関する障壁等の問題点が浮き彫りになった。小児・思春

期がん患者に対する診療に携わる医療者に対する、本領域のさらなる啓発に関する研究の継
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続が望まれる。 

✓ 移行期医療：小児がんの晩期合併症には生殖機能への影響があり、小児がん克服患者に対し産

婦人科医が関わることは重要なことである。しかしながら、本邦では、小児科と産婦人科の医

師や医療従事者間の移行医療が広く施行されておらず、本領域における後進国になっている。

本研究の実態調査から、今後、小児がん患者における小児科医から産婦人科医への移行期医療

のシステム構築が急務である。 

✓ 小児・思春期世代がん患者に対するインフォームドアセント：医療従事者の評価で、臨床現場

で使用したいという意見が 86% と高い評価を得ることができた、小児・思春期世代がん患者

に対する卵巣組織凍結に関する動画を、小児がん拠点病院等で実臨床での使用が望まれる。 

 

（２）がん診療拠点病院等において、がん・生殖医療における専門的な知識及び技能を有する医師

以外の診療従事者を対象とした、がん・生殖医療に関わる人材育成を要望する：（研究 ①、②、④、

⑤） 

✓ 人材育成（心理士）：がん・生殖医療専門心理士は、がん治療や生殖機能温存に関しての情報

提供や意思決定支援、心理・社会的支援を患者や家族に提供する専門家である。2016 年から

養成を開始し、2023 年 4 月１日現在 73 名のがん・生殖医療専門心理士が認定されている。

2020 年度に行ったがん・生殖医療専門心理士の実態調査によると、がん・生殖医療の臨床に

携れない者がおり、臨床経験を積むことで援助技術を向上させることが難しい場合があるこ

とが判明した。そこで、がん・生殖医療専門心理士が活動する地域において、がん患者、家族

への情報提供、相談支援、精神心理的支援の質の均てん化を図るために、一定水準の専門性の

質を担保できるような研修体制を構築することを目的として、新たな研修プログラムを開発

した。研修プログラムで自己学習し、ロールプレイを行い録画して、動画でセルフチェックを

行い自己研鑽に努めることを資格更新条件にすることで、臨床経験を積むことができないが

ん・生殖医療専門心理士も一定の質を維持していくことが可能となると考えている。さらに、

「がん・生殖医療専門心理士による妊孕性温存に関する意思決定支援の QI」を 12指標策定す

ることで、がん・生殖医療専門心理士が目指すべき良質な援助の指標が明確になった。現在、

若年成人未婚女性を対象とした、メンタルヘルスの改善と妊孕性温存の意思決定に関する心

理カウンセリングを開発による介入を行い、精神的健康、精神的回復力、意思決定葛藤に対し

て改善効果があるか否かを検証する、ランダム化比較試験（RESPECT試験）を継続している。

さらに、がん治療に際して精子凍結保存をした若年がん患者の男性向けの凍結精子の医療情

報とコミュニケーションに関する心理教育動画を制作すること、がん治療に際して精子凍結

保存をした若年がん患者の男性を対象に動画視聴してもらって動画の評価を調査することを

目的とした、ランダム化比較試験（CONFRONT 試験）を継続している。今後は、生殖機能温存を

選択できなかった患者の心理支援のあり方を検証し、長期にわたる心理社会的支援体制の構

築を目指す必要性がある。 

✓ 人材育成（看護師）：がん・生殖医療における心理支援を強化することに寄与する人材育成と

して、有効性を検証することができた、がん・生殖ナビゲーター看護師（OFNN）の教育プログ

ラムを開発した。具体的には、知識と実践への自己効力感の向上に長期的な教育効果があるこ
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とが明らかになった。がん・生殖医療に関わる、がん領域並びに生殖医療領域の看護師の人材

育成ツールとして、本教育プログラムの活用が期待される。 

✓ 人材育成（薬剤師）：薬剤師は、抗がん剤などの薬剤の毒性や性腺毒性等の知識が豊富であり、

患者に正確な情報を迅速に与えることが期待できる。しかしながら現在、がん・生殖医療への

薬剤師の関りは限定的であり、より広い関りが期待される。引き続き、薬剤師の人材育成を目

的とした研究の継続が望まれる。 

✓ 人材育成（遺伝カウンセラー）：小児・AYA世代がんは、遺伝性腫瘍が少なくない領域である。

認定遺伝カウンセラー®が、がん・生殖医療のカウンセリングや情報提供に関わることで、が

ん・生殖医療の意思決定支援がさらに充足されると考えている。引き続き、遺伝カウンセラー

の人材育成を目的とした研究の継続が望まれる。 

✓ 人材育成（胚培養士）：胚培養士の養成（人材育成）に伴う妊孕性温存療法における各種培養

技術の標準化は、地域や施設間における技術格差の解消に繋がる。手技動画の作成やワークシ

ョップの開催等で全国の胚培養士に対し正確なプロトコールを提示することで、技術手技の

標準化が可能になると考える。引き続き、胚培養士の人材育成を目的とした研究の継続が望ま

れる。 

✓ 人材育成（医療従事者）：全国の医師、薬剤師、看護師、助産師、保健師、認定遺伝カウンセ

ラー®等の医療従事者を対象とした教育効果検証によって、医療従事者向けの妊孕性温存に関

する知識および支援方法に関する e-learning 教材を完成させた。今後、本教材を元に、医療

従事者向けの普及・教育活動を継続し、本邦で適切な妊孕性温存療法が普及・供給されるため

の支援を志向して、本教材の活用が期待される。 

（３）安全で適切な長期検体温存方法および運用体制の構築が急務である：（研究 ⑤） 

✓ 本邦では、生殖医療実施施設は民間の施設に多く、各々の施設で独自の診療を行っており、本

邦としての統一した方法や、精子や卵子といった配偶子の凍結保存の管理体制にも一定の指

針がなかった。海外では、液体窒素タンクの破損等で多くの配偶子が失われるような事故が発

生している。妊孕性温存検体は、不妊治療による検体よりも保存期間が長期に渡る上、万が一

失われれば取り返しがつかない事態となる。そのため、より厳格な管理体制が求められるが、

本邦にはその指針となるものが存在しない。本邦における妊孕性温存検体の長期保管におけ

る管理指針等を作成し、本邦における管理体制の標準化が急務である。 

 

（４）がん・生殖医療における里親制度・特別養子縁組制度の普及が急務である：（研究 ⑥） 

がん・生殖医療領域においては、米国の Oncofertility Consortiumが提唱するように、がん

サバイバーに血縁に依らない家族形成のカタチがあることを伝え、豊かな人生設計の選択肢

を増やすことが、求められている。引き続き、がんサバイバーに対する里親制度・特別養子縁

組制度の情報提供等、支援体制の構築が望まれる。 

 

研究分担者 

 小泉智恵（獨協医科大学埼玉医療センター） 

 津川浩一郎（聖マリアンナ医科大学乳腺・内分泌外科学） 
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 杉本公平（獨協医科大学埼玉医療センター） 

 川井清考（医療法人鉄蕉会亀田総合病院生殖医療科） 

 福間英祐（医療法人鉄蕉会亀田総合病院乳腺科） 

 古井辰郎（岐阜大学大学院医学系研究科産科婦人科学） 

 二村 学（岐阜大学医学部腫瘍外科（乳腺外科）） 

 高井 泰（埼玉医科大学総合医療センター産婦人科学） 

 松本広志（埼玉県立がんセンター乳腺外科） 

 大野真司（がん研有明病院乳腺センター乳腺外科） 

 山内英子（聖路加国際大学研究センター（聖路加国際病院 乳腺外科）） 

 木村文則（奈良県立医科大学産婦人科学講座） 

 西山博之（筑波大学医学医療系臨床医学域腎泌尿器外科） 

 根来宏光（筑波大学医学医療系臨床医学域腎泌尿器外科） 

 湯村 寧（公立大学法人横浜市立大学 泌尿器科） 

 高江正道（聖マリアンナ医科大学医学部 産婦人科学） 

 杉下陽堂（聖マリアンナ医科大学医学研究科） 

 池田智明（三重大学 大学院医学系研究科 産科婦人科学） 

 大須賀穣（東京大学大学院医学系研究科産婦人科学） 

 杉山 隆（愛媛大学 大学院医学系研究科 産科婦人科学） 

 松本公一（国立研究開発法人国立成育医療研究センター 小児がんセンター） 

 太田邦明（東京労災病院 産婦人科） 

平山雅浩（三重大学大学院 医学系研究科小児科学分野） 

滝田順子（京都大学 大学院医学研究科 発達小児科学） 

渡邊知映（昭和大学 保健医療学部） 

堀江昭史（京都大学医学部 婦人科学産科学） 

小野政徳（東京医科大学産科婦人科学教室） 

宮地 充（京都府立医科大学 大学院医学研究院 小児科学） 

真部 淳（北海道大学 大学院医学研究院 小児科学教室） 

慶野 大 （神奈川県立こども医療センター 血液・腫瘍科） 

岩端秀之（聖マリアンナ医科大学 産婦人科学） 

原田美由紀（東京大学大学院医学系研究科産婦人科学） 

鈴木達也（自治医科大学 医学部 産科婦人科学） 

前沢忠志（三重大学 医学部附属病院 産科婦人科） 

竹中基記（岐阜大学医学部附属病院産科婦人科学） 

奈良和子（亀田総合病院 医療技術部） 

北野敦子（聖路加国際大学 聖路加国際病院・腫瘍内科） 

片桐由起子（東邦大学医学部産科婦人科学講座） 

高橋俊文（福島県立医科大学ふくしま子ども・女性医療支援センター） 

佐藤美紀子（日本大学医学部産婦人学教室） 
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洞下由記（聖マリアンナ医科大学 産婦人科学） 

久慈志保（聖マリアンナ医科大学 産婦人科学） 

中村健太郎（聖マリアンナ医科大学 産婦人科学） 

坂本はと恵（国立研究開発法人国立がん研究センター東病院サポーティブケアセンター） 

伊東雅美（富山大学附属病院 産科婦人科） 

岩谷胤生（岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 呼吸器・乳腺内分泌外科学（第二外科学）） 

秋田直洋（愛知医療センター名古屋第一病院 小児科） 

米村雅人（国立がん研究センター東病院 薬剤部） 

歌野智之（国立成育医療研究センター 薬剤部） 

網野一真（諏訪赤十字病院 薬剤部） 

 

Ａ．研究目的 

本研究では、がんサバイバーシップ（生殖機能）

に主眼をおいて、「小児・AYA 世代がん患者に対す

る生殖機能温存に関わる心理体制の均てん化と安

全な長期保管体制の確立」目指した 8 つの研究を

行い、成果による政策提言を行う。 

研究① がん・生殖医療における心理教育プログ

ラムの開発と介入の効果検証、研究② 認定がん・

生殖医療ナビゲーターの教育プログラムと啓発に

よる心理支援強化を目指した研究、研究③ 小児・

AYA 世代がん患者ならびに家族に対するインフォ

ームドコンセント(IC)およびインフォームドアセ

ント(IA)の方法の検証に関する研究、研究④ 生殖

機能温存を選択できなかった患者の心理支援のあ

り方に関する研究ならびに小児・AYA 世代がんサ

バイバーを対象とした、がん・生殖医療に関する

経済負担に関する実態調査、研究⑤ 安全で適切な

長期検体温存方法および運用体制の構築を志向し

た研究、研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・

特別養子縁組制度の普及に向けた研究、研究⑦ 

「がんとの共生」分野における AYA 世代がん患者

の課題解決に向けた研究。 

 

Ｂ．研究方法 

研究① がん・生殖医療における心理教育プログ

ラムの開発と介入の効果検証：①-1；若年成人未

婚男性がん患者における精子凍結後の心理教育プ

ログラムによる RCT（CONFRONT 試験）並びに、若

年乳がん患者（未婚）における妊孕性温存の心理

教育プログラムによる RCT（RESPECT試験）を継続

する。①-2；がん・生殖医療専門心理士の質的向上

を志向した研究： 2020年度に行ったがん・生殖医

療専門心理士の実態調査によると、がん・生殖医

療専門心理士の所属する施設では、相談体制、求

められる役割の違いなど様々であり、がん・生殖

医療専門心理士の実務経験に差があることが分か

った。がん・生殖医療専門心理士の置かれている

状況は違っても、患者の状態やニーズに応じてが

ん・生殖医療の情報提供、相談支援、精神心理的支

援が提供できるように、一定の医療知識と心理援

助技術を持ち、専門性の質を担保する必要がある。

患者はがん告知後の精神的同様の激しい時期に妊

孕性温存に関する意思決定が求められるため（1）

正しい医療情報の提供と、（2）がん患者に対する

心理援助技術の向上の両方が、がん・生殖医療専

門心理士には求められる。本研究は、がん・生殖医

療専門心理士の研修プログラムを開発し、その効

果を検証し、がん・生殖医療専門心理士資格認定

後の研修体制を構築することを目的として、以下

の方法で研究を進めた。 

（1）がん・生殖医療の正しい医療情報の提供の

ための小テストと小テストの解説、（2）がん・生殖

医療の心理援助技術の向上を目的としたチェック

リスト、ロールプレイ資材、ロールプレイ解説の
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開発を行った。そして、これらを使用した研修プ

ログラムが、がん・生殖医療専門心理士の資質向

上に関する効果検証を行った。又、がん・生殖医療

専門心理士の資質向上のための研修体制を提言を

目途として、（3）がん・生殖医療専門心理士による

妊孕性温存に関する意思決定支援の質指標

（Quality Indicator：以下 QI）の策定を試みた。 

研究対象者は、2022 年度 4 月に認定されている

がん・生殖医療専門心理士 63名の内、本研究協力

者を除く 55名に研究参加案内を送付した。 

 

研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育

プログラムと啓発による心理支援強化を目指した

研究：②-1 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教

育プログラムと啓発による心理支援強化を目指し

た研究：これまでに若年がん患者の妊孕性温存に

関する、看護師向けトレーニングコースは教育効

果が高く、若年がん患者の妊孕性温存に貢献する

ことが報告された(Vadaparampil et al, Patient 

Education and Counseling, 2016)。また厚生労働

省が発布した「がん診療連携拠点病院等の整備に

ついて」は、妊孕性温存の情報提供と治療に関す

る情報共有の体制整備が求めている。これは、が

ん等患者の妊孕性温存に関する共同意思決定を支

援するために、医療機関が患者支援体制を整備す

る必要があることを示しており、妊孕性温存に関

する正確な情報提供ができる医療従事者の教育と

育成が急務である。 

本研究班は、昨年度までに医療従事者向けの妊孕

性温存に関する教育プログラムを開発した。質の

高い支援や教材を提供することによって、「患者本

位のがん医療の実現」に近づくことができると考

え、本教育プログラムの教育効果検証を行った。

②-2がん・生殖医療における遺伝カウンセラーの

役割に関する実態調査： 2022年度は、日本がん・

生殖医学会に所属する医師（474名）を対象として、

選択式アンケートを WEB上で行った。②-3 がん・

生殖医療における人材育成に関する研究（薬剤

師）：がん・生殖医療において、患者は短期間に妊

孕性温存を実施するか否かの意思決定を迫られる。

その過程において、医師だけでなく看護師、心理

士、薬剤師等の医療従事者の役割は重要である。

薬剤師は、抗がん剤などの薬剤の毒性、性腺毒性

等の知識が豊富であり、患者に正確な情報を迅速

に与えることが期待できる。しかしながら、現在、

がん・生殖医療への薬剤師の関りは限定的であり、

より広い範囲での関与が期待される。本研究では、

薬剤師と医師のがん・生殖医療における連携の実

態を明らかにし、今後の連携の在り方について広

く啓発していくことを目的として研究を進めた。

性腺毒性の知識、妊孕性温存に関する知識、所属

施設でのがん・生殖医療への関わり、他職種との

連携等について全国調査を行い、アンケート回答

者にがん・生殖医療への関心を励起すると共に、

調査結果を踏まえて、今後のがん・生殖医療にお

ける薬剤師の関わり方についての情報を分析する。

②-4 がん・生殖医療における人材育成に関する研

究（看護師）：臨床経験 3 年以上のがん医療看護師・

生殖医療看護師それぞれ 50 名以上を対象として、

完成した「がん・生殖医療ナビゲーター看護師

（OFNN）教育プログラム」の効果検証を目的とし

た評価研究（日本版 ENRICH 研究）を実行する。教

育プログラムは 2 部構成とした。まず、がん・生

殖医療の基礎講座 8 項目および各がん種と妊孕性

温存療法の適応 8項目の e-learning教材とがん・

生殖医療の意思決定の場面のロールプレイ教材を

作成し、全 18項目の教材をオンライン受講後、WEB

による事例検討会を行った。なお、受講対象を 3年

以上のがん医療・生殖医療に従事経験を有する看

護職として、教育介入を行う前・直後・3か月後の

3時点でのがん・生殖医療に関する知識・態度・実

践の変化について評価を行うことで有効性につい

て検証した。 

 

研究③ 小児・AYA 世代がん患者ならびに家族に

対するインフォームドコンセント(IC)およびイン
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フォームドアセント(IA)の方法の検証に関する研

究：③-1妊孕性温存に関する情報提供用の動画の

評価・検証研究： 3つの動画を用いて、小児がん

拠点病院の医療従事者並びに患者とその家族を対

象とした動画に対する評価検証研究を実行する。

③-2小児がん拠点病院を対象とした webinar開催

による啓発活動：2021年度に実施したアンケート

調査により、がん診療施設と生殖医療施設の連携

の不十分さ及び小児患者への妊孕性温存に関する

説明資材の不足という問題点が明らかとなった。

そこで、本説明資材の認知度の向上及び小児がん

診療施設と生殖医療施設との連携を深めるため、

全国小児がん拠点病院の 7 ブロック毎に各々の小

児がん拠点病院から、小児がん診療病院及び生殖

医療施設や行政を対象とした、妊孕性温存セミナ

ーを実施した。セミナー内容は、「小児がん専門医

が考えるがん・生殖医療」、「本邦におけるがん・生

殖医療の現状」、「小児がん拠点病院での妊孕性温

存の課題～厚労科研研究班実態調査報告～」の 3

つの講演と、「各施設における現状と課題」に関し

て、6〜9名からなるグループディスカッションを

実施した。その後、各グループからの発表及び総

合討論を実施し、セミナー終了後に、グーグルフ

ォームにてアンケート調査を実施した。 

③-3 小児科から産婦人科への移行医療の実態把

握とその推進に関する研究：移行医療の実態把握

を目的とした実態調査（対象は全国の産婦人科医

師と小児科医師）を解析し、本領域の啓発等に繋

げる対策を検討する。 

 

研究④ 生殖機能温存を選択できなかった患者の

心理支援のあり方に関する研究ならびに小児・AYA

世代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖医

療に関する経済負担に関する実態調査：④-1生殖

機能を温存できなかった・しなかった患者の心理

支援のあり方に関する研究：半構造化面接による

インタビュー調査研究を実施し、並行してインタ

ビュー内容の質的分析を進める。④-2小児・AYA世

代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖医療

に関する経済負担に関する実態調査:がん・生殖医

療の受療実態および経済的負担の実態調査は終了

したことから（回答患者数 774名）、実態調査の自

由記載部分において、実態調査参加者の多彩な心

情や妊孕性温存治療に関する希望が表出されてお

り、量的解析では読み取れない参加者の心情を反

映するため、自由記載部分のデータを二次利用し、

がん・生殖医療の情報提供の状況や希望、妊孕性

（生殖機能）温存に関する意思決定に経済負担が

及ぼした影響等、それらにまつわる患者の心情が

明らかにすることを目的とし、質的帰納的に分析

する。結果から、今後の介入方法や支援の在り方

を検討する。 

 

研究⑤ 安全で適切な長期検体温存方法および運

用体制の構築を志向した研究：⑤-1本邦における

小児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存にお

ける長期検体保管体制に関する実態調査：コロナ

禍で延期となった海外施設の長期保管体制に関す

る調査を実行し、終了後の調査研究と研究⑤-2の

成果を合わせて、国への提言をまとめる。研究⑤-

2 本邦における胚培養士を対象とした妊孕性温存

療法の実施状況調査:本邦のがん・生殖医療におけ

る胚培養技術の実情を把握し、技術者である胚培

養士の本領域における役割を明確にすると共に、

臨床的により有用性の高い妊孕性温存技術の手法

を確立し、全国 47都道府県において均一かつ高水

準の妊孕性温存技術を提供できる医療環境の構築

に結びつけることを目的とした研究を進める。さ

らに、本研究の結果をもとに、妊孕性温存療法に

おける凍結生殖細胞ならびに組織の適切な長期温

存方法及び運用体制に関わる内容を提言する。 

 

研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・特別

養子縁組制度の普及に向けた研究：4 つの調査研

究（①全国の里親会 66団体への実態調査、②児童

相談所のがん・生殖医療に対する意識調査、③が
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ん治療医を対象とした里親制度・特別養子縁組制

度に関する意識調査、④児童福祉界におけるがん

教育プログラム作成に係る当事者調査）を進める。 

 

研究⑦ 「がんとの共生」分野における AYA 世代

がん患者の課題解決に向けた研究：⑦-1 「がんと

の共生」分野におけるがん相談支援センターの現

状の課題抽出を志向した実態調査研究:「がんとの

共生」分野におけるがん相談支援センターの現状

の課題抽出を目的とした実態調査を、全国のがん

診療病院及び労災病院を対象に Web アンケートに

て実行した。⑦-2 アピアランスケアの啓発に関す

る研究:実態調査を通じて、アピアランスケアに関

する医療者の認識や実践を明らかにするとともに、

アピアランスケアに関する啓発をさらに進め、が

ん患者の更なる QOL 向上を目指す目的で、日本癌

治療学会会員（16,838名）を対象に、2022年 11月

1 日～12 月 13 日の期間でアンケート調査票を電

子メールで送付し、情報を収集した 

 

（倫理面への配慮） 

研究① がん・生殖医療における心理教育プログラ

ムの開発と介入の効果検証：①-2；がん・生殖医療

専門心理士の質的向上を志向した研究は、亀田総

合病院臨床研究審査委員会で承認された（承認番

号 20-096）。 

研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育プ

ログラムと啓発による心理支援強化を目指した研

究：②-1 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育

プログラムと啓発による心理支援強化を目指した

研究：「医療従事者向けがん生殖医療研究プログラ

ム」は、東京医科大学臨床研究審査委員会で承認

された（承認番号 T2021-0300）。②-2がん・生殖

医療における遺伝カウンセラーの役割に関する実

態調査：日本がん生殖医学会に所属する医師（474

名）を対象として、選択式アンケートは、東邦大学

医療センター大森病院の倫理委員会での承認され

た研究（令和 3年度実施）（承認番号：M21141）の

研究内容の追加として申請し、承認を得て実施さ

れた。②-3 がん・生殖医療における人材育成に関

する研究（薬剤師）: 「がん・生殖医療における

医師と薬剤師の連携に関する実態調査」は、三重

大学医学部臨床研究審査委員会で承認された（承

認番号 H2022-219）。②-4 がん・生殖医療におけ

る人材育成に関する研究（看護師）：「がん・生殖医

療ナビゲーター看護師（OFNN）教育プログラム」の

効果検証も、東京医科大学臨床研究審査委員会で

承認された（承認番号 T2021-0300）。 

研究③ 小児・AYA 世代がん患者ならびに家族に対

するインフォームドコンセント(IC)およびインフ

ォームドアセント(IA)の方法の検証に関する研

究：③-1妊孕性温存に関する情報提供用の動画の

評価・検証研究：「小児・思春期がん患者の妊孕性

温存療法を選択する際の説明資材の開発研究」は、

聖マリアンナ医科大学 生命倫理委員会にて承認

を得た（承認番号 第 4786 号）。③-2小児がん拠点

病院を対象とした webinar 開催による啓発活動：

「小児がん診療拠点病院における医療従事者の妊

孕性温存に対する意識の実態調査」は、三重大学

医学部臨床研究審査委員会で承認された（承認番

号 H2021-123）。 

③-3小児科から産婦人科への移行医療の実態把握

とその推進に関する研究において、産婦人科医を

対象としたアンケート調査は、聖マリアンナ医科

大学 生命倫理委員会にて承認を得た（承認番号 

第 5387 号）。小児科医を対象としたアンケート調

査は、北海道大学医学部の倫理委員会にて承認を

得た（承認番号 医 21-008）。 

研究④ 生殖機能温存を選択できなかった患者の

心理支援のあり方に関する研究ならびに小児・AYA

世代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖医

療に関する経済負担に関する実態調査：④-1生殖

機能を温存できなかった・しなかった患者の心理

支援のあり方に関する研究における調査は、聖マ

リアンナ医科大学 生命倫理委員会にて承認を得

た（承認番号 第 5378号）。④-2小児・AYA世代が
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んサバイバーを対象とした、がん・生殖医療に関

する経済負担に関する実態調査:「AYA 世代(思春

期・若年成人)がん患者のがん・生殖医療に対する

経済負担に関する実態調査」に関して、聖マリア

ンナ医科大学 生命倫理委員会にて承認を得た（承

認番号 第 5051号）。 

研究⑤ 安全で適切な長期検体温存方法および運

用体制の構築を志向した研究：研究⑤-2 本邦にお

ける胚培養士を対象とした妊孕性温存療法の実施

状況調査:「本邦における胚培養士を対象とした妊

孕性温存療法の実施状況調査」は、聖マリアンナ

医科大学 生命倫理委員会にて承認を得た（承認番

号 第 5093号）。 

研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・特別養

子縁組制度の普及に向けた研究：「がん治療医を対

象とした、里親・養子縁組に関する情報提供の実

態調査」は、東京慈恵会医科大学倫理委員会で承

認された（承認番号 34-047(11192)）。「がん経験

者の里親・養子縁組に関する調査」は静岡大学倫

理委員会で承認された（承認番号 静岡大学倫理審

査 21-52）。 

研究⑦ 「がんとの共生」分野における AYA世代が

ん患者の課題解決に向けた研究：⑦-1 「がんとの

共生」分野におけるがん相談支援センターの現状

の課題抽出を志向した実態調査研究:「がんとの共

生」分野におけるがん相談支援センターの現状の

課題抽出を志向した実態調査研究」は、聖マリア

ンナ医科大学 生命倫理委員会にて承認を得た（承

認番号 第 5874号）。⑦-2 アピアランスケアの啓

発に関する研究:「アピアランスケアに関する医療

者を対象とした実態調査」は、聖マリアンナ医科

大学 生命倫理委員会にて承認を得た（承認番号：

第 5831号）。 

 

Ｃ．研究結果 

研究① がん・生殖医療における心理教育プログ

ラムの開発と介入の効果検証：①-1；若年成人未

婚男性がん患者における精子凍結後の心理教育プ

ログラムによる RCT（CONFRONT 試験）並びに、若

年乳がん患者（未婚）における妊孕性温存の心理

教育プログラムによる RCT（RESPECT 試験）：

CONFRONT 試験に関して、210 症例が試験参加に同

意し、試験に参加した。有害事象は認められなか

った。RESPECT 試験に関しては、11 施設で実施し

た。2022年度の症例獲得数は 33症例であった。無

作為割付をおこない、介入群 17 症例、統制群 16

症例であった。試験全体としては、157症例（うち、

介入群 79 症例、統制群 78 症例）を獲得した。有

害事象の発生はなかった。安全に介入を実施する

ことができた。①-2；がん・生殖医療専門心理士の

質的向上を志向した研究：がん・生殖医療専門心

理士の資質向上を志向した研修プログラムの効果

は、自己学習という個人差があるが、小テスト＋

説明資材＋ロールプレイチェックリスト＋ロール

プレイ解説資料を用いて、介入ポイントを意識す

ることで、援助技術の習得が可能であった。又、

「がん・生殖医療専門心理士による妊孕性温存に

関する意思決定支援の QI」を 12 指標策定するこ

とができ（添付資料 10）、専門心理士が目指すべき

良質な援助の指標が明確になった。 

 

研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育プ

ログラムと啓発による心理支援強化を目指した研

究：②-1 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育

プログラムと啓発による心理支援強化を目指した

研究：医療従事者向けの妊孕性温存に関する知識

および支援方法に関する e-learning 教材を作成

し 、 専 用 website への ア ッ プ ロ ー ド した

（ https://singlecast.gakkaitv.net/stream/210

212225）。その結果、計 820名の医療従事者が本教

育プログラムに参加した。医師、薬剤師、看護師、

助産師、保健師、認定遺伝カウンセラー®等の医療

従事者向けに、受講前、直後、3ヶ月後にオンライ

ン試験とオンライン質問紙調査を行い、 e-

learning教材の教育効果を評価した。また、職種

ごとにわけた教育プログラムの効果も評価した。
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②-2がん・生殖医療における遺伝カウンセラーの

役割に関する実態調査：日本がん・生殖医療学会

所属の医師を対象として、「がん・生殖医療の情報

提供を主に行っている医師が、認定遺伝カウンセ

ラーにがん・生殖医療の分野で期待すること」、を

明らかにする目的で、アンケート調査を行った結

果、回答率は 34％(n=161)。回答の、」「特に期待す

ることはない」は 3％と少なく、遺伝性腫瘍につい

てのみならずがん・生殖医療に関連した内容を認

定遺伝カウンセラーが情報提供するように期待す

る回答が多く認められた。②-3 がん・生殖医療に

おける人材育成に関する研究（薬剤師）：がん・生

殖医療における医師と薬剤師の連携を明らかにす

るためのアンケートを作成し、全国のがん診療施

設へ送付した。②-4 がん・生殖医療における人材

育成に関する研究（看護師）：137名（がん医療側

90 名、生殖医療 47名）が受講し、3 回の知識確認

テストまで修了した 114 名に対して受講証を発行

した。e-learning教材および WEB事例検討会の有

用性については、いずれもとても・まあ役に立つ

との回答が 97.9%と高く、満足度の高い結果であ

った。最終的に受講証を発行した 114名において、

介入前後での教育効果を検証した結果、がん・生

殖医療の知識を問う平均点は pre 24.5 点、直後

31.4 点、3 か月後 30.6 点（p≦0.001）に向上し

た。さらに、がん・生殖医療を実践することへの自

己効力感もすべての項目について、教育介入前に

比べて、介入後は有意に上昇し、その効果は 3 か

月後も維持されていた（p≦0.001）。がん・生殖医

療それぞれの専門分野における差は認められなか

った。 

 

研究③ 小児・AYA 世代がん患者ならびに家族に対

するインフォームドコンセント(IC)およびインフ

ォームドアセント(IA)の方法の検証に関する研

究：③-1妊孕性温存に関する情報提供用の動画の

評価・検証研究：本研究班で開発した新規に開発

した幼少期向けの妊孕性温存に関する情報提供用

の動画を、2022年 8月〜9 月に小児がん診療に携

わ る 医 師 、 看 護 師 、 心 理 士 、 Child Life 

Specialist(以下 CLS)などに動画を視聴してもら

い、「患児にこの動画の視聴を進めたいか 又、診

療でこの動画を導入したいか 」に関するアンケー

ト調査行った。 

前回同様、57人の医師、看護師、CLS、心理士など

から回答を得た。新規の幼少期編動画に対するポ

ジティブな意見では、「わかりやすかった 87% 

(旧幼少期：66%)」、「小児にも安心して見せること

ができる 79% (旧幼少期：64%)」、「本動画を妊孕性

温存の情報提供や説明する際に使用したい 86% 

(旧幼少期：62%) 」など、旧バージョンに比較し大

幅に改善を認めた。その他は、「小児にも安心して

見せることができる」、「旧バージョンと比較しわ

かりやすくなった」、「治療に対して明るいイメー

ジが持てる」などであった。一方、幼少期編動画に

対するネガティブな意見では、動画を見ても「妊

孕性温存療法」の理解度は変わらない可能性があ

る（図３参照）という意見もあったが、旧バージョ

ンの評価のような「比喩が多すぎてわかりにくい」

などの意見は大幅に減少した。③-2小児がん拠点

病院を対象とした webinar 開催による啓発活動：

小児がん拠点病院を対象としたセミナー参加者数

は 641 名で、アンケート回答者数は 256 名であっ

た（回答率：40.0％）。アンケート回答者の職種の

内訳は、医師（がん医療）37.1％（95/256）、医師

（生殖医療）7.4％（19/256）、医師（その他）3.9％

（10/256）、看護師 28.9％（74/256）、薬剤師 3.5％

（9/256）、臨床心理士 3.5％（9/256）、遺伝カウン

セラー0.8％（2/256）、チャイルドライフスペシャ

リスト（CLS）0.8％（2/256）、ソーシャルワーカー

7.8％（20/256）、その他 9.4％（24/256）であった。

セミナーのグループディスカッションでは、多職

種、多診療科を織り交ぜてグループを構成したた

め、大部分は初めてのメンバーで、自施設にはな

い情報等共有することが可能となった。その中で、

多くの施設の共通の問題点は、患者への説明不足
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であった。妊孕性温存を自施設で行えない場合や、

紹介先が分からない等の理由で紹介されないこと

や、説明資材がなく説明の仕方が分からないとい

う意見が散見された。また、多くの施設で思春期

男児への精子凍結の説明をする際に、説明資材が

ないことやマスターベーションの説明の困難さよ

り、十分な情報提供が出来ていないという意見が

多くあった。がん治療における、化学療法や放射

線治療による性腺への影響について、説明出来る

と回答したのは、全体の 60％であり、残りの 40％

は少し説明出来るか全く説明出来ないと回答した。

本セミナー参加者は、妊孕性に関する意識の高い

方が多く参加しているが、その中でも 40％の方は

性腺への影響について十分に説明出来ていない事

実が明らかになった。③-3 小児科から産婦人科へ

の移行医療の実態把握とその推進に関する研究：

全国の日本産科婦人科学会に登録されている専攻

医指導施設 579 施設の産婦人科医を対象としたア

ンケートは、340 施設（回答率 58.7%）、小児がん

診療連携拠点病院 15 施設の小児科医を対象とし

たアンケートは 15施設（回答率 100%）の回答が得

られた。 

 

研究④ 生殖機能温存を選択できなかった患者

の心理支援のあり方に関する研究ならびに小児・

AYA 世代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖

医療に関する経済負担に関する実態調査：④-1生

殖機能を温存できなかった・しなかった患者の心

理支援のあり方に関する研究：インタビュー参加

者を募る患者団体として、「若年がん患者団体

STAND UP‼」と「若年性乳がん患者の会 Pink Ring」

の協力を得て、各会員の皆さんに研究参加を呼び

かけている。さらに、「NPO 法人がんノート」にも

協力をいただき、がんノート出演者にも研究参加

を呼びかけた。その結果、調査面接法による半構

造化面接(対面もしくは ZOOM)を、32 事例(男性 3

名、女性 29名/うち小児発症 6名)を対象として行

った（初発の罹患年齢平均 26歳、現在の年齢平均

39歳、サバイバー歴平均 13年）。うち 2名が再発

治療中であり、対象外であった。1名はインタビュ

ー終了間際に再発治療中であると判明し、もう 1

名は再発治療中であるが研究に協力という強い希

望があり、心情に配慮しながらインタビューを実

地した(2名とも乳がん)。現段階では、インタビュ

アーによる第一次分析中である。一次分析が終了

次第、分析協力者とカテゴリーの統合を行い、質

的分析を進めていく予定である。④-2小児・AYA世

代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖医療

に関する経済負担に関する実態調査: Web アンケ

ート調査の自由記載回答「Q76：あなたが、がん・

生殖医療に対し、希望することを自由にお書きく

ださい」という自由記載に回答した 438 人の意見

を分析した。現在一次分析が終了した時点で 20個

のカテゴリーが抽出された。 

 

研究⑤ 安全で適切な長期検体温存方法および運

用体制の構築を志向した研究：⑤-1本邦における

小児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存にお

ける長期検体保管体制に関する実態調査：本年度

も、コロナ禍のため海外施設の長期保管体制に関

する調査を実行することが不可能であった。研究

⑤-2 本邦における胚培養士を対象とした妊孕性

温存療法の実施状況調査:本調査において多くの

施設で採用されている凍結融解方法を明らかにす

ることができた。さらに、長期検体保存に関する

問題点と課題も明らかとなった。 

 

研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・特別

養子縁組制度の普及に向けた研究：全国各地の里

親会に依頼して里親に対するアンケート調査を施

行し、その結果を元にがんサバイバーに対する里

親制度・特別養子縁組制度の情報提供リーフレッ

トを開発した。2023 年 2 月 25 日に行われた第 13

回日本がん・生殖医療学会学術集会で行われた市

民公開講座「がん・生殖医療と里親・養子縁組」で、

リーフレットの紹介とその研究成果、さらにはそ
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の他の研究成果も披露した。 

 

研究⑦ 「がんとの共生」分野における AYA 世代

がん患者の課題解決に向けた研究：⑦-1 「がんと

の共生」分野におけるがん相談支援センターの現

状の課題抽出を志向した実態調査研究: 219 件の

回答が得られ、現在解析中である。⑦-2 アピアラ

ンスケアの啓発に関する研究: 日本癌治療学会会

員を対象にアンケート調査を施行した結果、807名

からの回答を得た（回答率 5％）。回答者の内訳は、

医師・歯科医師 693名（86％）、薬剤師 65名（8％）、

看護師 45 名（6％）であり、多職種に及ぶデータ

を収集することができた。「アピアランスケア」と

いう用語については、用語も内容も知っていると

回答したのが 66.6％であった一方で、用語も内容

も知らないと回答したのは 19.3％であった。その

他、アピアランスケアに対するエビデンスに基づ

く対処法について複数の質問を行ったが、一部に

おいてはエビデンスに基づいた対応方法が浸透し

ていないという実態も見られた。詳細については

解析中である。 

 

Ｄ．考察 

研究① がん・生殖医療における心理教育プログ

ラムの開発と介入の効果検証：①-1；若年成人未

婚男性がん患者における精子凍結後の心理教育プ

ログラムによる RCT（CONFRONT 試験）並びに、若

年乳がん患者（未婚）における妊孕性温存の心理

教育プログラムによる RCT（RESPECT 試験）：

CONFRONT試験に関して、2021 年度に同意した症例

が試験参加しなかったことについて、今年度も改

善案を議論した。その結果、同意時点で直ちに web

サイトを紹介していなかった点、同意から 2 か月

以内の参加だとがん治療開始による心身負担が大

きいと推測された点が考えられた。そこで、動画

視聴ができる外来で円滑に試験を実施できるよう、

タブレット端末を貸し出して、試験実施期間を 2

か月でなく 6 か月まで延長することが検討された。

今後、研究計画を変更してなるべく同意直後に実

施できる環境の整備と患者が参加しやすい期間を

設定し直して実施する予定となった。RESPECT試験

に関しては、新型コロナウイルス感染拡大下での

試験実施であったが、2022 年度に 33 症例を獲得

することができた。有害事象の発生はなく安全に

実施できた。今後も RESPECT 試験を継続し、症例

登録と試験遂行を加速していく予定である。①-2；

がん・生殖医療専門心理士の質的向上を志向した

研究：小テスト＋説明資材＋ロールプレイチェッ

クリスト＋ロールプレイ解説資料を、繰り返し学

習に利用し、妊孕性温存に関する意思決定支援の

チェックリストを使用して自己評価することによ

って、自身の改善点などが見いだせるため、援助

技術が向上する可能性が示された。又、がん・生殖

医療専門心理士による妊孕性温存に関する意思決

定支援の QIは、臨床や研修においてセルフチェッ

クする指標ともなり、達成率等を評価していくこ

とで質の均てん化に役立つと考察された。 

 

研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育

プログラムと啓発による心理支援強化を目指した

研究：②-1 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教

育プログラムと啓発による心理支援強化を目指し

た研究：プログラム参加者の教育効果検証を行っ

た結果、受講前と受講後テストの間で平均知識ス

コアが上昇し、参加者の妊孕性温存の診療に関す

る自信が高まることが示された。さらに、医療従

事者の患者に関わる行動にも変化がみとめられ、

医療従事者が患者の婚姻状況と出産歴に関して患

者に確認する様になったことが明らかになった。

②-2がん・生殖医療における遺伝カウンセラーの

役割に関する実態調査：単一の変異遺伝子を受け

継ぐことにより生じうる腫瘍である、遺伝性腫瘍

は、現在、がんのリスクを一般集団の何倍にも増

大させる約 100 種類の遺伝子が明らかにされてい

る。遺伝性腫瘍の患者は全がん患者の 5％未満で

あるが、その遺伝学的基礎の同定は、本人の治療
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法の選択や健康管理のみならず、家系構成員の臨

床的管理にも極めて重要である。日本の認定遺伝

カウンセラー総数は 318 名（2021 年 12 月現在）

で、人口 10万人あたり 2.5人となっている。一方、

米国の遺伝カウンセラー数は人口 10 万人当たり

18 人であり、米国のカウンセラー数に対し本邦の

数は極端に少ない。日本の認定遺伝カウンセラー

は、主に医療機関で遺伝性腫瘍や出生前診断など

に関する遺伝診療や遺伝カウンセリングに関わっ

ているが、がん・生殖医療にかかわる情報提供の

担い手としても期待される。②-3 がん・生殖医療

における人材育成に関する研究（薬剤師）：がん・

生殖医療における医師と薬剤師の連携の実情を明

らかに出来るよう、医師用、薬剤師用のアンケー

トを作成し、各々の質問において連携の在り方を

模索出来る内容とした。現在回収作業中である. 

②-4 がん・生殖医療における人材育成に関する

研究（看護師）：がん・生殖医療にかかわる看護師

を対象とした教育介入については、知識・実践へ

の自己効力感に長期的な教育効果があることが明

らかになった。今後は、がん・生殖医療において意

思決定支援に携わる人材育成と質の向上が求めら

れる。 

 

研究③ 小児・AYA 世代がん患者ならびに家族に対

するインフォームドコンセント(IC)およびインフ

ォームドアセント(IA)の方法の検証に関する研

究：③-1妊孕性温存に関する情報提供用の動画の

評価・検証研究：改変した幼少期版の動画は、旧幼

少期版と比較し、より具体的で簡易な言葉を用い

た内容となっており、医療従事者の評価でも臨床

現場で使用したいという意見が 86% と高い評価を

得ることができたと考える。③-2小児がん拠点病

院を対象とした webinar 開催による啓発活動：本

研究で実行した小児がん拠点病院を対象とした本

セミナーにより、多くの小児がん診療医や生殖医

療医、医療従事者に妊孕性温存に関する啓発を行

うことができた。そして、セミナー後のアンケー

ト調査の結果、現場の課題が明らになった。そし

て、より広く小児がん診療病院に対して必要な妊

孕性温存を広めるためのサポートを行っていく必

要性が考えられた。 

③-3 小児科から産婦人科への移行医療の実態把

握とその推進に関する研究：本実態調査の結果、

本邦での移行医療システムの構築は不十分である

ことが明らかになった。具体的な解決すべき課題

として、医師側のがん・生殖医療分野の知識不足、

患者への説明不足、患者自身の病状に関する理解

度不足等である。これらは、小児科と産婦人科間

の連携（移行期医療）を円滑に実行するために、何

よりも改善しなければならない課題である。以上

より、医師教育および患者教育が急務であると考

えられた。 

 

研究④ 生殖機能温存を選択できなかった患者の

心理支援のあり方に関する研究ならびに小児・AYA

世代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖医

療に関する経済負担に関する実態調査：④-1生殖

機能を温存できなかった・しなかった患者の心理

支援のあり方に関する研究：セクシャリティに関

する重要他者の変遷については、罹患当時に影響

力と発言力が強い人物は、「主治医」や「両親」で

あり、自分の影響力や発言力が若干弱い傾向。関

係性においても、両親との結びつきが強い傾向が

あった。一方、現在の影響力や発言力においては、

「自分」が強くなり、時間が経ったこともあって

病院関係者とのつながりが薄くなる傾向が示唆さ

れた。調査の結果、罹患時と比べ、重要他者が増

え、新たな家族やパートナー(別れた相手も含む)

から大きな影響を受けていた。また、セクシャリ

ティに関する相談相手にはサバイバーの友人を挙

げる方が多く、結びつきが強く示されている傾向

があった。④-2 小児・AYA 世代がんサバイバーを

対象とした、がん・生殖医療に関する経済負担に

関する実態調査:一次分析のみの結果であるが、が

ん・生殖医療に対する患者の多様な意見が抽出さ
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れた。カテゴリー別では、「情報提供のあり方(196)」

に関する意見や要望が最も多く上がった。適切な

タイミングでの十分な情報提供が求められた。ま

た、年齢や子どものあるなしで不妊のリスクや妊

孕性温存の情報提供がなされないなど、差がない

よう、情報提供の平等性が強く求められた。次に、

「がん生殖医療の費用負担(186)」が多かったが、

「保険適応化の希望(46)」を合わせると、費用に

関する意見が最も多い結果となった。データが経

済負担に関するアンケートの中の自由記載である

という背景も一因ではあるが、AYA世代にとって、

費用負担がとても大きな問題であることが示唆さ

れた。3番目に多かったのが「意思決定支援のあり

方(110)」への要望となり、意志決定のおける精神

的負担が多く訴えられた。次に、「心理的ケア・相

談体制の要望(83)」が多くなっている。先の意思

決定における精神的負担を支援して欲しいという

要望が多く、本人だけでなく家族やパートナーへ

の支援が求められた。また、「AYA 世代特有の多様

な悩み(73)」に寄り添ってほしいという意見や 

意思決定時だけでなく、その後も継続的な心理的

支援が必要である(「成長や経過に応じた長期的な

支援の必要性(13)」との意見や、支援の種類とし

て、医療者や専門職からだけでなく、ピアサポー

トを求める声(「ピアサポートの必要性(25)」)が

上がっていた。また、多かった意見として、「若年

性のがん/がん治療で不妊になるリスク/がん生殖

医療の啓発・教育の必要性(60)」があがっており、

医療従事者への教育や専門職の育成が喫緊の課題

と言える。 

 

研究⑤ 安全で適切な長期検体温存方法および運

用体制の構築を志向した研究：⑤-1 本邦における

小児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存にお

ける長期検体保管体制に関する実態調査：本研究

班が施行した 2020年の調査結果では、保管の継続

が難しくなった場合の施設の対応に関して、約

80％が移送先を決めていたが、20％の施設は何も

決めていなかった。さらに、普段の管理体制にお

いても、不十分が認められた。日々の検体保管の

管理において重要なことは、液体窒素を常に補充

し、検体の安定的な保管を維持することである。

決まった日時、時間に液体窒素を補充しているの

は 83.1％にみられ、勤務毎の残量チェックは

65.1％に留まった。また、液体窒素の枯渇は検体

における最も避けるべき事態であるが、アラーム

等での警告システムを設置している施設は 16.9％

にしかみられなかった。また、その他の対応とし

て、液体窒素のみの入った余剰タンクを準備して

いる施設がみられた。災害等の予期せぬ事態に対

してどのような備えを行っているかは重要である。

対策を行っている施設は 70.9％であったが、その

多くはタンクへのキャスターの取り付けやバンド

での固定、免震台の設置等、一般的に行われてい

るようなものが多く、特に長期保管検体に対する

備えを行っている施設は少なかった。通常と異な

る対策としては、液体窒素の自動補充システムや

液体窒素残量の減少によるアラームシステム等が

あった。日々の管理方法のみでなく、本邦の場合

クリニックでの管理も多いため、管理責任者の責

務、責任者交代時の対応、閉院等の場合の準備等

についても、指針に明示する必要がある。研究⑤-

2 本邦における胚培養士を対象とした妊孕性温存

療法の実施状況調査:妊孕性温存療法は、様々な培

養技術が必須であり、全ての培養技術に胚培養士

が携わっていることが本調査結果からも明らかと

なったことから、がん・生殖医療における胚培養

士の役割も非常に大きいことが示された。 

 

研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・特別

養子縁組制度の普及に向けた研究：本研究ではが

んサバイバーに対する里親制度・特別養子縁組制

度に対する情報提供のためのリールレット開発、

並びに市民公開講座による啓発を行った。リーフ

レットにはアンケート調査をもとに作成して、が

んサバイバーの里親の体験談は調査の結果をその
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まま反映させた。その結果、里親になる意思決定

をする上でキーパーソンとなる両親や兄弟の理

解・支援の重要性を強調できる内容のリーフレッ

トになったと考えている。市民公開講座講演では、

里子たちが通常の家庭と変わらず養育されている

様子について語られており、養育が終わった後も

家族同然のつながりを保ち続けていることも聴衆

に伝わったと考える。里親制度は子どもが養育さ

れるための制度であるということを再認識すると

ともに、里親になるということは子どもを養護す

る立場になるのであるということも再確認できた。

今後、里親として登録されるために「医師の意見

書」が求められることにも関わってくるものと考

えられる。つまり、医療者が家族形成の意味、さら

にはプレコンセプションケア、その一環としての

里親制度・特別養子縁組制度について認識を深め

ることが、がんサバイバーにこれらの制度が普及

するうえで重要になってくるものと考えられる。 

 しかしながら、医療者の認知が進むことに関わ

らず、がんサバイバーの中には健康状態のなどの

理由で里親の認定を受けられないもの、養親にな

れないものも出てくるであろう。がんサバイバー

達が子どもをもつためではなく、子どもの養育に

関わる制度を充実させることによってがんサバイ

バー達も QOL を向上することができ、子ども達も

養育を受けられることによって安心・喜びをえる

ことができる、そのような新しい家族形成の形を

創造していくことが重要であると考えられた。 

 

研究⑦ 「がんとの共生」分野における AYA 世代

がん患者の課題解決に向けた研究：⑦-1 「がんと

の共生」分野におけるがん相談支援センターの現

状の課題抽出を志向した実態調査研究: 解析後に

考察する。⑦-2 アピアランスケアの啓発に関する

研究: 詳細なデータについては解析中であるが、

現時点での解析結果からは「アピアランスケア」

の文言や重要性の認識は、年々高まっているもの

の、大学病院や一般病院においても、いまだ浸透

しているとは言い難い。医療者が「アピアランス

ケア」をよく知り、実践することができれば、がん

治療中あるいは治療後の患者に対して、身体面の

向上だけでなく、社会とのつながりを維持し積極

的に活動することができる、すなわち社会面、心

理面、さらには経済面の向上にも影響を与え、QOL

を上昇させる可能性がある。 

 

Ｅ．結論 

研究① がん・生殖医療における心理教育プログ

ラムの開発と介入の効果検証：①-1；若年成人未

婚男性がん患者における精子凍結後の心理教育プ

ログラムによる RCT（CONFRONT 試験）並びに、若

年乳がん患者（未婚）における妊孕性温存の心理

教育プログラムによる RCT（RESPECT 試験）：

CONFRONT試験に関しては、がん治療に際して精子

凍結保存をした若年がん患者の男性向けの凍結精

子の医療情報とコミュニケーションに関する心理

教育動画を通常状況資材と比較して評価すること

を目的とした。研究デザインはランダム化比較試

験である。がん治療に際して妊孕性温存目的で精

子凍結をした 20－49 歳の男性 100 人を対象とし

て、同意取得後に web サイト上で割付、事前アン

ケート、動画視聴、事後アンケートに参加するこ

と、同意から 1 年後の凍結更新外来での医療情報

を収集することをおこなう。2022 年度は 10 症例

が同意し参加した。考察では脱落を防ぐために同

意直後に試験実施できる環境の整備や研究期間の

延長が議論された。今後も環境整備して実施継続

する予定である。RESPECT試験に関しては、若年成

人未婚女性を対象とした、メンタルヘルスの改善

と妊孕性温存の意思決定に関する心理カウンセリ

ングを開発し、それによる介入を行い、精神的健

康、精神的回復力、意思決定葛藤に対して改善効

果があるか否かを検討することを目的とした

RESPECT試験を実施した。2022年度は 11施設で試

験に取り組み、33症例を獲得した。有害事象は発

生することがなかった。安全に介入を実施するこ
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とができた。今後も試験を継続する予定である。

①-2；がん・生殖医療専門心理士の質的向上を志

向した研究：2020年度に行ったがん・生殖医療専

門心理士の実態調査によると、がん・生殖医療の

臨床に携れない者がおり、臨床経験を積むことで

援助技術を向上させることが難しい場合があるこ

とが判明した。臨床の場がなく、経験を積むこと

ができない者については、今後資格更新手続きの

際などに、本研究の研修プログラムを実施するこ

とを提案する。研修プログラムで自己学習し、ロ

ールプレイを行い録画して、動画でセルフチェッ

クを行い自己研鑽に努めることを資格更新条件に

することで、臨床経験を積むことができないがん・

生殖医療専門心理士も一定の質を維持していくこ

とが可能になる。 

 

研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育

プログラムと啓発による心理支援強化を目指した

研究：②-1 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教

育プログラムと啓発による心理支援強化を目指し

た研究：本教育プログラムで使用した教材は、小

児・AYA 世代がん等患者とそのサバイバーをケア

する医療従事者の妊孕性温存に関する知識と自信

を向上させた。今後も本教材を元に、医療従事者

向けの普及・教育活動を継続、ブラッシュアップ

し、本邦で適切な妊孕性温存療法が普及、供給さ

れるよう、支援と活動を継続していく。②-2がん・

生殖医療における遺伝カウンセラーの役割に関す

る実態調査：医師を対象としたアンケートによっ

ても、認定遺伝カウンセラーが、がん・生殖医療領

域へ介入する期待が高く、特に遺伝性腫瘍患者に

対する介入が期待される。②-3 がん・生殖医療に

おける人材育成に関する研究（薬剤師）：がん・生

殖医療における、薬剤師と医師との連携の実情を

明らかにし、全国の薬剤師が本領域により深く関

わることによって、がん患者は多くの恩恵を得ら

れることになる。今後はアンケート調査結果を検

証し、現在医師と薬剤師の連携に必要でありかつ

不足している課題をさらに確認し、解決策等を模

索する予定である。②-4 がん・生殖医療における

人材育成に関する研究（看護師）：本プログラムは、

がん・生殖医療における看護職に対する教育効果

が検証され、人材育成に有効であることが示唆さ

れた。 

 

研究③ 小児・AYA 世代がん患者ならびに家族に

対するインフォームドコンセント(IC)およびイン

フォームドアセント(IA)の方法の検証に関する研

究：③-1妊孕性温存に関する情報提供用の動画の

評価・検証研究：今後、本研究で開発した動画を実

臨床で患者に視聴してもらい、小児・思春期がん

患者の妊孕性温存療法についての情報提供の頻度

を上げ、将来の選択肢を広げられるよう活用して

いく。③-2 小児がん拠点病院を対象とした

webinar開催による啓発活動：各ブロックにおける

定期的なセミナーや、地域のニーズに合った啓発

活動を進めることで、小児がん拠点病院における

がん・生殖医療に関する医療格差を小さくできる

可能性があることが示唆された。③-3小児科から

産婦人科への移行医療の実態把握とその推進に関

する研究：本研究の成果を踏まえ、今後は妊孕性

温存の啓発を継続することに併せ、他診療科向け

用に小児がん患者を診療する上でどのような診療

を行えば良いか示した資材や、小児がん患者のイ

ンフォームドコンセントに使用できる資材の作成

を行う予定である。又、小児科医向けアンケート

結果は日本小児科学会のシンポウジウムで発表し、

産婦人科医向けアンケート結果は現在論文投稿中

である。 

 

研究④ 生殖機能温存を選択できなかった患者の

心理支援のあり方に関する研究ならびに小児・AYA

世代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖医

療に関する経済負担に関する実態調査：④-1生殖

機能を温存できなかった・しなかった患者の心理

支援のあり方に関する研究：2022 年 8 月で 32 名
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のインタビューを終了し、現在インタビュー内容

を帰納的に質的分析中(第一次分析)である。今後、

第 2 分析者と共に内容を精査していく予定である。

また、合わせてインタビュー中に行った FIT(家族

イメージ法)やアンケート内の PTGI-X-J(Extended 

Version of the PTGI-Japanese)の解析も進めてい

く。④-2 小児・AYA 世代がんサバイバーを対象と

した、がん・生殖医療に関する経済負担に関する

実態調査: AYA 世代がん患者は、妊孕性温存を検

討する過程において、医療者とのコミュニケーシ

ョンが不十分であると感じ、適切な時期に、そし

て、年齢や子供のあるなしに関わらず平等に情報

を与えられることを希望していた。同時に、妊孕

性温存についてより理解を深めるための資料提供

や相談・支援体制の拡充、経験者の活用などが求

められている。また、経済的支援など制度の拡充

もまだなお課題となっている。 

 

研究⑤ 安全で適切な長期検体温存方法および運

用体制の構築を志向した研究：⑤-1 本邦における

小児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存にお

ける長期検体保管体制に関する実態調査：本邦の

妊孕性温存検体の管理体制は、管理責任者の役割

や責務と、保管の管理体制についての指針を作成

する必要がある。研究⑤-2 本邦における胚培養士

を対象とした妊孕性温存療法の実施状況調査: 一

次調査「本邦における胚培養士を対象とした妊孕

性温存療法の実施状況調査」の結果について関連

学会において報告し、胚培養士のがん・生殖医療

領域における重要性の明確化と凍結保存タンクの

危機管理に関する啓発を行った。また、二次調査

票を作成し、追加調査の実施を予定している。胚

培養士の役割は、生殖医療全般の技術提供だけで

なく、がん・生殖医療においても大変重要である

ことが示され、また令和 4 年４月からの生殖補助

医療の保険適応において胚培養技術に保険点数加

算が得られたことからも重要な役割を果たす胚培

養士の質的担保という観点からの公的資格化の検

討が求められている。  

 

研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・特別

養子縁組制度の普及に向けた研究：がんサバイバ

ーに対する里親制度・特別養子縁組制度の情報提

供のためのリーフレットを作成した。市民公開講

座ではがんサバイバーと両制度の現状と問題点に

ついて検討し、多くの知見が得られた。これら制

度の周知・啓発のみならず、がんサバイバーが子

ども養育に関わっていける制度をさらに創造して

いくことも重要であると考えられた。 

 

研究⑦ 「がんとの共生」分野における AYA 世代

がん患者の課題解決に向けた研究：⑦-1 「がんと

の共生」分野におけるがん相談支援センターの現

状の課題抽出を志向した実態調査研究:本研究は、

がん診療病院及び労災病院におけるがん相談支援

センターの実態調査及び妊孕性温存療法等に関す

る情報提供の実態を明らかにすることを目的とし

て、がん診療病院及び労災病院のがん相談支援セ

ンターに勤務する専任もしくは専従の相談支援員

を対象に、がん患者における支援の状況及び妊孕

英温存療法等の情報提供の現状に関する Web 調査

を行なった。本研究成果によって、がん相談支援

センターの実情を明らかにすることで、今後のが

ん相談支援センターの患者への介入方法や支援の

在り方を検討することが可能となる。⑦-2 アピア

ランスケアの啓発に関する研究: 今後も啓発活動

を継続させ、アピアランスケアについての患者の

ニーズに対して適切な対処を可能とする体制を構

築する必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  特記すべき事項なし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 
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10) 菊地裕幸, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村

匡史, 古山紗也子, 谷口憲, 田村功, 太田邦

明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 妊孕性温

存療法における未受精卵子凍結保存実施状況

の全国調査（厚生労働科学研究補助金（がん

政策研究事業）研究班（20EA1004）, 第 40回

日本受精着床学会総会・学術講演会, 2022年

7月. 

11) 前沢忠志，高江正道，竹中基記，太田邦明，

堀江昭史，鈴木達也，高井泰，木村文則，古

井辰郎，鈴木直，池田智明. 妊孕性温存検体

の長期保管管理体制の必要性について―安全

性の担保を志向して, 第 74 回日本産科婦人

科学会学術講演会, 2022年 8月. 

12) 水野里志, 泊博幸, 沖津摂, 菊地裕幸, 沖村

匡史, 古山紗也子, 薮内晶子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

妊孕性温存療法に使用する凍結保存タンクの

管理に関する調査 厚生労働科学研究補助金

(がん政策研究事業)研究班(20EA1004), 第

25 回日本 IVF学会学術集会, 2022年 10月. 

13) 佐藤美紀子, 高橋俊文, 太田邦明, 小宮ひろ

み, 岩佐武, 荻島創一, 水野聖士, 鈴木直. 

第二がん予防に対する女性小児・AYA がんサ

バイバーの意識と行動:ウェブアンケート調

査, 第 60 回日本癌治療学会学術集会, 2022

年 10月. 

14) 洞下由記, 古山紗也子, 泊博幸, 沖津摂, 水

野里志, 菊地裕幸, 沖村匡史, 藪内晶子, 谷

口憲, 田村功, 太田邦明, 福田雄介, 鈴木 

直. 本邦の妊孕性温存療法における卵巣組織

凍結実施調査(厚労科研研究班 20EA1004), 

第 60回日本癌治療学会学術集会, 2022年 10

月. 

15) "福田雄介，太田邦明，泊博幸，菊地裕幸，沖

津摂，水野里志，沖村匡史，薮内晶子，古山

紗也子，谷口憲，田村 功，洞下由記，鈴木直. 

小児・AYA 世代男性がん患者の妊孕性温存療

法としての精子・精巣内精子凍結保存～全国

調査からの実 

16) 態と問題点～（厚生労働科学研究補助金（が

ん政策研究事業）研究班（20EA1004））, 第 67

回日本生殖医学会学術講演会・総会, 2022年

11月." 

17) 菊地裕幸, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村

匡史, 薮内晶子, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

妊孕性温存療法における未受精卵子凍結およ

び IVM 実施状況の全国調査（厚生労働科学研

究補助金（がん政策研究事業）研究班

（20EA1004））, 第 67回日本生殖医学会学術

講演会・総会, 2022 年 11月. 

18) 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村匡史, 薮内

晶子, 菊地裕幸, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

本邦における妊孕性温存療法の実施状況と胚

培養士の関わりに関する調査（厚生労働科学

研究補助金（がん政策研究事業）研究班

（20EA1004））, 第 67回日本生殖医学会学術

講演会・総会, 2022 年 11月. 

19) 沖村匡史, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 菊地

裕幸, 薮内晶子, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

本邦の妊孕性温存療法としての胚（受精卵）

凍結保存に関する実施状況調査報告（厚生労

働科学研究補助金（がん政策研究事業）研究

班（20EA1004））, 第 67回日本生殖医学会学
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術講演会・総会, 2022年 11月. 

20) 水野里志, 泊博幸, 沖津摂, 菊地裕幸, 沖村

匡史, 古山紗也子, 薮内晶子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

妊孕性温存療法に使用する凍結保存タンク管

理の実施状況調査（厚生労働科学研究補助金

（がん政策研究事業）研究班（20EA1004））, 

第 67 回日本生殖医学会学術講演会・総会, 

2022年 11月. 

21) 杉本公平, 正木希世, 竹川悠起子, 鈴木啓介, 

新屋芳里, 加藤佑樹, 大坂晃由, 岩端威之, 

小泉智恵, 白石絵莉子, 前沢忠志, 谷垣伸治, 

岡田弘, 鈴木直. がん・生殖医療における里

親制度・特別養子縁組制度の普及に関する研

究, 第 67 回日本生殖医学会学術講演会・総

会, 2022年 11月. 

22) 古山紗也子, 洞下由記, 泊博幸, 沖津摂, 水

野里志, 菊地裕幸, 沖村匡史, 薮内晶子, 谷

口憲, 田村功, 太田邦明, 福田雄介, 鈴木直. 

がん患者における卵巣組織凍結に対する実態

調査（厚生労働科学研究補助金（がん政策研

究事業）研究班（20EA1004））, 第 67回日本

生殖医学会学術講演会・総会, 2022年 11月. 

23) 沖村匡史, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 菊地

裕幸, 薮内晶子, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

胚培養士を対象とした妊孕性温存療法におけ

る未受精卵子・受精卵(胚)凍結保存実施状況

調査(厚生労働科学研究補助金(がん政策研究

事業)研究班(20EA1004)), 第 28 回日本臨床

エンブリオロジスト学会ワークショップ・学

術大会, 2023年 1月. 

24) 古山紗也子, 洞下由記, 水野里志, 菊地裕幸, 

沖村匡史, 藪内晶子, 谷口憲, 田村功, 太田

邦明, 福田雄介, 泊博幸, 沖津摂, 鈴木直. 

本邦の卵巣組織凍結に関する実態調査(厚生

労働科学研究補助金(がん政策研究事業)研究

班(20EA1004)), 第 28回日本臨床エンブリオ

ロジスト学会ワークショップ・学術大会, 

2023年 1月. 

25) 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村匡史, 薮内

晶子, 菊地裕幸, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

本邦における胚培養士を対象とした妊孕性温

存療法の実施状況調査(厚生労働科学研究補

助金(がん政策研究事業)研究班(20EA1004)), 

第 28 回日本臨床エンブリオロジスト学会ワ

ークショップ・学術大会, 2023年 1月. 

26) 鈴木直. 本邦におけるがん・生殖医療の現状

と課題―エンブリオロジストの役割は？, 第

28 回日本臨床エンブリオロジスト学会ワー

クショップ・学術大会, 2023年 1月. 

27) 小野 政徳. 共有意思決定をサポートする認

定妊孕性温存ナビゲーターとがん診療連携拠

点病院等、小児がん拠点病院等の整備指針に

ついて, 第 13回日本がん・生殖医療学会学術

集会, 2023年 2月. 

28) 吉田加奈子, 橋本知子, 小泉智恵, 鈴木直. 

がんサバイバーの妊孕性喪失又は妊娠不成立

に関わる心理社会的ケアを検討するためのシ

ステマティックレビュー, 第 13回日本がん・

生殖医療学会学術集会, 2023年 2月. 

29) 竹川悠起子, 杉本公平, 正木希世, 新屋芳里, 

小泉智恵, 牧野あずみ, 森洋文, 白石絵莉子, 

前沢忠志, 谷垣伸治, 白井千晶, 鈴木直. が

ん・生殖医療における里親制度・特別養子縁

組制度の普及に関する研究, 第 13 回日本が

ん・生殖医療学会学術集会, 2023年 2月. 

30) 古山紗也子, 洞下由記, 水野里志, 菊地裕幸, 

沖村匡史, 谷口憲, 田村功, 太田邦明, 福田

雄介, 泊博幸, 沖津摂, 鈴木直. 本邦の卵巣

組織凍結に関する実態調査(厚生労働科学研

究補助金 (がん政策研究事業 )研究班

(20EA1004)), 第 13 回日本がん・生殖医療学

会学術集会, 2023年 2月. 

31) 福田雄介, 太田邦明, 泊博幸, 菊池 裕幸, 
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沖津摂, 水野里志, 沖村匡史, 古山紗也子, 

谷口憲, 田村功, 洞下由記, 鈴木直. 男性が

ん患者の妊孕性温存療法の課題を全国調査か

ら考える(厚生労働科学研究補助金(がん政策

研究事業)研究班(20EA1004)), 第 13 回日本

がん・生殖医療学会学術集会, 2023年 2月. 

32) 菊地裕幸, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村

匡史, 古山紗也子, 谷口憲, 田村功, 太田邦

明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 妊孕性温

存療法における卵子凍結および未成熟卵子

IVM 実施状況の全国調査(厚生労働科学研究

補 助 金 ( が ん 政 策 研 究 事 業 ) 研 究 班

(20EA1004)), 第 13回日本がん・生殖医療学

会学術集会, 2023年 2月. 

33) 沖村匡史, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 菊池

裕幸, 古山紗也子, 谷口憲, 田村功, 太田邦

明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 胚培養士

を対象とした妊孕性温存療法としての胚(受

精卵)凍結保存に関する実施状況調査(厚生労

働科学研究補助金(がん政策研究事業)研究班

(20EA1004)), 第 13回日本がん・生殖医療学

会学術集会, 2023年 2月. 

34) 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村匡史, 菊地

裕幸, 古山紗也子, 谷口憲, 田村功, 太田邦

明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. がん・生

殖医療における胚培養士の役割と妊孕性温存

療法の実態調査(厚生労働科学研究補助金(が

ん政策研究事業)研究班(20EA1004)), 第 13

回日本がん・生殖医療学会学術集会, 2023年

2月. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

無し 

 2. 実用新案登録 

無し 

 3.その他 

特記すべき事項なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

若年成人未婚男性がん患者における精子凍結後の心理教育プログラム（CONFRONT試験） 

 

研究分担者 小泉智恵 獨協医科大学医学部研究員 

 

本研究は、がん治療に際して精子凍結保存をした若年がん患者の男性向けの凍結精子の医療情報

とコミュニケーションに関する心理教育動画を制作すること、がん治療に際して精子凍結保存をし

た若年がん患者の男性を対象に動画視聴してもらって動画の評価を調査することを目的とした。目

的に沿って医療情報のシナリオとスライドを制作し、飽きないような工夫を加えて動画資材を制作

した。これに対して多くの施設でなされている一般的な情報提供をまとめて通常資材を制作し、動

画資材と比較検討する。 

研究デザインはランダム化比較試験である。がんと診断され、がん治療に際して精子凍結をした

後２か月以内である、同意取得時の年齢が成人年齢である男性 100人を対象に、動画資材、通常資

材のいずれかを視聴していただく。どちらの資材を視聴するかはランダムに割付ける。視聴の前後

にアンケートがある。これらはすべて webを用いて実施される。調査参加から約 1年後の精子凍結

更新時期に担当医が医療情報を収集する。この研究計画は聖マリアンナ医科大学、獨協医科大学埼

玉医療センター、横浜市立大学附属市民総合医療センター、筑波学園病院の倫理委員会に申請し、

承認を得て実施中である。 

2022年度は 10症例が試験参加に同意し、試験に参加した。 

研究参加者が少ないことについて議論があり、実施環境の整備や試験参加期間を延長することが

検討された。この試験は今後も実施する予定である。 

 

研究代表者： 

鈴木直（聖マリアンナ医科大学産婦人科学） 

研究分担者： 

小泉智恵（獨協医科大学医学部） 

湯村寧（横浜市立大学附属市民総合医療センター

生殖医療センター） 

杉本公平（獨協医科大学医学部） 

杉下陽堂（聖マリアンナ医科大学附属難病治療研

究センター） 

西山博之（筑波大学医学医療系腎泌尿器外科） 

研究協力者： 

岡田弘（獨協医科大学医学部） 

竹島徹平（横浜市立大学附属市民総合医療センタ

ー生殖医療センター） 

山崎一恭（筑波学園病院泌尿器科） 

市岡健太郎（医療法人いちおか泌尿器科クリニッ

ク） 

 

Ａ．研究目的 

 男性の妊孕性温存、すなわち精子凍結は簡便か

つ費用が低いことから多くの医療機関で施行され

ている一方で、凍結精子利用は 10％前後であるこ

と（西山, 2008； Yumura, 2018）が報告されてい

る。また、長期凍結保存中に病院からの連絡に音

信不通だったために凍結精子が破棄される事件

（読売新聞, 2016）も見られる。そこで、精子凍

結後、その凍結精子の処遇に関して患者自身が医

療情報を収集し意思決定していくことが精子凍結
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の更新や利用の促進に必要であると考えられる。 

一般に、青年期・若年成人男性の心理特性とし

ては、同年齢の女性に比して自己開示しない傾向

があり（熊野, 2002）、病気や不成功などの落ち込

み体験で自己効力感が低下し、抑うつに至る傾向

がある（寺口, 2009）。若年がんサバイバーを対象

とした調査によると、がんであったことをパート

ナーに伝えることに対する不安が強かった（Wong, 

2017）。こうした特徴が精子凍結に向き合い、情報

収集したり相談や受診、意思決定をしたりするこ

とを遅らせているのかもしれない。凍結精子の使

用や凍結更新をするか否かについての意思決定に

は、若年男性の特徴を踏まえて、自分自身にとっ

てなぜ凍結精子が必要かという観点から医療情報

を伝えること、凍結精子の利用についてパートナ

ーとどのようにコミュニケーションしたらいいか

パートナーに話しにくい心理に配慮して支援する

ことが必要だと考えられる。また、こうした支援

は精子凍結後早期に提供することによって十分に

考え相談する時間を提供できることになり、結果

として意思決定支援につながると考えられる。 

そこで、がん治療に際して精子凍結保存をした

若年がん患者の男性を対象として凍結精子の医療

情報とコミュニケーションに関する心理教育動画

を制作し、凍結精子更新の意思決定を支援するこ

とを目指して、本研究では目標に合致した心理教

育動画を開発すること、がん治療に際して精子凍

結保存をした若年がん男性患者に視聴してもらい

動画の評価をしてもらうことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 対象：対象者は、以下の基準をすべて満たす患

者とする。 

(1) 選択基準 

① がんと診断された 

② がん治療に際して精子凍結をした後２か

月以内である 

③ 同意取得時の年齢が成人年齢である男性 

(2) 除外基準 

① 文書同意が得られない（インフォームド・

コンセントが得られない） 

② 動画視聴および評価の入力を実施するこ

とが困難であるような心身の不調が著しい、あ

るいは日本語の理解が困難である 

 目標症例数は、試験全体で動画資材群（A コー

ス）、通常資材群（Bコース）それぞれ 50人（合計

100人）と設定する。目標症例数の根拠は以下のと

おりである。一般に、心理教育による知識への効

果量は概ね中～大程度とされている。本試験のデ

ザインはプレ―ポストデザインであることから、

共分散分析が予定されている。その場合のサンプ

ルサイズは、α=0.05、β=0.8 としたとき、Cohen

によると、効果量ｆが中～大程度の場合は 90人と

G*power 3 ソフトウェアにより算出された。脱落

者 1割を見込んで加えて総計 100人とする。 

 研究デザイン：ランダム化比較試験である。 

 方法：該当基準に合致する対象者は、精子凍結

後に担当医から本研究が紹介される。研究に参加

する者（以下被験者）は文書にて同意した後、web

調査システムへのアクセス方法とログイン ID、パ

スワードを受け取る。被験者は同意から 2 か月以

内に動画視聴ができる任意の場所と時間を設け、

web調査システムにログイン IDとパスワードを用

いてアクセスする。被験者はアクセスし事前アン

ケートページに回答し送信すると、ランダム割付

されて該当する画面が開始される。Web 調査シス

テムでは動画または通常診療でよく伝えられる情

報をまとめた動画のいずれかの資材の視聴と視聴

後アンケートが割り付けられたプロトコル通りに

提示されるので、被験者は web 調査で提示された

順に進むと試験が完了できる。試験終了後、任意

で視聴していない方の資材を閲覧できる。閲覧し

た場合は閲覧したものに対する視聴後アンケート

にも回答する。患者が記入するものはこれで終了

となる。参加した後に謝品としてクオカード 2000

円相当を渡す。約 1 年後の精子凍結更新時に医師
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が医療情報を収集する（図 1）。 

 介入内容：動画資材群、通常資材群ともに厚生

労働科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業

「小児・AYA 世代がん患者のサバイバーシップ向

上を志向した妊孕性温存に関する心理支援体制の

均てん化に向けた臨床研究」において開発した、

凍結精子の使用や凍結更新をするか否かについて

の意思決定に関する介入資材を用いる。動画資材

群では若年男性の特徴を踏まえて自分自身にとっ

てなぜ凍結精子が必要かという観点から整理され

た医療情報、凍結精子の利用についてパートナー

とどのようにコミュニケーションしたらいいかパ

ートナーに話しにくい心理に配慮した心理支援に

関する動画（約 32分）であり、通常資材群は多く

の施設で精子凍結した後に情報として伝えている

凍結精子の使用や凍結更新に関する静止画（約 3

分）である。 

 調査内容：被験者調査と医療情報の収集から成

る。被験者調査では、被験者が動画視聴の事前と

事後に下記アンケートを web 上で回答する。 

(1) 事前アンケートの項目 

⚫ 属性：年齢、職業、学歴、配偶者・婚約者・

恋人の有無、 

⚫ 配偶者・婚約者・恋人にがん、精子凍結を

伝えたか 

⚫ つらさと支障の寒暖計（調整変数として用

いる） 

⚫ がん診断の時期、がんの種類、精子凍結前

のがん治療 

⚫ 精子凍結に対してサポートした人の有無 

⚫ 精子凍結に対する知識 

⚫ 精子凍結したことに対する自己効力感 

⚫ 精子凍結したことに対する決定後悔 

(2) 視聴後アンケートの項目 

⚫ 資材に対する感想 

⚫ 資材の視聴によるポジティブな感情、凍結

更新・精液検査・がん治療へのモチベーシ

ョン、他者・パートナーに対するコミュニ

ケーション 

⚫ 精子凍結に対する知識 

⚫ 精子凍結したことに対する自己効力感 

⚫ 精子凍結したことに対する決定後悔 

医療情報収集は、担当医が次年度の精子凍結

更新後に下記情報を診療録から収集する。 

⚫ がん治療が終了したか 

⚫ 凍結更新をしたか、凍結精子を破棄したか 

⚫ 精液検査をしたか 

 

（倫理面への配慮） 

この研究計画は研究主幹施設である聖マリアン

ナ医科大学生命倫理委員会で審査を受け、承認さ

れた（承認番号第 4822 号）。研究分担施設である

横浜市立大学附属市民総合医療センター、獨協医

科大学埼玉医療センター、筑波学園病院の倫理委

員会にも申請し承認された。 

 

Ｃ．研究結果 

2022年度は、獨協医科大学埼玉医療センターで

10症例が試験参加に同意し、試験に参加した。患

者にとって試験参加が円滑に進むように、外来で

精子凍結できた直後に試験を案内し、同意された

患者の状況が許す限り外来で外来の個室で wifi

を使用しタブレットとイヤホンを貸し出して実施

した。 

 

Ｄ．考察 

2021年度に同意した症例が試験参加しなかった

ことについて、今年度も改善案を議論した。その

結果、同意時点で直ちに web サイトを紹介してい

なかった点、同意から 2 か月以内の参加だとがん

治療開始による心身負担が大きいと推測された点

が考えられた。そこで、動画視聴ができる外来で

円滑に試験を実施できるよう、タブレット端末を

貸し出したり、試験実施期間を 2 か月でなく 6 か

月まで延長することが検討された。今後、研究計

画を変更してなるべく同意直後に実施できる環境
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の整備と患者が参加しやすい期間を設定し直して

実施する予定となった。 

 

Ｅ．結論 

本研究は、がん治療に際して精子凍結保存をし

た若年がん患者の男性向けの凍結精子の医療情報

とコミュニケーションに関する心理教育動画を通

常状況資材と比較して評価することを目的とした。

研究デザインはランダム化比較試験である。がん

治療に際して妊孕性温存目的で精子凍結をした 20

－49歳の男性 100人を対象として、同意取得後に

web サイト上で割付、事前アンケート、動画視聴、

事後アンケートに参加すること、同意から 1 年後

の凍結更新外来での医療情報を収集することをお

こなう。2022年度は 10症例が同意し参加した。考

察では脱落を防ぐために同意直後に試験実施でき

る環境の整備や研究期間の延長が議論された。今

後も環境整備して実施継続する予定である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

有害事象の発生はなかった。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

  Koizumi T, Sugishita Y, Suzuki-Takahashi 

Y, Nara K, Miyagawa T, Nakajima M, Sugimoto 

K, Futamura M, Furui T, Takai Y, Matsumoto H, 

Yamauchi H, Ohno S, Kataoka A, Kawai K, Fukuma 

E, Nogi H, Tsugawa K, Suzuki N. Oncofertility-

related psycho-educational therapy for young 

adult patients with breast cancer and their 

partners. Cancer. In press (ePub: 2023 Apr 

21). doi: 10.1002/cncr.34796. 

小泉智恵 意思決定支援 鈴木直編『がん・生

殖医療～生殖医療フロントライン』 中外医学社 

印刷中 

小泉 智恵．流産・死産におけるメンタルケア．

保健の科学．2022；64（4）：247-52． 

小泉 智恵．不妊治療における心理社会的な困難

とメンタルケア．心と社会．2022；53（3）：44-50． 

田中久美子，小泉智恵．不妊治療の保険適用化

が患者の心理面にどのような影響を及ぼしたか : 

生殖心理カウンセラーを対象としたアンケート調

査．日本生殖心理学会誌．2022；8（2）：42-9． 

平山史朗，小泉智恵．精子・卵子・胚の提供によ

る生殖医療における心理支援のあり方 : ESHRE

「生殖提供医療に関与する人のための情報提供に

関する適正実施の推奨」からの一考察．日本生殖

心理学会誌．2022；8（2）：50-60． 

杉本 公平，正木 希世，竹川 悠起子，新屋 芳

里，岩端 威之，小泉 智恵他．がん・生殖医療にお

ける里親制度・特別養子縁組制度．AYAがんの医療

と支援．2023；3（1）：19-27． 

 加藤 弘輔，杉本 公平，栗原 恵，小泉 智恵，新

屋 芳里，正木 希世他．獨協医科大学埼玉医療セ

ンター・リプロダクションセンター開設 5 年の診

療実績と今後の展望．埼玉産科婦人科学会雑誌．

2022；52（2）：146-51． 

 

 2.  学会発表 

 小泉 智恵．プレコンセプションケアとこれから

の女性心身医学 妊孕性温存をめぐるプレコンセ

プションケア．女性心身医学．2022；27（1）：40． 

 竹川 悠起子，杉本 公平，正木 希世，新屋 芳

里，小泉 智恵，牧野 あずみ他．がん・生殖医療に

おける里親制度・特別養子縁組制度の普及に関す

る研究．日本がん・生殖医療学会誌．2023；6（1）：

116． 

 吉田 加奈子，橋本 知子，小泉 智恵，鈴木 直．

がんサバイバーの妊孕性喪失又は妊娠不成立に関

わる心理社会的ケアを検討するためのシステマテ

ィックレビュー．日本がん・生殖医療学会誌．2023；

6（1）：137． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 
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 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

若年成人未婚女性乳がん患者を対象とした妊孕性温存に関する心理カウンセリングの効果研究 

 

研究分担者 小泉智恵 獨協医科大学医学部研究員 

 

研究目的は、若年成人未婚女性を対象とした、メンタルヘルスの改善と妊孕性温存の意思決定に

関する心理カウンセリングを開発し、それによる介入を行い、精神的健康、精神的回復力、意思決

定葛藤に対して改善効果があるか否かをランダム化比較試験で検討することである。この試験は、

心理エンパワメントカウンセリングチームによる立ち直りと意思決定（Recovery and Shared-

decision-making by Psychological Empowerment Counseling Team）臨床試験名 RESPECTと命名し

た。 

本研究の前研究として、若年乳がん女性とその夫を対象とした妊孕性温存に関する心理教育プロ

グラム（O!PEACE）を開発し、多施設合同ランダム化比較試験によってその効果を明らかにする臨

床試験を厚生労働科学研究費補助金（H26-がん-017）によって実施したが、その成果をまとめた論

文が採択された（Koizumi et al, in press）。そのため、本研究の成果も期待されている。 

2022年度の結果としては、11施設で実施し、症例獲得数は 33症例であった。無作為割付をおこ

ない、介入群 17症例、統制群 16症例であった。試験全体としては、157症例（うち、介入群 79症

例、統制群 78 症例）を獲得した。有害事象の発生はなかった。安全に介入を実施することができ

た。今後も試験を継続する予定である。 

 

研究代表者： 

鈴木 直（聖マリアンナ医科大学） 

研究分担者： 

小泉智恵（獨協医科大学） 

津川浩一郎（聖マリアンナ医科大学） 

山内英子（聖路加国際大学） 

杉本公平（獨協医科大学） 

川井清考（亀田総合病院） 

福間英祐（亀田総合病院） 

古井辰郎（岐阜大学大学院） 

二村学（岐阜大学大学院） 

高井泰（埼玉医科大学総合医療センター） 

松本広志（埼玉県立がんセンター） 

大野真司（がん研究会有明病院） 

木村文則（滋賀医科大学・奈良県立医科大学） 

杉下陽堂（聖マリアンナ医科大学） 

池田智明（三重大学大学院） 

前沢忠志（三重大学） 

 研究協力者： 

片岡明美（がん研究会有明病院） 

阿部朋未（がん研究会有明病院） 

固武利奈（聖路加国際病院） 

山谷佳子（聖マリアンナ医科大学） 

奈良和子（亀田総合病院） 

宮川智子（亀田総合病院） 

伊藤由夏（岐阜大学医学部附属病院） 

塚野佳世子（横浜労災病院） 

福栄みか（横浜みなと赤十字病院） 

小林清香（埼玉医科大学総合医療センター） 

上野桂子（別府大学） 

星山千晶（カウンセリングルームふらっと） 

小川朋子（三重大学） 
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Ａ．研究目的 

若年成人未婚女性を対象とした、メンタルヘル

スの改善と妊孕性温存の意思決定に関する心理カ

ウンセリング（RESPECT心理カウンセリング）を開

発し、それによる介入を行い、精神的健康、精神的

回復力、意思決定葛藤に対して改善効果があるか

否かを検討する。 

本研究の前研究として、若年乳がん女性とその

夫を対象とした妊孕性温存に関する心理教育プロ

グラム（O!PEACE）を開発し、多施設合同ランダム

化比較試験によってその効果を明らかにする臨床

試験を厚生労働科学研究費補助金（H26-がん-017）

によって実施したが、その成果をまとめた論文が

採択された（Koizumi et al, in press）。ITT解

析の結果、プライマリエンドポイントである精神

症状への効果は、妻の PTSD 症状（IES-R-J 得点）

に認められた。妻の IES-R-J 得点は、介入によっ

て有意に症状が低下した (p<.05)。特に、プレテ

ストの IES-R-J得点が高い群（18.27以上）におい

て、O!PEACEを受けると PTSD 症状が有意に低下し

た。O!PEACE を受けた女性の約 6 割が 5 ポイント

以上低下した。セカンダリエンドポイントについ

ては、妻の妊孕性温存に対する知識は、介入によ

って有意に向上した (p<.05)。妻の乳がんに対す

る夫側の対処行動の１つである問題回避行動は、

介入によって有意に減少した (p<.05)。夫婦関係

では、妻に対する夫の回避的なコミュニケーショ

ンは、介入によって有意に減少した (p<.05)。介

入によって妻が夫からのサポートを多く受け取っ

た(p<.05)。結論としては、がん診断からがん治療

開始までの外来で、心理士が 2 回妊孕性温存情報

提供を含めた心理カウンセリングをおこなうと、

精神的健康、夫婦関係の良好につながったことか

ら、がん患者である妻の不安感や PTSD症状が軽減

され、夫婦間の支援的なコミュニケーションが促

進され、妊孕性について夫婦で考えることができ、

がん治療にも夫婦で協力しながら前向きに取り組

める可能性が見出された。 

こうした結果から、本研究もまた同様に精神的

健康、精神的回復力、意思決定葛藤に対して改善

効果が期待されている。 

 

Ｂ．研究方法 

対象：本試験の対象者は、以下の基準をすべて

満たす患者とする。 

（１）選択基準 

① 参加時点で遠隔転移を認めない、初発・

初期の乳がんである 

② 20歳以上 39歳以下の女性である 

③ これまで配偶者がいない 

④ 試験実施施設または実施協力施設の乳腺

科外来、産婦人科（生殖科）外来のうち少なくとも

1か所を受診している 

⑤ 同意取得日を 0 日目と数えて、がん治療

開始まで 4日以上ある 

（２）除外基準 

 以下のいずれかに抵触する患者は本試験に組み

入れないこととする 

① 文書同意が得られない（インフォームド・

コンセントが得られない） 

② 自記式調査（アンケート）を実施するこ

とが困難である（身体的不調が著しい、統合失調

症などの重症精神障害、中程度以上の書字・読字

障害や精神発達遅滞がある） 

③ 同意取得日を 0 日目と数えて、3 日以内

にがん治療が開始する予定である 

研究方法：研究デザインはランダム化比較試験

で、被験者は介入群か統制群に無作為に割り当て

られる。介入群はがん治療開始前に 2 回シリーズ

の妊孕性温存に特化した心理カウンセリングに参

加するが、統制群はなんら介入を受けない。ただ

し、統制群で心理カウンセリングを希望する場合

はウェイティングリストコントロールとし、2 回

目アンケート記入後に介入群と同じ心理カウンセ

リングを受けることができる（以下、統制群を待

機群と呼ぶ）。 
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全ての被験者は、2 回または 3 回の自記式アン

ケートに回答、提出する。1 回目アンケートは同意

取得時で割り付け前（心理カウンセリングによる

介入前）に実施する。2回目アンケートは 1回目ア

ンケート回答日を 0日目と数えて 4日目以降 30日

以内かつがん治療開始前までに実施する。なお、

介入群は 2 回目の心理カウンセリング直後に実施

する。もし、待機群で心理カウンセリングを希望

する場合は、同意取得日から 60日以内にお申し出

いただく。任意参加である。心理カウンセリング

の実施日は、2 回目アンケート記入後かつがん治

療開始後となる。もし待機群で心理カウンセリン

グを受けた場合は 3 回目アンケートを実施する。

（図１プロトコール図） 

介入内容：厚生労働科学研究費補助金がん対策

推進総合研究事業「小児・AYA 世代がん患者のサバ

イバーシップ向上を志向した妊孕性温存に関する

心理支援体制の均てん化に向けた臨床研究」にお

いて開発した RESPECT カウンセリングを介入資材

として用いた。RESPECTカウンセリングとは、妊孕

性温存の意思決定における心理専門家による心理

カウンセリングの 6要素（Lawson, 2015）、意思決

定支援の方略（中山, 2014）を考慮し、ブリーフ

サイコセラピー、ソリューションフォーカスドア

プローチを土台に 2 回完結の対面式のカウンセリ

ングであり、詳細マニュアルも提出されている。

RESPECT 心理カウンセリングを実施できる心理士

のトレーニングをおこなった。心理士が心理士役、

患者役となってロールプレイを 10回実施し、11回

目のロールプレイを録画した。録画をベテラン心

理士 2名が評定した結果、高い信頼性を得た。 

調査項目：自記式アンケートによって、精神的

健康、精神的回復力、妊孕性温存の意思決定葛藤

を測定する。精神的健康は、PTSD症状（IES-R-J）、

不安と抑うつ症状（HADS）、つらさと支障の寒暖計

（DT）の 3 側面からそれぞれ測定する。精神的回

復力は、Mini Mental Adjustment to Cancer Scale

（Mini-MAC； Watson, Greer, Koizumi, Suzuki, 

and Akechi, 2018）、QOL尺度（EQ-5D-5L）を用い

る。妊孕性温存の意思決定葛藤は、Decisional 

Conflict Scale 日 本 語 版 、 Decisional 

Regression Scale日本語版、共有意思決定尺度（小

泉）を用いた。そのほか、がんと生殖・妊娠につい

ての知識、既往歴・現在症、属性についての項目を

設けた。 

本試験は、心理エンパワメントカウンセリング

チームによる立ち直りと意思決定（Recovery and 

Shared-decision-making by Psychological 

Empowerment Counseling Team ） 臨 床 試 験 名

RESPECTと命名した。 

（倫理面への配慮） 

聖マリアンナ医科大学生命倫理委員会の承認

（第 3200 号）を得て、UMIN-CTR に試験登録し

（UMIN000034218）、多施設合同 RCTを開始した。 

 

Ｃ．研究結果 

RESPECT 試験は 2018 年 10 月から聖マリアンナ

医科大学病院で開始し、聖マリアンナ医科大学附

属ブレストアンドイメージングセンター、岐阜大

学附属病院、聖路加国際病院、亀田総合病院、埼玉

医科大学総合医療センター、埼玉県立がんセンタ

ー、獨協医科大学埼玉医療センター、がん研有明

病院、滋賀医科大学医学部附属病院、三重大学医

学部附属病院の合計 11 施設においても倫理委員

会の承認を経て試験に着手している。横浜みなと

病院、横浜労災病院で乳がん治療を受けている患

者が参加した場合の支援機関として試験実施登録

しているが 2022 年度は該当症例が発生しなかっ

た。 

2022 年度の症例獲得数は 33 症例であった（表

１）。無作為割付をおこない、介入群 17 症例、統

制群 16症例であった。試験全体としては、157症

例（うち、介入群 79 症例、統制群 78 症例）を獲

得した。有害事象の発生はなかった。安全に介入

を実施することができた。 

2020年 3月新型コロナウイルス感染拡大して以
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降、患者数の減少、試験実施の緩慢化、院外所属の

介入担当心理士の入構制限等が生じており、症例

の不足や試験実施の困難が発生している。そのた

め、目標症例数獲得のための研究期間の延長が必

要となり、聖マリアンナ医科大学生命倫理委員会

に変更届を提出した。症例登録期間 2025年 3月 31

日まで、研究実施期間 2028 年 3 月 31 日まで、と

変更された。 

 

Ｄ．考察 

新型コロナウイルス感染拡大下での試験実施で

あったが、2022 年度に 33 症例を獲得することが

できた。有害事象の発生はなく安全に実施できた。 

今後も RESPECT 試験を継続し、症例登録と試験

遂行を加速していく予定である。 

 

Ｅ．結論 

若年成人未婚女性を対象とした、メンタルヘル

スの改善と妊孕性温存の意思決定に関する心理カ

ウンセリングを開発し、それによる介入を行い、

精神的健康、精神的回復力、意思決定葛藤に対し

て改善効果があるか否かを検討することを目的と

した RESPECT 試験を実施した。2022 年度は 11 施

設で試験に取り組み、33症例を獲得した。有害事

象は発生することがなかった。安全に介入を実施

することができた。今後も試験を継続する予定で

ある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  RESPECT 試験における有害事象は発生しなかっ

た。安全に介入を実施することができた。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 Koizumi T, Sugishita Y, Suzuki-Takahashi Y, 

Nara K, Miyagawa T, Nakajima M, Sugimoto K, 

Futamura M, Furui T, Takai Y, Matsumoto H, 

Yamauchi H, Ohno S, Kataoka A, Kawai K, Fukuma 

E, Nogi H, Tsugawa K, Suzuki N. Oncofertility-

related psycho-educational therapy for young 

adult patients with breast cancer and their 

partners. Cancer. In press (ePub: 2023 Apr 

21). doi: 10.1002/cncr.34796. 

小泉智恵 意思決定支援 鈴木直編『がん・生

殖医療～生殖医療フロントライン』 中外医学社 

印刷中 

小泉 智恵．流産・死産におけるメンタルケア．

保健の科学．2022；64（4）：247-52． 

小泉 智恵．不妊治療における心理社会的な困難

とメンタルケア．心と社会．2022；53（3）：44-50． 

田中久美子，小泉智恵．不妊治療の保険適用化

が患者の心理面にどのような影響を及ぼしたか : 

生殖心理カウンセラーを対象としたアンケート調

査．日本生殖心理学会誌．2022；8（2）：42-9． 

 平山史朗，小泉智恵．精子・卵子・胚の提供によ

る生殖医療における心理支援のあり方 : ESHRE

「生殖提供医療に関与する人のための情報提供に

関する適正実施の推奨」からの一考察．日本生殖

心理学会誌．2022；8（2）：50-60． 

 杉本 公平，正木 希世，竹川 悠起子，新屋 芳

里，岩端 威之，小泉 智恵他．がん・生殖医療にお

ける里親制度・特別養子縁組制度．AYAがんの医療

と支援．2023；3（1）：19-27． 

 

 2.  学会発表 

 小泉 智恵．プレコンセプションケアとこれから

の女性心身医学 妊孕性温存をめぐるプレコンセ

プションケア．女性心身医学．2022；27（1）：40． 

 竹川 悠起子，杉本 公平，正木 希世，新屋 芳

里，小泉 智恵，牧野 あずみ他．がん・生殖医療に

おける里親制度・特別養子縁組制度の普及に関す

る研究．日本がん・生殖医療学会誌．2023；6（1）：

116． 

吉田 加奈子，橋本 知子，小泉 智恵，鈴木 直．が

んサバイバーの妊孕性喪失又は妊娠不成立に関わ

る心理社会的ケアを検討するためのシステマティ
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ックレビュー．日本がん・生殖医療学会誌．2023；

6（1）：137． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3. その他 

 なし 

 

 

施設名 A（介入群） B（統制群） 総計

がん研究会有明病院 9 8 17

聖マリアンナ医科大学大学病院 3 0 3

滋賀医科大学医学部附属病院 2 1 3

埼玉県立がんセンター 0 2 2

埼玉医科大学総合医療センター 0 2 2

獨協医科大学埼玉医療センター 1 1 2

三重大学医学部附属病院 1 1 2

聖マリアンナ医科大学ブレストアンドイメージングセンター 1 1 2

総計 17 16 33

表１　RESPECT試験　2022年度症例獲得数
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

がん・生殖医療専門心理士の資質向上を志向した研究 

「がん・生殖医療専門心理士の質的向上を志向した研修体制の構築」 

 

研究分担者 奈良和子 亀田総合病院 臨床心理室副室長 

がん・生殖医療専門心理士は、がん治療や生殖機能温存に関しての情報提供や意思決定支援、心

理・社会的支援を患者や家族に提供する専門家である。2016 年から養成を開始し、2023 年 4 月１

日現在 73名のがん・生殖医療専門心理士が認定されている。 

2021年 4月から「小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業」として、がん患

者等の妊孕性温存に対して国からの経済的支援が開始された。妊孕性温存療法実施医療機関の施設

認定要件では、患者への情報提供、相談支援、精神心理的支援を行うことが条件となり、その担い

手として、がん・生殖医療専門心理士の文言が加わっている。 

令和 2（2020）年度にがん・生殖医療専門心理士 43名に対し実態調査を行ったところ、所属する

機関での役割・チーム医療体制の違いにより、それぞれの臨床の場で出来る支援、出来ない支援の

差や、がん・生殖医療の臨床経験の差も大きいことが分かった。そのような状況の中でも、がん・

生殖医療専門心理士は、患者の状態やニーズに応じて情報提供、相談支援、精神心理的支援が提供

できるように、一定の医療知識と心理援助技術を持ち専門性の質を担保する必要がある。 

本研究は、がん・生殖医療専門心理士が活動するそれぞれの地域において、がん患者、家族への

情報提供、相談支援、精神心理的支援の質の均てん化を図るために、一定水準の専門性の質を担保

できるような研修体制を構築することを目的とする。 

がん患者の心理支援（3名）、妊孕性温存療法の心理支援（3名）、不妊患者の心理支援（2名）に

詳しい心理士（計 8 名）を研究協力者として、WEB による討議、試演を経て、令和 3（2021）年度

に（1）がん・生殖医療の知識の向上を目的とした、小テスト（添付資料 1）、小テスト解説（添付

資料 2乳がん、3がん・生殖、4心理、5小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事

業）、（2）がん・生殖医療の心理援助技術の向上を目的としたチェックリスト（添付資料 6）、ロー

ルプレイ資材、ロールプレイ解説（添付資料 7）の開発を行った。 

令和 4（2022）年度には、これらを使用した研修プログラムが、がん・生殖医療専門心理士の資

質向上に効果的かを検証する。また、（3）研究参加者と「がん・生殖医療専門心理士による妊孕性

温存に関する意思決定支援の質指標（Quality Indicator：以下 QI）の策定」を試み、がん・生殖

医療専門心理士の資質向上のための研修体制を提言する。 

がん・生殖医療専門心理士の資質向上を志向した研修プログラムの効果は、自己学習という個人

差があるが、小テスト・説明資材・ロールプレイチェックリスト・ロールプレイ解説資料を用いて、

介入ポイントを意識し援助技術を習得できることが分かった。これらを繰り返し学習に利用し、妊

孕性温存に関する意思決定支援のロールプレイや臨床においてチェックリストを使用して自己評

価することによって、自身の改善点などが見いだせるため、援助技術が向上する可能性が示された。 

また、「がん・生殖医療専門心理士による妊孕性温存に関する意思決定支援の QI」を 12 指標策
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定することができ（添付資料 10）、専門心理士が目指すべき良質な援助の指標が明確になった。臨

床や研修においてセルフチェックする指標ともなり、自己研鑽に役立てられる。継続して利用し、

達成率等を評価していくことで質の均てん化にもつながると考えられる。 

令和 2（2020）年度に行ったがん・生殖医療専門心理士の実態調査によると、がん・生殖医療の

臨床に携れない者がおり、臨床経験を積むことで援助技術を向上させることが難しい場合があるこ

とが判明した。臨床の場がなく、経験を積むことができない者については、今後資格更新手続きの

際などに、本研究の研修プログラムを実施することを提案する。研修プログラムで自己学習し、ロ

ールプレイを行い録画して、動画でセルフチェックを行い自己研鑽に努めることを資格更新条件に

することで、臨床経験を積むことができないがん・生殖医療専門心理士も一定の質を維持していく

ことが可能となると考えられる。 

 

研究代表者 

鈴木直（聖マリアンナ医科大学 産婦科学教授） 

研究分担者 

小泉智恵（獨協医科大学医学部講師） 

研究協力者 

 宮川智子（亀田総合病院 臨床心理室） 

谷村弥生（岡山大学病院 臨床遺伝子診療科／新医療研究開発センター） 

平山史朗（東京リプロダクティブカウンセリングセンター） 

小林真理子（聖心女子大学現代教育学部心理学科教授） 

塚野佳世子（横浜労災病院 心療内科）  

渡邉裕美 （こころの総合診療室 Canal 勾当台） 

橋本知子（IVFなんばクリニック） 

 

Ａ．研究目的 

 がん・生殖医療の啓発を志向して 2012年に設立

された日本がん・生殖医療研究会（現日本がん・生

殖医療学会：JSFP）は、関連学会と協力し、小児・

AYA 世代のがん医療の充実に向けて、がん・生殖医

療ネットワークの構築や医療従事者を対象とした

教育体制の構築（認定がん・生殖医療ナビゲータ

ー等）を主導している。その内の 1 つとして、日

本生殖心理学会と共同で「がん・生殖医療専門心

理士」の養成を行っている。 

がん・生殖医療専門心理士は、がん治療や生殖

機能温存に関しての情報提供や意思決定支援、心

理・社会的支援を患者や家族に提供する専門家で

ある。生殖機能温存できない患者に対しては生殖

機能の喪失に伴う心理ケアを行うなど、生殖機能

温存をする、しないに関わらず、患者・家族の個々

の状況に応じたニーズ、ライフステージに応じた

心理・社会的支援を担うことを役割としている。 

がん・生殖医療は、がん治療だけでなく生殖医

療についての知識も必要になるため、双方の医療

知識と、がん患者や家族への心理援助技術が求め

られる。がん・生殖医療専門心理士養成講座では、

がん治療の講義と生殖医療、がん・生殖医療の講

義、心理援助技術の演習を含め 62 時間 15 分のカ

リキュラム（2022年度現在）を受講し、筆記と面

接（口述）試験を行い、厳しい基準を設けて資格認

定を行っている。 

2016年から養成を開始し、2023年 4月１日現在
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73 名のがん・生殖医療専門心理士が認定されてい

る。このがん・生殖医療専門心理士は生涯資格で

はなく、5年ごとの資格更新制度となっており、関

連学会や継続研修会の参加等をポイント制にし、

50 ポイント以上の取得を更新条件としている。 

令和 2（2020）年度に本研究の事前調査として、

がん・生殖医療専門心理士 43名に対し実態調査を

行った（亀田総合病院臨床研究審査委員会：承認

番号 20-096）。 

AYA 世代のがん患者に適切なタイミングでの情

報提供、意思決定支援、ライフステージに応じた

心理支援を行うためには、がん・生殖医療専門心

理士の知識や援助技術の維持・向上が欠かせない

が、がん・生殖医療対応上の困難感で 1 番多いの

は「がん治療、副作用などの医療知識の不足」、2

番目は「がん・生殖医療の最新情報を知る困難さ」、

3 番目は「がん治療方法による生殖機能低下や薬

剤による性腺毒性、妊孕性温存についての医療知

識の不足」、「がん療養生活の工夫や社会資源につ

いての知識不足」であった。がん・生殖医療専門心

理士自身でも「がん治療・副作用などの医療知識

の習得」、「がん・生殖医療に関する書籍からの知

識習得」と「関連学会に参加し知見を深める」等、

自己研鑽を行っているが、「連携施設や地域ネット

ワークの情報収集」、「がん・生殖医療に関する調

査・研究活動」、「新たな制度・指針の情報収集」等

への取り組みは不十分であった。 

がん・生殖医療専門心理士の所属施設・相談体

制・求められる役割の違い等は様々であるが、が

ん・生殖医療専門心理士の専門性の質を担保する

ためには、患者の状態やニーズに応じて提供でき

る一定の医療知識と心理援助技術を持つ必要があ

る。  

本研究は、一定水準の専門性の質を担保できる

ような研修プログラムを開発、その効果を検証し、

がん・生殖医療専門心理士資格認定後の研修体制

を構築することを目的とする。 

 

Ｂ．研究内容 

 がん・生殖医療専門心理士による支援は、がん

患者のライフステージに応じた長期的な支援も求

められるが、本研究では、がんと診断された患者

に対し妊孕性温存に関する意思決定を支援する段

階の研修体制を構築することにした。  

がん・生殖医療専門心理士の資質向上を志向し

た研修体制を構築するために、がん患者の心理支

援（3名）、妊孕性温存療法の心理支援（3名）、不

妊患者の心理支援（2名）に詳しい心理士（計 8名）

を研究協力者とした。 

がん患者は、がん告知からがん治療開始までの

短い期間に妊孕性温存に関する意思決定が求めら

れ、精神的負担が大きいと言われている。妊孕温

存の知識が浅い担当者、心理専門職でない担当者、

時間が不十分で質問する機会がないというネガテ

ィブなカウンセリング体験によって、妊孕性温存

の自己決定に後悔が多くなるという報告

（Bastings L et al,；Human reproduction2014）

があることから、（1）正しい医療情報の提供と、

（2）がん患者に対する心理援助技術の向上の両方

が必要である。 

（1）正しい医療情報の提供 

正しい医療情報の提供については、がん・生殖

医療に関する知識の向上を目的とした小テストを

20 問作成（添付資料 1）して、がん・生殖医療専

門心理士の知識の習得状況について確認し、小テ

ストの解説（添付資料 2.3.4.5）で自習することに

より知識の定着を図る。 

妊孕性温存の情報提供の質の均一化のために、

説明資材を開発した。これは平成 26～28年度厚生

労働科学研究がん対策推進総合研究（研究代表者 

鈴木直）の「若年乳癌女性患者とその配偶者を対

象とした妊孕性温存に関する心理教育とカップル

充実セラピー」の資材を基に改訂と開発を加えた。

これを本研究ではロールプレイ資材と称す。これ

を使用することにより、がん・生殖医療専門心理

士の経験の長短に関係なく、一定の情報提供が漏
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れなく行われることが期待できる。 

（2）心理援助技術の向上 

がん患者に対する心理援助技術の向上を目的と

して妊孕性温存の意思決定支援に必要な援助項目、

ポイントを押さえた働きかけを段階的に表したチ

ェックリストを作成した（添付資料 6）。チェック

リストは、がんの病状、がん治療計画、妊孕性温存

のメリット・デメリット、費用、患者、家族の希望

など総合的な視点から患者自身が妊孕性温存につ

いて捉えなおし、意思決定するために必要な 21 項

目を挙げている。21 のチェック項目に触れること

によって患者はより自覚的になり、意思決定が可

能になると考えられる。 

 チェックリストとロールプレイ資材を、どのよ

うに使用すると患者の意思決定に役立てられるか

を解説する動画を作成した（添付資料 7）。これは

研究協力者にチェックリストとロールプレイ資材

を使用してロールプレイで試演してもらい、ポイ

ントとなる部分を動画編集したものである。これ

らを研究参加者は視聴して 3 週間自己学習する。

これらの自己学習により臨床経験が乏しいがん・

生殖医療専門心理士でも、心理援助技術について

学ぶことができ、援助の質の均一化につながるの

ではないかと考える。 

令和 3（2021）年度に開発したこれらの研修プロ

グラムが、がん・生殖医療専門心理士の資質の向

上に効果的であるかを検証する。 

（3）がん・生殖医療専門心理士の質指標の策定 

がん・生殖医療専門心理士による妊孕性温存に

関する意思決定支援の質を均てん化するために、

がん・生殖医療専門心理士の QI を策定する。 

これら（1）（2）（3）を行い、がん・生殖医療専

門心理士の質を担保できる研修体制を構築するこ

とを目指す。 

 

Ｃ．研究方法 

（1）正しい医療情報の提供 

知識の向上については、がん・生殖医療の最新

情報について 20 問の小テスト（添付資料 1）と解

説資料・動画を作成した（添付資料 2.3.4.5）。自

習前と後に WEB 上で Google フォームを使用して

小テストの回答を求めた。1問 1点とし、自習前と

後の点数を比較する。 

（2）心理援助技術の向上 

がん・生殖医療専門心理士が妊孕性温存の意思

決定支援を行う際の標準的対応を言語化した 21

項目のチェックリスト（添付資料 6）とロールプレ

イ資材を作成した。それをどのように使用すると

よいか標準的な介入・援助について解説・動画（添

付資料 7）を観て、３週間の自己学習を求めた。 

その後、研究対象者が実際に対面または、WEB上

で同一設定の患者役とロールプレイを行う。対面

でのロールプレイは、参加者の居住地または勤務

地周辺の主要都市へ、研究分担者である奈良（ロ

ールプレイの観察者）と研究協力者である宮川（ロ

ールプレイの患者役）が出向き、貸会議室等で行

う。コロナ感染拡大による緊急事態宣言が発令さ

れた場合や感染防止策として、ロールプレイは対

面だけでなく WEBでの施行を可とした。 

ロールプレイ実施後、研究参加者、患者役、観察

者がチェックリストの 21項目について、評価フォ

ームに則って入力する。評価フォームは 0.1.2 点

の 3 段階で、実施されたロールプレイ内容を客観

的に評価する。客観的評価の判断基準は、チェッ

ク項目に触れなかった、話題に出なかった、間違

った情報を提供した場合を 0 点、チェック項目や

対応ポイントとして示したことが一部不足してい

た場合を 1 点、チェック項目や対応ポイントを満

たしていた場合は 2点とした。 

また、この研修プログラムを実施した参加者に、

自身の習得度を 5 段階で主観的に評価をしてもら

う。習得度の判断基準は、研究参加前を 0 点とし

て、研修プログラムを自習した後の自らの習得度

を 0.1.2.3.4の 5段階で評価してもらう。 

評価フォームに入力された客観的評価と参加者

自身の習得度の得点を分析し、これらの研修プロ
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グラムが、専門性の維持・向上に有効であるかを

検討する。 

（3）がん・生殖医療専門心理士の質指標の策定 

妊孕性温存に関する意思決定支援の QI の策定

は、「診療の質指標（Quality Indicator）作成の

基本的考え方と方法」（東尚弘；2009）を参考にし

た。 

最初に、研究分担者が研修プログラムで作成し

たロールプレイのチェックリスト 21 項目の中か

ら、それらを行うと質が高いと言える目標達成的

観点から QI 候補案を 12 指標を選定した。研究分

担者が QI 候補案をあげ、QI 候補評価シートにま

とめる。 

研究参加者がロールプレイ実施後に QI につい

ての説明資料（添付資料 8）を読み、QI について

理解した上で Google フォームを使用して QI 候補

案の適切性を 1～9の 9段階で評価する。その評価

を基に、研究協力者による QI検討会議を行い、内

容の修正を加える。検討会議の結果をまとめ、研

究協力者が QI 候補評価シートで２回目の評価を

行う。最終集計を出し、採用基準に則り QI を決定

する。採用基準は、中央値 7以上のもの、かつ 1～

3 を付けた研究協力者が 2 名以下のものとなって

いる。研究協力者の合意を得て QIを策定する。 

 本研究は、亀田総合病院臨床研究審査委員会で

承認された（承認番号 20-096）。 

研究対象者は、2022年度 4月に認定されている

がん・生殖医療専門心理士 63名の内、本研究協力

者を除く 55名に研究参加案内を送付した。 

 

図 1 研究参加の流れ 

 

Ｄ.研究結果と考察 

 がん・生殖医療専門心理士認定者 55 名に対し、

研究参加同意を得たのは 27名、研究参加率は 49％

であった。 

 参加者の保有資格は、がん・生殖医療専門心理

士の他に、公認心理師、臨床心理士、生殖心理カウ

ンセラー、社会福祉士、精神保健福祉士など複数

の資格を取得していた（表１）。 

 

表 1 参加者の保有資格 N＝27 

保有資格（複数回答可） 人数(%) 

がん・生殖医療専門心理士 27(100%) 

公認心理師 26(96.2%) 

臨床心理士 23(85.1%) 

生殖心理カウンセラー 9(33.3%) 

社会福祉士 4(14.8%) 

精神保健福祉士 2(7.4%) 

看護師 1(3.7%) 

介護福祉士 1(3.7%) 

中学・高校保健体育教員免許 1(3.7%) 

養護学校教員免許 1(3.7%) 
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参加者の最終学歴は、修士 22 名（82％）、博士

3 名（11％）、大学 2名（7％）であった。 

 がん・生殖医療専門心理士資格認定後の年数は、

0 年が 11名（41％）、1年が 4名（15％）、2年が 3

名（11％）、3 年が 2名（7％）、4 年が 4名（15％）、

5 年が 2名（7％）であった（図 2）。 

 
 図 2 がん・生殖医療専門心理士認定後の年数 

          N＝27 

 

 参加者の主な所属機関は、表 2 の通りである。

医療以外の施設に所属している者が 2名（7％）で

あった。 

 表 2 主な所属機関 N＝２７ 

主な所属機関 人数(%) 

生殖医療がない大学・総合病院 8(30%) 

生殖医療がある大学・総合病院 7(26%) 

その他医療施設 4(15%) 

産婦人科・生殖医療のみ医療施設 4(15%) 

がん相談支援センター 2(7%) 

医療以外の施設 2(7%) 

 

自治体の妊孕性温存療法指定医療機関に所属し

ている者は９名（33％）であった。 

 参加者の各相談対応の経験の有無について、表

3 にまとめた。がん医療の相談対応がある者が 18

名（67％）と一番多く、がん・生殖医療の相談対応

がある者は 15名（56％）であった。 

生殖医療の相談対応がない者は、17 名（63％）

と多く、がん・生殖医療の相談対応がない者は 12

名（44％）であった。 

オンラインを利用した相談対応の経験がある者

は 6名（22％）であった。 

 

 表 3 各相談対応の有無 N＝27 

生殖医療 人数(%) 

なし 17(63%) 

あり 10(37%) 

がん医療   

なし 9(33％) 

あり 18(67％) 

がん・生殖医療   

なし 12(44％) 

あり 15(56％) 

 

（1）正しい医療情報の提供 

知識の向上を目的とした小テストでは、1 回目

の平均得点が 20 点中 12.0 点（中央値 12点）であ

った。小テスト解説資料の自習後 2 回目の小テス

トでは、平均得点が 18.7 点（中央値 20 点）であ

った。 

１回目の小テストの平均得点より 6.7 点上昇し

た。研究参加者全員の得点が上昇しており、解説

資料による自習効果がみられた。 

問題別正答者数の比較を図 3 に示した。1 回目

の小テストで半数の参加者が誤答した問題は、医

療の問題が多かった（表 4）。がん・生殖医療専門

心理士養成講座では医療の講義を行っているが、

心理職は身体医療に関する教育歴に個人差があり、

医療の知識についてのアップデートが不足してい

ることが窺える。 
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図 3 問題別正答者数比較 N＝27 

 

 表 4 正答者が半数以下であった問題 N＝27 

小テスト問題 正答人数 

9.乳がんのサブタイプ別にみた年齢ごとの

再発率について、間違っているものを１つ

選べ。 

12 

（44.4％） 

14.がん患者の心理支援に関する記述とし

て最も適切なものを１つ選べ。 

7 

（25.9％） 
 

15.卵巣予備能の指標である抗ミュラー管

ホルモン（ＡＭＨ）について正しいものを

１つ選べ。 

10 

（37.0％） 

17.乳がん患者が担がん状態で調節卵巣刺

激を行って採卵することについて、間違っ

ているものを１つ選べ。 

6 

（22.2％） 

18.化学療法施行時に GnRH アゴニストを使

用することについて、間違っているものを

１つ選べ。 

9 

（33.3％） 

19.がん患者に対し卵巣刺激を行う場合に

ついて、間違っているものを１つ選べ。 

13 

（48.1％） 

20.卵巣過剰刺激症候群（OHSS）につい

て、間違っているものを１つ選べ。 

11 

（40.7％） 

 

（2）心理援助技術の向上 

ロールプレイで心理援助技術を一概に評価する

ことは難しいため、事前にチェックリストを作成

し 21 項目について対応ポイントを明記した。解

説・動画を視聴する自己学習期間を、3週間と設定

した。 

同一の患者役設定で研究協力者の宮川が患者役

となり、研究参加者とロールプレイを行った。研

究参加者、患者役、観察者（研究分担者奈良）が同

一の評価フォームで評価を行った。臨床で意思決

定支援をするために必要な技術を客観的評価の２

点とした。患者役、観察者２名の客観的評価は全

ての参加者、項目において一致していた。 

参加者のがん医療、生殖医療、がん・生殖医療で

の臨床経験年数や、資格認定後の年数など対象の

背景因子によって対象を 2 群にわけ、客観的評価

の平均値の有意差検定を行ったが、いずれの項目

でも有意差は認められなかった。 

 その後、それらの背景因子と客観的評価の平

均値について記述的に分析した。 

 

1）この研修プログラムを実施した参加者に習得

度を 5 段階で主観的に評価をしてもらった結果、

0＝変化なしと回答した者はいなかった。参加者の

経験年数等に関わらず、研修プログラムによって

習得できたと認識されていることがわかった。 

 

2）ロールプレイの患者役、観察者の客観的評価

得点の内訳を表 5に示す。 
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表 5 チェックリスト項目と客観的評価内訳 

 N＝27 

 

 

3）客観的評価 2点を臨床で必要な技術としてお

り、その到達率が 30％以下であったものを概観し

て考察する。 

［5.社会・生殖面のアセスメント］の到達率は

29.6％であった。がん罹患前に子供を産み育てる

ことをパートナーや家族とどのように話をしてい

たのかを聞けていない者が多く、患者ががんに罹

患する前の価値観の確認ができていなかった。 

［7.妊孕性低下の理解度の確認］は 29.6％であ

った。主治医からどのように説明を受け、本人が

どのように理解しているのかを確認するという基

本的な項目であるが、情報提供に集中するあまり、

確認が抜けてしまったという例も見られた。経験

年数が 0 年の初学者からは「学んだ情報を提供し

なければという思いから、気持ちが先走り抜けて

しまった」という感想もみられた。 

［20.意思決定支援］は 25.9％であった。初学者

やがん・生殖医療の相談体制が整っていない施設

に勤務している心理士の場合、経験の乏しさから

「どこまでの意思決定を今回求められているのか

が不明なまま開始しており、終着点がわからない

状況だった」、「今回の１回だけで、意思決定する

べきなのか、次回に持ち越して良いのかわからな

かった」、「どういう終わり方をするのが良いのか

がわからなかった」、「今後どのようにつなげるか

が想像できず困った」という感想がみられた。 

これらの項目は、援助する上で重要な項目であ

るにも関わらず、なぜ到達率が低かったのか。今

回の研修で重視しているのが、正しい医療情報の

提供であり、資材を使って均一で漏れのない情報

提供を掲げているため、そちらに意識が向いてし

まい、本来できるであろう心理支援に十分な意識

と時間をかけられなかったと推測される。 

また、一般的に心理職による心理支援は、1回の

面接が 60分程度で、定期的に継続して行われるこ

とが多い。しかし、がん患者の妊孕性温存は、がん

治療開始までの限られた期間内で行うため、意思

決定が遅くなればそれだけ妊孕性温存療法にかけ

られる時間が少なくなり、がん治療開始の遅れも

懸念される。そのため、短期間で妊孕性温存の意

思決定を支援しなくてはならない。一般的な心理

職による１回 60 分の継続した心理支援と、限られ

た期間で行われる妊孕性温存の意思決定支援では

構造が全く違っている。 

がん・生殖医療専門心理士は、がん治療計画を

把握し、意思決定支援にどのくらいの時間をかけ

られるか見積もり、生殖医療への紹介、がん医療

との連携を円滑に進めるスピード感が重要である。

初学者や経験が乏しい心理士には、そのスピード

感、臨場感などがつかみにくかったと考えられる。

今後いかに研修によって、時間制限があるがん・

生殖医療の臨場感をつかみ、相談支援に活かして

いけるかが課題となる。 

 

チェックリスト項目 ０(N,%) １(N,%) ２(N,%)

  1.ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞの導入と合意 0 8(29.6%) 19(70.4%)

  2.心理ｹｱ 2(7.4%) 14(51.9%) 11(40.7%)

  3.精神面のｱｾｽﾒﾝﾄ 2(7.4%) 9(33.3%) 16(59.3%)

  4.社会・生殖面のｱｾｽﾒﾝﾄ 0 14(51.9%) 13(48.1%)

  5.社会・生殖面のｱｾｽﾒﾝﾄ 0 19(70.4%) 8(29.6%) 

  6.患者のがん治療状況の確認 0 11(40.7%) 16(59.3%)

  7.妊孕性低下の理解度の確認 2(7.4%) 17(63.0%) 8(29.6%) 

  8.医療情報の補完 1(3.7%) 12(44.4%) 14(51.9%)

  9.医療情報の補完 0 14(51.9%) 13(48.1%)

10.がん・生殖医療の情報提供 0 16(59.3%) 11(40.7%)

11.がん・生殖医療の情報提供と支援 3(11.1%) 13(48.1%) 11(40.7%)

12.がん・生殖医療の情報提供 2(7.4%) 12(44.4%) 13(48.1%)

13.がん・生殖医療の心理支援 1(3.7%) 15(55.6%) 11(40.7%)

14.経済面のｱｾｽﾒﾝﾄ 0 16(59.3%) 11(40.7%)

15.心理支援 1(3.7%) 17(63.0%) 9(33.3%)

16.意思決定支援 2(7.4%) 16(59.3%) 9(33.3%)

17.心理社会的ｱｾｽﾒﾝﾄと心理支援 2(7.4%) 11(40.7%) 14(51.9%)

18.心理社会的ｱｾｽﾒﾝﾄと心理支援 0 12(44.4%) 15(55.6%)

19.心理教育 0 14(51.9%) 13(48.1%)

20.意思決定支援 0 20(74.1%) 7(25.9%)

21.心理支援 0 14(51.9%) 13(48.1%)
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4）参加者の主観的習得度と患者役・観察者の客

観的評価において違いが見られた（表 6）。評価尺

度が違うため一概には比較できないが、参加者が

自身では習得できたと思っている項目でも客観的

評価は低く、臨床で求められるレベルと参加者の

自覚との間に差が窺える。 

今回は研修プログラムの効果をみる研究として

参加しているため、参加者にはチェックリストの

客観的評価をフィードバックしていない。援助技

術の向上のためには、客観的評価をフィードバッ

クしたり、または自身でロールプレイの録画をみ

て客観的評価を行う等で自身の不足部分を明確に

したりして、不足部分を自己学習することが必要

である。ロールプレイを繰り返し練習すること等

で、知識や援助技術の向上につながると考えられ

る。 

 

表 6 参加者の主観的習得度と患者役・観察者

評価の客観的評価得点 N＝27 

 

5）解説動画の視聴回数と客観的評価との関連に

ついて散布図の作成（図 4）および相関係数（以下

ｒとする）により分析した。ｒ＝0.252であったが、

対象者数 N＝27 とサンプル数が少なく、有意な相

関は認められなかった。このことから動画の視聴

回数が習得度に影響している可能性は認められな

いが、解説動画は、全体的な流れや雰囲気をつか

むには有用であったという感想があった。 

 

図 4  解説動画視聴回数と客観的評価平均値 

        N＝27 

 

6）自己学習時間と客観的評価との関連について

散布図の作成（図 5）および相関係数により分析し

た。ｒ＝0.102であり、関連は認められなかった。

そのため自己学習時間が多い程、習得度が高いと

は言えない。 

 

図 5 自己学習時間と客観的評価平均値 

        N＝27 

 

 

チェックリスト項目 参加者の習得度
（0-4/5段階）

患者役・観察者
の客観的評価
（0-2/3段階）

 1.カウンセリングの導入と合意 2.93±0.81 1.70±0.46
 2.心理ケア 2.67±0.86 1.33±0.61
 3.精神面のアセスメント 2.96±0.79 1.51±0.63
 4.社会・生殖面のアセスメント 2.96±0.92 1.48±0.50
 5.社会・生殖面のアセスメント 2.85±0.85 1.30±0.46
 6.患者のがん治療状況の確認 3.00±0.98 1.59±0.49
 7.妊孕性低下の理解度の確認 2.93±0.86 1.22±0.57
 8.医療情報の補完 3.00±0.94 1.48±0.57
 9. 医療情報の補完 2.93±0.90 1.48±0.50
10.がん・生殖医療の情報提供 2.78±0.79 1.41±0.49
11.がん・生殖医療の情報提供と支援 2.78±0.83 1.30±0.66
12.がん・生殖医療の情報提供 3.04±0.84 1.41±0.62
13.がん・生殖医療の心理支援 2.81±0.77 1.37±0.55
14.経済面のアセスメント 2.78±0.83 1.41±0.49
15.心理支援 2.63±0.82 1.30±0.53
16.意思決定支援 2.63±0.99 1.26±0.58
17.心理社会的アセスメントと心理支援 2.81±0.82 1.44±0.63
18.心理社会的アセスメントと心理支援 2.93±0.90 1.56±0.50
19.心理教育 2.89±0.96 1.48±0.50
20.意思決定支援 2.56±0.87 1.26±0.44
21.心理支援 2.78±0.99 1.48±0.50
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7）がん医療の実務経験年数と客観的評価との関

連について散布図の作成（図 6）と相関係数により

分析した。ｒ＝0.177であり、関連は認められなか

った。しかし、がん医療での実務経験がなくても、

今回の研修プログラムによる自己学習によって援

助技術を習得できる可能性がある。 

 

図 6 がん医療の実務経験年数と客観的 

評価平均値 N＝27 

 

8）生殖医療の実務経験年数と客観的評価との関

連について散布図の作成（図 7）と相関係数により

分析した。ｒ＝-0.327 であるが、対象者数 N＝27

とサンプル数が少なく、有意な相関は認められな

かった。しかし、生殖医療での実務経験がなくて

も、今回の研修プログラムによる自己学習によっ

て援助技術を習得できる可能性がある。 

 

図 7 生殖医療の実務経験年数と客観的 

評価平均値 N＝27 

 

 

9）がん・生殖医療の実務経験年数と客観的評価

との関連について散布図の作成（図 8）と相関係数

により分析した。ｒ＝0.101 であり、関連は認めら

れなかった。しかし、がん・生殖医療での実務経験

がなくても、研修プログラムによる自己学習によ

って援助技術を習得できる可能性がある。 

 

図 8 がん・生殖医療の実務経験年数と 

客観的評価平均値 N＝27 

 

10）がん・生殖医療専門心理士の資格認定後の

年数と客観的評価との関連について散布図の作成

（図 9）と相関係数により分析した。ｒ＝-0.292で

あるが、対象者数 N＝27 とサンプル数が少なく、

有意な相関は認められなかった。しかし、資格認

定直後（0年）の初学者でも高得点を出している者

も見られ、経験年数が長くとも点数が低い者もお

り、資格取得後の研修で知識や援助技術を補う必

要がある。 

 

図 9 がん・生殖医療の資格認定後の年数 

と客観的評価平均値 N＝27 
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11）客観的評価の平均値を各対象で分析すると、

認定後 0 年の初学者・臨床経験がない、もしくは

浅い者でも、研修プログラムによる自己学習によ

り、ある程度の学習効果は得られたと考える。 

解説・動画について「何度も見返して学習できる

ので助かる」、「忘れていた知識を思い出すことが

できた」、「音声だけでも聞くことで、隙間時間に

勉強できた」、「自分が説明する際に、どんなふう

に伝えたら良いか、どんな聞き方をしたらよいか

イメージしやすかった」、「実際に面談をする機会

がまだ得られていないため、非常にイメージしや

すくなった」、「説明内容とタイミング、言葉かけ

など客観的に見られて参考になった」などの感想

があった。 

自己学習という個人の采配による影響が大きい

が、チェックリストを用いて介入ポイントを意識

でき、自己評価によって自身の改善点などが見い

だせ、援助技術が向上する可能性があると考えら

れる。 

 

12）がん・生殖医療専門心理士は妊孕性温存の

意思決定支援を行う際、患者のがん治療の計画や

社会的、心理的状況をアセスメントし、患者の理

解度を確認しながらの情報提供や患者の理解を補

完する役割がある。だが、一般的な心理支援では

医療に関する情報提供をあまり行わないため、本

研究で医療情報の提供の仕方を学習し、それをロ

ールプレイで試演することについて心理的抵抗が

強い者が見られた。 

「間違った情報提供をしてしまったら問題だ」、

「医師や看護師でもない心理士が医療情報を扱う

ことは越権行為なのではないか」等の感想があっ

た。一般的な心理職の経験とがん・生殖医療専門

心理士の役割の違いに戸惑いや葛藤が生じていた。 

 戸惑いや葛藤を抱く理由の一つが、公認心理師

法の第 42条１項「公認心理師は、その業務を行う

に当たっては、その担当する者に対し、保健医療、

福祉、教育などが密接な連携の下で総合的かつ適

切に提供されるよう、これらを提供する者その他

の関係者等との連携を保たなければならない」と

示されていることである。問題解決には多面的、

複合的な支援が有効である場合も多く、医療機関

内でのチーム医療のように、同一機関内で多職種

が連携して支援に当たることもある。令和 2（2020）

年のがん・生殖医療専門心理士に関する実態調査

によると、医療情報の提供は他職種（医師や看護

師）が対応するのが 50％であった。 

そういったことから「間違った情報提供をしてし

まったら問題だ」、「医師や看護師でもない心理士

が医療情報を扱うことは越権行為なのではないか」

という感想となっているのかもしれない。 

全国的にがん医療の現場では、生殖医療が行わ

れていない機関・地域も多く、妊孕性温存につい

て専門的な知識をもつ医療者がいないことも見ら

れる。そのような現場においては、がん・生殖医療

専門心理士が患者のがん治療計画や社会的・心理

的状態をアセスメントしての情報提供や患者の理

解を補完する役割を果たすこともある。こうした

機関・地域の物理的・人的資源状況の違いによっ

て、がん・生殖医療専門心理士の医療情報の扱い

について濃淡が見られる。 

 妊孕性温存の意思決定をするためには、患者は

がん治療とその妊孕性への影響、妊孕性温存療法

のリスクとメリット、その費用や助成に関する情

報を理解し、患者自身の病状や意向、パートナー、

家族の意向などを合わせて総合的に判断していく

ことになる。普段の生活では馴染みのない医療用

語や治療計画、リスクとメリットなど、一度聞い

ただけでは患者は理解できないことが多く、間違

った解釈をしている患者もみられる。専門心理士

はわかりやすく説明を補い、患者の理解を深め、

患者の気持ちや家族との話し合いを促していく中

で患者の意思決定は行われる。がん治療開始まで

の短期間で、その過程を援助するためには、専門

心理士が患者の質問やニーズに応じて提供できる

知識や情報を持ち、円滑に医療連携ができる能力
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を持っていることが前提となる。 

がん・医療専門心理士が医療的な情報を補完し

たり、患者がわからない点を主治医に確認するこ

とを促したりする助言等は、意思決定支援の一環

であり、安心・安全な医療を提供するために適切

な役割だと考える。 

臨床経験が乏しいがん・生殖医療専門心理士は、

妊孕性温存臨床の切迫したスピード感を認識でき

ていない者も見られたことから、チーム医療、医

療連携の中でがん・生殖医療専門心理士が果たし

うる役割について普段から実践的意識を持つこと

が望まれる。そのために、ロールプレイで試演す

ることは有用である。 

  

（3）がん・生殖医療専門心理士の質指標の策定 

妊孕性温存に関する意思決定支援の QI の策定

は、研究参加者がロールプレイ実施後に QI につい

ての説明資料（添付資料 8）を読み QI について理

解した上で、QI 候補案の適切性を 1～9 の 9 段階

で評価し、コメントを記載した。 

 

1）12の QI候補案について、研究参加者による

適切性の評価は、全て採択基準を満たしていた。

QI 候補案の内容や表現について、研究参加者から

のコメントを参考にし、研究協力者による QI検討

会議を 2022年 9月 22日に行った。そこで QI 候補

案に修正を加えた。（添付資料 9） 

 

2）検討会議の結果をまとめ、研究協力者が QI候

補修正案について２回目の評価を行った。最終集

計を出し、2022 年 12 月 7 日に研究協力者による

QI 採択会議を行った。採用基準は、中央値 7以上

のもの、かつ 1-3 を付けた研究協力者が 2 名以下

のものとなっている。12の QI候補修正案は、全て

採択基準を満たしていた。QI 候補修正案の 6（図

10）において、医療情報提供の扱いについて討議

が行われた。 

 

 図 10 QI 候補修正案６の適切性の評価 

  

先にも述べた公認心理師法第 42 条（連携等）の

2項において「公認心理師は、その業務を行うに当

たって心理に関する支援を要する者に当該支援に

係る主治の医師があるときは、その指示を受けな

ければならない」とされている。 

29 文科初第 1391 号障発 03131 第 3 号平成 30 年 1

月 31 日公認心理士法第 42 条第 2 項に係る主治の

医師の指示に関する運用基準によると、「公認心理

師が行う支援行為は、診療の補助を含む医行為に

は当たらないが、例えば、主治の医師の治療方針

とは異なる支援行為を行うこと等によって、結果

として要支援者の状態に効果的な改善が図られな

い可能性があることに鑑み、要支援者に主治の医

師がある場合に、その治療方針と公認心理師の支

援行為の内容との齟齬を避けるために設けられた

規定」とされている。 

がん・生殖医療専門心理士が妊孕性温存の意思

決定支援に携わる際は、医療の場にいることが前

提となり、主治の医師の指示を受ける等、広く医

療関係者と連携を保ちながら支援を行うことが必

要である。 

患者自らが相談を希望した際は、患者の了解のも

と医師との連携を図り、主治の医師の治療方針と

心理支援との齟齬が生じないよう、必要な情報の

受け取りや患者との確認を行い、相談の経過にお

いても主治の医師とのやり取りをしながら進める
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ことが、限られた期間内で妊孕性温存の意思決定

を支援するためにも有益である。 

 がん・生殖医療専門心理士が行う情報提供は、

患者と家族が子どもをもつため、また、その意味

を見つめなおすための生物医学的、社会科学的な

支援を行うため、患者の理解を補完することが目

的である。それ故、QI６を「妊孕性温存療法につい

て情報を補い、患者の質問、心配など対話を通し

て理解を深める」に修正した。 

誰もが人生の各時期において心理的な課題や問

題を抱えるが、がん罹患によって患者の問題や悩

みはより複雑になる。ライフスタイルも多様化し

ており、起こりうる問題や悩み、生じた際の対応

方法などについて啓発も行い、患者が主体的に生

活や人生を営めるように支援を必要とする。情報

提供には心理教育的な視点での関わりも重要であ

る。 

 

3）研究協力者の合意を得て、「がん・生殖医療専

門心理士による妊孕性温存に関する意思決定支援

の質指標」が 12 策定された（添付資料 10）。 

QI１：がんに罹患したことやがん治療、妊孕性に

関する患者の気持ちを聞き、心理的ケアを行いな

がら患者の精神面のアセスメントを行い、患者が

妊孕性温存について意思決定できる状態であるか

確認する。 

QI２：患者のがんの状態、がん治療計画、患者の年

齢、婚姻状況、パートナーの有無など、医学的、社

会的状況をアセスメントする。 

QI３：がん治療が妊孕性へ与える影響などについ

て主治医からの説明内容を聞き、患者の理解を確

認する。必要に応じて情報を補い、患者の理解を

深められるように支援する。 

QI４：患者が子どもを産み育てることについて、

がん告知までどう考えていたのか、それが告知後

にどのように変化したかを確認する。 

QI５：妊孕性には性差と個人差があることを理解

できるように説明し、患者の生殖機能の状態につ

いて確認する。 

QI６：妊孕性温存療法について情報を補い、患者

の質問、心配など対話を通して理解を深める。 

QI７．家族、パートナーの妊孕性温存に関する理

解や協力などの社会的サポートについてアセスメ

ントする。 

QI８：患者自身が家族やパートナーの意向を確認

でき、自身の思いや意向を伝えて、妊孕性温存に

ついて話し合えるように支援する。 

QI９：妊孕性温存のみならず、様々な家族形成の

在り方に関する情報提供を行い、患者が多様な家

族の在り方について知識を持てるように支援する。 

QI10：患者のがんの状態・治療、患者の背景、家族

やパートナーの意向など総合的に整理をして、患

者の妊孕性温存の意思を明確にする。 

QI11：がん治療に影響を与えないように、限られ

た時間内で妊孕性温存の意思決定を支援し、多職

種、関係機関と連携する。 

QI12：生殖や家族形成に関する悩みは、患者の年

齢や生活状況、ライフサイクルなどの影響を受け、

変化する可能性があることを伝えた上で、今後の

継続的な心理支援の受け方について説明する。 

これら 12 の QI を実践する場合は、公認心理師法

に則って行うものとする。 

 

4）「がん・生殖医療専門心理士による妊孕性温

存に関する意思決定支援の質指標（QI）」を策定す

ることによって、専門心理士が目指すべき良質な

援助の指標が明確になった。がん・生殖医療専門

心理士自身の知識や援助技術が不足していないか、

臨床や研修においてセルフチェックする指標とも

なり、自己研鑽に役立てられる。 

 

5）資格認定後の研修において、１つの QI につ

いて必要な知識と援助技術をセットにして研修を

計画する等、今後の研修の課題設定としても役立

てられる。例えば、QI12を元に、家族形成やライ

フサイクルに関する講義を行い、実際の患者はこ
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ういう悩みがあるという具体的な内容を盛り込み

ロールプレイで経験を積む等である。そうするこ

とにより知識を得るだけでなく、より実践的な研

修ができるのではないかと考えられる。 

また事例検討の研修は、臨床経験が乏しい者は

漠然とした討議や理解になりがちであるが、QIが

あることにより初学者でも共通した視点から検討

でき、有用であると考えられる。 

 

6）援助の質を測るのは難しいことであるが、12

の指標の内、これだけ達成できていると示すこと

ができれば、良質な支援ができているという目安

となり、継続的に利用していくことで質の均てん

化につながると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 がん・生殖医療専門心理士の質的向上を志向し

た研修プログラムは、自己学習という個人差があ

るが、小テスト・説明資材・ロールプレイチェック

リスト・ロールプレイ解説資料を用いて、介入ポ

イントを意識し援助技術を習得できることが分か

った。これらを繰り返し学習し、ロールプレイや

臨床においてチェックリストを使用して自己評価

することによって、自身の改善点などが見いだせ

るため、援助技術が向上する可能性が示された。 

本研修プログラムは乳がんの設定であったが、

疾患や症例の年齢、性別などの設定を変えて、様々

なバリエーションの研修プログラムを開発するこ

とによって、多様な患者に対応できる知識と援助

技術を身につけられ、資質が向上する可能性が示

された。 

 「がん・生殖医療専門心理士に妊孕性温存に関

する意思決定支援の質指標」を 12指標策定するこ

とができ、専門心理士が目指すべき良質な援助の

指標が明確になった。臨床や研修においてセルフ

チェックする指標ともなり、自己研鑽に役立てら

れる。継続的に利用し、達成率等を評価していく

ことで質の均てん化にもつながると考えられる。 

 令和 2（2020）年度に行ったがん・生殖医療専門

心理士の実態調査によると、がん・生殖医療の臨

床に携わることができず、援助技術を向上させる

ことが難しい場合があることが判明した。臨床の

場がなく、経験を積むことができない者について

は、今後資格更新手続きの際などに、本研究の研

修プログラムを実施することを提案する。研修プ

ログラムで自己学習し、ロールプレイを行い録画

して、動画でセルフチェックを行い自己研鑽に努

めることを資格更新条件にすることで、臨床経験

を積むことができないがん・生殖医療専門心理士

も一定の質を維持していくことが可能となると考

えられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

なし 
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【がん・生殖医療の知識の向上 小テスト】

担当

設問１

設問２

設問３

設問４

設問５

設問６

設問 選択肢 回答 解説

女性の妊孕性温存療法で、最も治療期間が短いものを１
つ選べ。

１）未受精卵子凍結
２）受精卵凍結
３）卵巣組織凍結
４）GnRHagonistによる卵巣休眠療法

３）卵巣組織凍
結

卵巣組織凍結は月経周期が無い、経腟採卵が出来ない乳
幼児でも可能。腹腔鏡にて行い最も治療期間が短い方法
である。

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進
事業において、妊孕性温存療法にかかる助成回数につい
て、正しいものを１つ選べ。

１）１回のみ
２）２回まで
３）それぞれの方法を２回まで
４）３回まで

妊孕性温存療法ごとの助成上限額について、間違ってい
るものを１つ選べ。

１）受精卵凍結35万
２）未受精卵子凍結20万
３）卵巣組織凍結45万
４）精巣内精子採取35万

２）２回まで

受精卵、未受精卵、精子凍結については１患者あたり２
回まで助成可能とする。受精卵と未受精卵凍結、異なる
治療を受けた場合であっても合計で２回を上限とする。
受精卵凍結など正常に行えなかった場合も対象とする。
１回の採卵周期に行った治療を１回と定義する。

３）卵巣組織凍
結45万

正しくは40万。

【研究事業】
奈良解説

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進
事業において、助成の対象とする疾患について、間違っ
ているものを１つ選べ。

１）再生不良性貧血
２）子宮がんによる子宮摘出
３）全身性エリテマトーデス
４）乳がんのホルモン療法

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進
事業において、対象とする者の年齢制限について正しい
ものを１つ選べ。

１）男女共に43歳未満
２）男性は50歳未満、女性は45歳未満
３）男女共に45歳未満
４）男女共に40歳未満

１）男女共に43
歳未満

高齢での妊娠・出産は様々なリスクがあること、本事業
は小児・AYA世代の患者への対策であることから、凍結
保存時の年齢制限を設けた。

２）子宮がんに
よる子宮摘出

本人が妊娠できないことが想定される場合は対象外とす
る。

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進
事業において、妊孕性温存療法にかかる助成について、
正しいものを１つ選べ。

１）所得制限がある
２）妊孕性温存療法に要した医療保険適応外費用の額を
上限とする
３）凍結保存の更新料も助成される
４）妊娠の為の凍結配偶子を使用しての治療費も助成さ
れる

２）妊孕性温存
療法に要した医
療保険適応外費
用の額を上限と
する

初回分の凍結保存にかかる経費は対象となるが、凍結保
存の更新・維持にかかる経費は対象外となる。

設問７

設問８

設問９

設問10

設問11

１）BRCA1変
異は、卵巣がん
の発症年齢が遅
い

BRCA1変異は、BRCA2変異にくらべて卵巣がんの発症年
齢が早いので、将来の挙児希望がある場合、はやめの家
族計画を立て、遅くとも40歳ごろからリスク低減手術を
検討する必要がある。

３）90日

術後化学療法の開始遅延は、治療効果を損なわない為に
手術から90日以内に開始することが勧められる。遅延は
できる限り短くすべきであり、遅くとも90日までの開始
が妥当と考えられる。手術検体の病理診断結果が判明す
るまでに2～6週間かかる。妊孕性温存は化学療法開始前
に行っておく必要があるため、あらかじめ化学療法が必
要になる可能性があれば、はやめに具体的な情報提供を
しておくことがのぞましい。

４）ER陽性、
HER2陰性のと
き、内分泌療法
に化学療法の上
乗せ効果をオン
コタイプDXで
検討する

１）抗エストロゲン剤内服中でも妊娠する可能性があ
る。タモキシフェンは催奇形性のため避妊が必要。
２）抗HER２療法は１年間であり、胎児への影響がある
ため避妊が必要。
３） ER陰性、PgR陰性、HER2陰性の乳がんをトルプル
ネガティブ乳がんといい、化学療法を行う。

４）ルミナルタ
イプは晩期再発
が少ない

ルミナルタイプの乳がんには、術後5年以上経過してから
の晩期再発のリスクがある。将来の妊娠希望がある場
合、HER2タイプやトリプルネガティブにくらべてルミナ
ルタイプは5∼10年の内分泌療法も行うために妊娠可能時
期の判断が難しい。

１）術後ホルモ
ン療法の中断
は、再発のリス
クと乳がん死亡
のリスクを上昇
させるため、慎
重に判断すべき
である

患者の挙児希望と生殖年齢を加味してホルモン療法を中
断することの明確なエビデンスはないため、POSITIVE試
験の結果が待たれる 。
POSITIVE試験:ホルモン感受性陽性の若年乳がん患者
が、術後ホルモン療法を2年間中断してその間に妊娠を試
みて、安全性（再発）と妊娠転帰を確認する国際共同研
究。日本人を含めて世界で約500例登録済。

BRCA1/2病的バリアントについて、間違っているものを
１つ選べ。

１）BRCA1変異は、卵巣がんの発症年齢が遅い
２）BRCA1変異は、対側乳がんの発症リスクが高い
３）BRCA1変異は、卵巣がんの発症リスクが高い
４）日本においてBRCA1変異の60％以上はトリプルネ
ガティブタイプである

乳がんのサブタイプ別にみた年齢ごとの再発率につい
て、間違っているものを１つ選べ。

１）どのサブタイプでも若年の方が再発しやすい
２）Her2タイプは早期再発が多い
３）トリプルネガティブタイプは早期再発が多い
４）ルミナルタイプは晩期再発が少ない

乳がんの術後薬物療法について正しいものを１つ選べ。

１）抗エストロゲン剤内服中は排卵が止まり妊娠しない
ため、避妊は不要である
２）標準的な抗HER2療法は術後半年間である
３）ER陰性、HER2陰性、Ki67低値の乳がんをトルプル
ネガティブ乳がんといい、化学療法を行う
４）ER陽性、HER2陰性のとき、内分泌療法に化学療法
の上乗せ効果をオンコタイプDXで検討する

【乳がん】
片岡先生

解説

乳がん患者の挙児希望による術後ホルモン療法の中断に
ついて、正しいものを１つ選べ。

１）術後ホルモン療法の中断は、再発のリスクと乳がん
死亡のリスクを上昇させるため、慎重に判断すべきであ
る
２）リスクを理解した上で中断することは推奨されてい
る
３）ホルモン療法を中断し妊娠・出産した後に再開し、
5年間の投与を完了することが推奨される
4）患者の挙児希望と生殖年齢を加味してホルモン療法
を中断しても良い

術後化学療法の開始は何日以内に開始することが勧めら
れているか、正しいものを１つ選べ。

１）30日
２）60日
３）90日
４）120日

設問12

設問13

【心理】
小泉先生

解説

小児、思春期・若年がん患者の妊孕性温存に関する記述
として最も適切なものを１つ選べ。

１）妊孕性温存を医学的に正しく理解すれば意思決定葛
藤は軽度かほとんど生じない
２）妊孕性温存を希望する患者はがん治療を遅らせて温
存した方が精神的健康を保持できる
３）妊孕性温存に挑戦したが温存できなかった場合医療
者は患者に声をかけずそっとしておくことが有効だ
４）妊孕性温存で意思決定ガイドを用いた心理カウンセ
リングは意思決定葛藤を早期に軽減できる

４）妊孕性温存
で意思決定ガイ
ドを用いた心理
カウンセリング
は意思決定葛藤
を早期に軽減で
きる

１:医学的に正しく理解しても葛藤は強くなる傾向があ
る。
２:妊孕性温存治療はがん治療を遅らせないことが前提
である。
３:温存できなかった場合本人が拒否しなければ気持ち
を整理したりがん治療に向けた心の準備をしたりする方
が望ましい。
 意思決定ガイドを用いた妊孕性温存の心理カウンセリ
ングを実施すると実施直後、1カ月後も意思決定葛藤が統
制群に比べて有意に軽減され、12カ月後も軽減された状
態が継続した（Ehrbar, 2019, 2021）。早期に葛藤軽減
されれば意思決定が早期に可能になり、妊孕性温存を適
切な時期に受けやすくなる。Ehrbarの心理カウンセリン
グでは、心理士が医療情報の整理だけでなく患者の葛藤
やパートナーとの関係性、ソーシャルサポートなどもオ
ンラインツールを用いて取り扱った。

小児、思春期・若年がんサバイバーの妊孕性に関する記
述として正しいものを１つ選べ。

１）がんサバイバーの大多数は凍結精子を利用して顕微
授精を行う
２）がんサバイバーは恋人・パートナーに妊孕性低下可
能性を打ち明ける困難がある
３）がんサバイバーは健康上の問題から特別養子縁組・
里親制度を利用できない
４）がんサバイバーの提供卵子による体外受精での妊娠
率は、がんでない不妊患者と比べて概ね半分程度である

２）がんサバイ
バーは恋人・
パートナーに妊
孕性低下可能性
を打ち明ける困
難がある

１:国内外で凍結精子を使用するがん患者の割合は10-
20%程度である。
３:特別養子縁組・里親制度はがん経験によって利用を
制限していない。
４:提供卵子を使用した妊娠率は、がんサバイバー
60.4%、非がん64.5%で有意差がない（Luke, 2016）。
 がんサバイバーは妊孕性に関する懸念を抱いている。
がんサバイバーの妊孕性に関する懸念尺度（女性版RCAC
尺度: Gorman, 2014, 2019。男性版RCAC-M尺
度:Gorman, 2020）には、次の６つの下位尺度がある;
Fertility potential、Partner disclosure、Childbs health
Personal health、Acceptance、Becoming
pregnancy。欧米では信頼性妥当性が確認されている
が、日本語版の作成、信頼性妥当性の確認は現在調査中
である（小泉, 発表準備中）。

設問14

設問15

設問16

卵巣予備能の指標である抗ミュラー管ホルモン（AMH）
 について正しいものを１つ選べ。

１）測定値から不妊かどうかを判断できる
２）測定値は個人差が大きい
３）測定値から卵巣刺激を用いた人工授精の妊娠率を予
測できる
４）調節卵巣刺激を用いた体外受精（採卵）の回収卵子
数と相関しない

術後放射線治療中の採卵・妊娠について、正しいものを
１つ選べ。

１）骨盤への放射線照射治療があっても⾧期間経過して
いれば妊娠に影響しない
２）標準的な全乳房放射線治療は乳房に照射されるが内
部散乱によって子宮に到達するため、採卵は推奨されな
い
３）卵巣機能不全になる卵巣への放射線量は女性年齢に
影響しない
４）卵巣遮蔽すれば採卵は可能である

がん患者の心理支援に関する記述として最も適切なもの
を１つ選べ。

１）乳がん患者の不安、抑うつに対して心理療法の効果
量は中程度である。
２）がん患者の心理支援は認知行動療法が最適である。
３）妊孕性温存の心理支援は意思決定ガイドなしで実施
しても効果に差がない。
４）がん関連posttraumatic stress symptomsはAYA世
代で約40%である。

１）乳がん患者
の不安、抑うつ
に対して心理療
法の効果量は中
程度である。

２:メタアナリシスで認知行動療法と心理教育療法が最
適であった（Guarino, 2020）。
３:妊孕性温存の心理支援は意思決定ガイドを用いると
葛藤が軽減できる（前出Ehrbar参照）。
４:AYA世代（15-39歳）がん患者151人のPTSS（Post-
Traumatic Stress Symptoms）を調べた研究 による
と、中等度以上のPTSSはがん診断から6か月後39.1%、
12カ月後44.4%であった（Kwak, 2013）。
 最新のシステマティックレビューとメタアナリシスに
よると、乳がん患者の不安、抑うつに対する心理療法と
して最終的に抽出された45本の文献についてメタアナリ
シスを行った結果、全体的な効果量は中程度であった
（Guarino, 2020）。

２）測定値は個
人差が大きい

AMH は正規分布せず標準偏差が非常に大きく、正常値を
設定できない。また低値が多く中央値は平均を下まわ
る。変動係数、測定誤差が大きいことが分かっており短
期間で測定することは推奨されていない。がん・生殖に
おいては、調節卵巣刺激を行う上での回収卵の予測因子
になることが有用と考えられる。不妊の予測、タイミン
グでの妊娠の予測、卵巣刺激を用いた人工授精の妊娠予
測には用いることができない。

２）標準的な全
乳房放射線治療
は乳房に照射さ
れるが内部散乱
によって子宮に
到達するため、
採卵は推奨され
ない

全乳房放射線治療で照射される50Gyのうち、2.1～7.6ｃ
Gyが内部散乱によって子宮に到達する。早発卵巣不全を
誘発したり、子宮に有害な影響を及ぼしたりするのに必
要な線量より少ないが、検出可能な放射線の為に、採卵
は術後放射線治療が完了した後に行うことが推奨され
る。1 グレイ [Gy] = 100 センチグレイ [cGy]
・子宮への放射線照射既往のある女性では既往のない女
性と比較して早産、低出生体重児となるリスクが高い。
・卵巣機能不全になる卵巣への放射線量は女性年齢が高
いほど低線量でリスクが増大する。

設問17

設問18

設問19

【がん・生
殖】

川井先生
解説

挙児希望の女性に対して化学療法施行時にGnRHアゴニ
ストを使用することについて、間違っているものを１つ
選べ。

１）妊娠・出産率を高める目的で、化学療法施行時に
GnRHアゴニストを使用することは限定的に推奨される
２） GnRHアゴニストによる卵巣機能保護の有用性は、
月経回復率ではエビデンスレベルが高い。
３） GnRHアゴニストによる卵巣機能保護の有用性は、
妊娠率や挙児獲得率ではエビデンスレベルに不確実性が
ある
４）妊孕性温存方法である受精卵凍結、卵子凍結、卵巣
凍結とともに、GnRHアゴニストの使用はオプションと
して提示されるべきである

乳がん患者が担がん状態で調節卵巣刺激を行って採卵す
ることについて、間違っているものを１つ選べ。

１）調節卵巣刺激は原則的に原発巣切除後に行う事を推
奨する
２）ホルモン受容体陽性乳がん患者に対してレトロゾー
ル併用で調節卵巣刺激を行うことで乳がん再発リスクは
あがらない。
３）術前化学療法を行う患者は、原発巣切除前に調節卵
巣刺激を行う事を考慮してもよい
４）レトロゾール併用で調節卵巣刺激を行うことで通常
の調整卵巣刺激より血清エストラジオール値の上昇を抑
えることができる

４）妊孕性温存
方法である受精
卵凍結、卵子凍
結、卵巣凍結と
ともに、GnRH
アゴニストの使
用はオプション
として提示され
るべきである

妊娠・出産率を高める目的で、化学療法施行時にGnRHア
ゴニストを使用することは限定的に推奨されている。
GnRHアゴニストによる卵巣機能保護の有用性は、月経回
復率ではエビデンスレベルが高いが、妊娠率や挙児獲得
率では不確実性が残るためである。妊孕性温存手法とし
て胚・卵子凍結に取って変わる手法ではないが、これら
の手法が選択されない場合には検討されるべき手法であ
る。

２）ホルモン受
容体陽性乳がん
患者に対してレ
トロゾール併用
で調節卵巣刺激
を行うことで乳
がん再発リスク
はあがらない。

レトロゾール併用で調節卵巣刺激を行った場合でも通常
の調節卵巣刺激よりは血中エストラジオール値は低下す
るが、自然周期よりは上昇を伴うため、乳がん予後に影
響に関しては不確実性が残る。患者と十分はなしあった
うえで実施を提案することが重要である。
調節卵巣刺激は原則的に原発巣切除後に行う事を推奨さ
れるが、術前化学療法を行う患者は原発巣切除前に調節
卵巣刺激を行う事を考慮してもよい。化学療法後に調節
卵巣刺激を行う場合は動物実験からは少なくとも３ヶ月
程度期間をあけることが望ましいが、ヒトに対しては
データが乏しく不確実な点が多い。

がん患者に対し卵巣刺激を行う場合について、間違って
いるものを１つ選べ。

１）治療開始までの猶予がない場合は、ランダムスター
ト法での調節卵巣刺激を推奨する。
２）ランダムスタート法は、妊孕性治療希望時から採卵
までの時間を短縮するために月経周期と無関係に誘発を
開始する方法である。
３）術後化学療法を予定している乳がん患者に採卵を行
う場合、開始遅延は治療効果を損なわないため手術から
90日以内に開始することが勧められる。
４）ダブル・スティミュレーション法は、卵巣過剰刺激
症候群（OHSS）を予防するために１周期で２回採卵す
る方法である。

４）ダブル・ス
ティミュレー
ション法は、卵
巣過剰刺激症候
群（OHSS）を
予防するために
１周期で２回採
卵する方法であ
る。

ダブル・スティミュレーション法は、一定の短期間で採
卵効率（累積回収卵子数・成熟卵子数）を増やすため
に、同一周期に2回卵巣刺激を行い採卵を行う方法であ
る。
月経周期のどこからでもゴナドトロピンを使用すること
により複数の卵胞発育を促し採卵を行うこと（ランダム
スタート法）が可能であることが報告され、通常の卵胞
期初期からの卵巣刺激の場合と同等の採卵数、悪性疾患
やその他の医学的適応のために妊孕性を維持する場合な
ど、卵子を得ることが緊急の課題である場合には、今日
では標準的な手順となっている。
術後化学療法を予定している乳がん患者に採卵を行う場
合、開始遅延は治療効果を損なわないため手術から90日
以内に開始することが勧められる。

設問20
卵巣過剰刺激症候群（OHSS）について、間違っている
ものを１つ選べ。

１）卵巣過剰刺激症候群（OHSS）は、排卵誘発後に腹
部膨満感があり、卵巣腫大、腹水・胸水貯留を引き起こ
す疾患である
２）GnRHアンタゴニストを併用した排卵誘発では卵巣
過剰刺激症候群（OHSS）が起こりやすいため、一般的
にはGnRHアゴニストを併用することが推奨される。
３）卵巣過剰刺激症候群（OHSS）予防目的に、カベル
ゴリンを投与することを勧める。
４）卵巣過剰刺激症候群（OHSS）のリスク因子は、若
年、低体重、多嚢胞性卵巣症候群、高卵巣予備能による

 調節卵巣刺激による採卵数の増加などである

２）GnRHアン
タゴニストを併
用した排卵誘発
では卵巣過剰刺
激症候群
（OHSS）が起
こりやすいた
め、一般的には
GnRHアゴニス
トを併用するこ
とが推奨され
る。

卵巣過剰刺激症候群は、主にゴナドロピン療法後に卵巣
の嚢胞性腫大をきたし、全身の毛細血管透過性亢進によ
り血漿成分がサードスペースへ漏出し、循環血液量減
少、血液濃縮、胸・腹水貯留が生じた状態である。日本
産婦人科学会の調査によると発生頻度は重症型が0.8-
1.5%である。
GnRHアゴニストを併用した排卵誘発では卵巣過剰刺激症
候群（OHSS）が起こりやすいため、一般的にはGnRHア
ンタゴニストを併用することが推奨される。また予防目
的に、カベルゴリンを投与することを推奨されている。
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がん・生殖医療専門心理士の資質向上を志向した研修体制の構築

小テスト解説（乳がん）

小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化

及び適切な長期検体温存方法の提案に向けた研究（20EA1004）

研究①がん・生殖医療における心理教育プログラムの開発と介入の効果検証

研究代表者 鈴木直

がん研有明病院乳腺外科 医長 片岡明美先生

乳がん患者の挙児希望による術後ホルモン療法の中断について、
正しいものを１つ選べ。

１）術後ホルモン療法の中断は、再発のリスクと乳がん死亡のリスクを
上昇させるため、慎重に判断すべきである

２）リスクを理解した上で中断することは推奨されている

３）ホルモン療法を中断し妊娠・出産した後に再開し、5年間の投与を
完了することが推奨される

４）患者の挙児希望と生殖年齢を加味してホルモン療法を中断しても良い

設問７

設問７

乳がん患者の挙児希望による術後ホルモン療法の中断について、
正しいものを１つ選べ。

答え １）術後ホルモン療法の中断は、再発のリスクと乳がん死亡の
リスクを上昇させるため、慎重に判断すべきである

解説 患者の挙児希望と生殖年齢を加味してホルモン療法を中断すること
の明確なエビデンスはないため、POSITIVE試験の結果が待たれる 。

POSITIVE試験：ホルモン感受性陽性の若年乳がん患者が、術後ホルモン
療法を2年間中断してその間に妊娠を試みて、安全性（再発）と妊娠転帰を
確認する国際共同研究。日本人を含めて世界で約500例登録済。

設問８

術後化学療法の開始は何日以内に開始することが勧められているか、
正しいものを１つ選べ。

１）３０日

２）６０日

３）９０日

４）１２０日

設問８

術後化学療法の開始は何日以内に開始することが勧められているか、
正しいものを１つ選べ。

答え ３）90日

解説 術後化学療法の開始遅延は、治療効果を損なわない為に手術から90
日以内に開始することが勧められる。遅延はできる限り短くすべきであり、
遅くとも90日までの開始が妥当と考えられる。手術検体の病理診断結果が
判明するまでに2～6週間かかる。妊孕性温存は化学療法開始前に行ってお
く必要があるため、あらかじめ化学療法が必要になる可能性があれば、
はやめに具体的な情報提供をしておくことがのぞましい。

設問９

乳がんのサブタイプと再発リスクについて、間違っているものを1つ選べ。

１）どのサブタイプでも若年の方が再発しやすい

２）Her2タイプは早期再発が多い

３）トリプルネガティブタイプは早期再発が多い

４）ルミナルタイプは晩期再発が少ない
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設問９

乳がんのサブタイプと再発リスクについて、間違っているものを1つ選べ。

答え ４）ルミナルタイプは晩期再発が少ない

解説 ルミナルタイプの乳がんには、術後5年以上経過してからの晩期再発
のリスクがある。将来の妊娠希望がある場合、Her2タイプやトリプルネガ
ティブにくらべてルミナルタイプは5∼10年の内分泌療法も行うために妊娠
可能時期の判断が難しい。

設問１０

BRCA1/2病的バリアントについて、間違っているものを１つ選べ。

１）BRCA1変異は、卵巣がんの発症年齢が遅い

２）BRCA1変異は、対側乳がんの発症リスクが高い

３）BRCA1変異は、卵巣がんの発症リスクが高い

４）日本においてBRCA1変異の６０％以上はトリプルネガティブタイプである

設問１０

BRCA1/2病的バリアントについて、間違っているものを１つ選べ。

答え １）BRCA1変異は、卵巣がんの発症年齢が遅い

解説 BRCA1変異は、BRCA2変異にくらべて卵巣がんの発症年齢が早いの
で、将来の挙児希望がある場合、はやめの家族計画を立て、遅くとも40歳
ごろからリスク低減手術を検討する必要がある。

設問１１

乳がんの術後薬物療法について正しいものを１つ選べ。

１）抗エストロゲン剤内服中は排卵が止まり妊娠しないため、避妊は不要で
ある

２）標準的な抗HER2療法は術後半年間である

３）ER陰性、HER2陰性、Ki67低値の乳がんをトルプルネガティブ乳がん
といい、化学療法を行う

４）ER陽性、HER2陰性のとき、内分泌療法に化学療法の上乗せ効果を
オンコタイプDXで検討する

設問１１

乳がんの術後薬物療法について正しいものを１つ選べ。

答え ４）ER陽性、HER2陰性のとき、内分泌療法に化学療法の上乗せ
効果をオンコタイプDXで検討する

解説
１）抗エストロゲン剤内服中でも妊娠する可能性がある。

タモキシフェンは催奇形性のため避妊が必要。
２）抗HER２療法は１年間であり、胎児への影響があるため避妊が必要。
３） ER陰性、PgR陰性、HER2陰性の乳がんをトルプルネガティブ

乳がんといい、化学療法を行う。
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がん・生殖医療専門心理士の資質向上を志向した研修体制の構築

小テスト（がん・生殖）解説

小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制の
均てん化及び適切な長期検体温存方法の提案に向けた研究（20EA1004）

研究①がん・生殖医療における心理教育プログラムの開発と介入の効果検証

研究代表者 鈴木直

亀田IVFクリニック幕張 院長 川井清考先生

設問１５

卵巣予備能の指標である抗ミュラー管ホルモン（ＡＭＨ）について正しい
ものを１つ選べ。

１）測定値から不妊かどうかを判断できる

２）測定値は個人差が大きい

３）測定値から卵巣刺激を用いた人工授精の妊娠率を予測できる

４）調節卵巣刺激を用いた体外受精（採卵）の回収卵子数と相関しない

設問１５

卵巣予備能の指標である抗ミュラー管ホルモン（ＡＭＨ）について正しい
ものを１つ選べ。

正解 ２）測定値は個人差が大きい

解説 AMH は正規分布せず標準偏差が非常に大きく、正常値を設定できな
い。また低値が多く中央値は平均を下まわる。変動係数、測定誤差が大きい
ことが分かっており短期間で測定することは推奨されていない。がん・生殖
においては、調節卵巣刺激を行う上での回収卵の予測因子になることが有用
と考えられる。不妊の予測、タイミングでの妊娠の予測、卵巣刺激を用いた
人工授精の妊娠予測には用いることができない。

設問１６

術後放射線治療中の採卵・妊娠について、正しいものを１つ選べ。

１）骨盤への放射線照射治療があっても長期間経過していれば
妊娠に影響しない

２）標準的な全乳房放射線治療は乳房に照射されるが内部散乱によって
子宮に到達するため、採卵は推奨されない

３）卵巣機能不全になる卵巣への放射線量は女性年齢に影響しない

４）卵巣遮蔽すれば採卵は可能である

設問１６

術後放射線治療中の採卵・妊娠について、正しいものを１つ選べ。

正解 ２）放射線は乳房に照射されるが内部散乱によって子宮に到達する
ため、採卵は推奨されない

解説 全乳房放射線治療で照射される50Gyのうち、2.1～7.6ｃGyが内部散
乱によって子宮に到達する。早発卵巣不全を誘発したり、子宮に有害な影響
を及ぼしたりするのに必要な線量より少ないが、検出可能な放射線の為に、
採卵は術後放射線治療が完了した後に行うことが推奨される。
1 グレイ [Gy] = 100 センチグレイ [cGy]

・子宮への放射線照射既往のある女性では既往のない女性と比較して早産、
低出生体重児となるリスクが高い。
・卵巣機能不全になる卵巣への放射線量は女性年齢が高いほど低線量で
リスクが増大する。

設問１７

乳がん患者が担がん状態で調節卵巣刺激を行って採卵することについて、
間違っているものを１つ選べ。

１）調節卵巣刺激は原則的に原発巣切除後に行う事を推奨する

２）ホルモン受容体陽性乳がん患者に対してレトロゾール併用で調節卵巣
刺激を行うことで乳がん再発リスクはあがらない

３）術前化学療法を行う患者は、原発巣切除前に調節卵巣刺激を行う事を
考慮してもよい

４）レトロゾール併用で調節卵巣刺激を行うことで通常の調整卵巣刺激
より血清エストラジオール値の上昇を抑えることができる
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設問１７
乳がん患者が担がん状態で調節卵巣刺激を行って採卵することについて、
間違っているものを１つ選べ。

正解 ２）ホルモン受容体陽性乳がん患者に対してレトロゾール併用で
調節卵巣刺激を行うことで乳がん再発リスクはあがらない

解説 レトロゾール併用で調節卵巣刺激を行った場合でも通常の調節卵巣刺
激よりは血中エストラジオール値は低下するが、自然周期よりは上昇を伴う
ため、乳がん予後への影響に関しては不確実性が残る。患者と十分話し合っ
た上で実施を提案することが重要である。
調節卵巣刺激は原則的に原発巣切除後に行う事を推奨されるが、術前化学療
法を行う患者は原発巣切除前に調節卵巣刺激を行う事を考慮してもよい。化
学療法後に調節卵巣刺激を行う場合は動物実験からは少なくとも3ヶ月程度
期間をあけることが望ましいが、ヒトに対してはデータが乏しく不確実な点
が多い。

設問１８

がん患者に対し卵巣刺激を行う場合について、間違っているものを１つ選べ。

１）治療開始までの猶予がない場合は、ランダムスタート法での調節卵巣刺激
を推奨する

２）ランダムスタート法は、妊孕性治療希望時から採卵までの時間を短縮する
ために月経周期と無関係に誘発を開始する方法である

３）術後化学療法を予定している乳がん患者に採卵を行う場合、開始遅延は治
療効果を損なわないため手術から90日以内に開始することが勧められる

４）ダブル・スティミュレーション法は、卵巣過剰刺激症候群（OHSS）を予防
するために1周期で2回採卵する方法である

設問１８

がん患者に対し卵巣刺激を行う場合について、間違っているものを１つ選べ。

正解 4）ダブル・スティミュレーション法は、卵巣過剰刺激症候群
（OHSS）を予防するために1周期で2回採卵する方法である

解説 ダブル・スティミュレーション法は、一定の短期間で採卵効率（累積
回収卵子数・成熟卵子数）を増やすために、同一周期に2回卵巣刺激を行い
採卵を行う方法である。
月経周期のどこからでもゴナドトロピンを使用することにより複数の卵胞発
育を促し採卵を行うこと（ランダムスタート法）が可能であることが報告さ
れ、通常の卵胞期初期からの卵巣刺激の場合と同等の採卵数、悪性疾患やそ
の他の医学的適応のために妊孕性を維持する場合など、卵子を得ることが緊
急の課題である場合には、今日では標準的な手順となっている。
術後化学療法を予定している乳がん患者に採卵を行う場合、開始遅延は治療
効果を損なわないため手術から90日以内に開始することが勧められる。

設問１９

挙児希望の女性に対して化学療法施行時にGnRHアゴニストを使用することに
ついて、間違っているものを１つ選べ。

１）妊娠・出産率を高める目的で、化学療法施行時にGnRHアゴニストを
使用することは限定的に推奨される

２） GnRHアゴニストによる卵巣機能保護の有用性は、月経回復率では
エビデンスレベルが高い

３） GnRHアゴニストによる卵巣機能保護の有用性は、妊娠率や挙児獲得率
ではエビデンスレベルに不確実性がある

４）妊孕性温存方法である受精卵凍結、卵子凍結、卵巣凍結とともに、
GnRHアゴニストの使用はオプションとして提示されるべきである

設問１９

挙児希望の女性に対して化学療法施行時にGnRHアゴニストを使用すること
について、間違っているものを１つ選べ。

正解 4）妊孕性温存方法である受精卵凍結、卵子凍結、卵巣凍結とともに、
GnRHアゴニストの使用はオプションとして提示されるべきである

解説 妊娠・出産率を高める目的で、化学療法施行時にGnRHアゴニストを
使用することは限定的に推奨されている。GnRHアゴニストによる卵巣機能
保護の有用性は、月経回復率ではエビデンスレベルが高いが、妊娠率や挙児
獲得率では不確実性が残るためである。妊孕性温存手法として胚・卵子凍結
に取って代わる手法ではないが、これらの手法が選択されない場合には検討
されるべき手法である。

設問２０

卵巣過剰刺激症候群（OHSS）について、間違っているものを１つ選べ。

１）卵巣過剰刺激症候群（OHSS）は、排卵誘発後に腹部膨満感があり、
卵巣腫大、腹水・胸水貯留を引き起こす疾患である

２）GnRHアンタゴニストを併用した排卵誘発では卵巣過剰刺激症候群
（OHSS）が起こりやすいため、一般的にはGnRHアゴニストを併用
することが推奨される

３）卵巣過剰刺激症候群（OHSS）予防目的に、カベルゴリンを投与する
ことを勧める

４）卵巣過剰刺激症候群（OHSS）のリスク因子は、若年、低体重、
多嚢胞性卵巣症候群、高卵巣予備能による調節卵巣刺激による採卵数
の増加などである
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設問２０

卵巣過剰刺激症候群（OHSS）について、間違っているものを１つ選べ。

正解 2）GnRHアンタゴニストを併用した排卵誘発では卵巣過剰刺激症候群
（OHSS）が起こりやすいため、一般的にはGnRHアゴニストを
併用することが推奨される。

解説 卵巣過剰刺激症候群は、主にゴナドロピン療法後に卵巣の嚢胞性腫大
をきたし、全身の毛細血管透過性亢進により血漿成分がサードスペースへ漏
出し、循環血液量減少、血液濃縮、胸・腹水貯留が生じた状態である。日本
産婦人科学会の調査によると発生頻度は重症型が0.8-1.5%である。
GnRHアゴニストを併用した排卵誘発では卵巣過剰刺激症候群（OHSS）が起
こりやすいため、一般的にはGnRHアンタゴニストを併用することが推奨され
る。また予防目的に、カベルゴリンを投与することを推奨されている。
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がん・生殖医療専門心理士の資質向上を志向した研修体制の構築

小テスト解説（心理）

小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化
及び適切な長期検体温存方法の提案に向けた研究（20EA1004）

研究①がん・生殖医療における心理教育プログラムの開発と介入の効果検証

研究代表者 鈴木直

独協医科大学埼玉医療センターリプロダクションセンター
がん・生殖医療専門心理士 小泉智恵先生

音声・動画は含まれておりません。各自スライドをお読みください。

設問１２

小児、思春期・若年がん患者の妊孕性温存に関する記述として最も適切
なものを１つ選べ。

１）妊孕性温存を医学的に正しく理解すれば意思決定葛藤は軽度か
ほとんど生じない

２）妊孕性温存を希望する患者はがん治療を遅らせて温存した方が精神的
健康を保持できる

３）妊孕性温存に挑戦したが温存できなかった場合医療者は患者に声を
かけずそっとしておくことが有効だ

４）妊孕性温存で意思決定ガイドを用いた心理カウンセリングは意思決定
葛藤を早期に軽減できる

設問１２
小児、思春期・若年がん患者の妊孕性温存に関する記述として最も適切なものを１つ選べ。

正解 ４）
１：医学的に正しく理解しても葛藤は強くなる傾向がある。
２：妊孕性温存治療はがん治療を遅らせないことが前提である。
３：温存できなかった場合本人が拒否しなければ気持ちを整理したりがん治療に向けた

心の準備をしたりする方が望ましい。

解説 意思決定ガイドを用いた妊孕性温存の心理カウンセリングを実施すると実施直後、
1カ月後も意思決定葛藤が統制群に比べて有意に軽減され、12カ月後も軽減された状態
が継続した（Ehrbar, 2019, 2021）。早期に葛藤軽減されれば意思決定が早期に可能に
なり、妊孕性温存を適切な時期に受けやすくなる。Ehrbarの心理カウンセリングでは、
心理士が医療情報の整理だけでなく患者の葛藤やパートナーとの関係性、ソーシャルサ
ポートなどもオンラインツールを用いて取り扱った。

Ehrbar V, Urech C, Rochlitz C, Zanetti Dällenbach R, Moffat R, Stiller R, Germeyer A, Nawroth F, Dangel A, 
Findeklee S et al: Randomized controlled trial on the effect of an online decision aid for young female 
cancer patients regarding fertility preservation. Human reproduction 2019, 34(9):1726-1734.
Ehrbar V, Germeyer A, Nawroth F, Dangel A, Findeklee S, Urech C, Rochlitz C, Stiller R, Tschudin S: Long-
term effectiveness of an online decision aid for female cancer patients regarding fertility preservation: 
Knowledge, attitude, and decisional regret. Acta obstetricia et gynecologica Scandinavica 2021, 
100(6):1132-1139.

設問１３

小児、思春期・若年がんサバイバーの妊孕性に関する記述として正しいも
のを１つ選べ。

１）がんサバイバーの大多数は凍結精子を利用して顕微授精を行う

２）がんサバイバーは恋人・パートナーに妊孕性低下可能性を打ち明ける
困難がある

３）がんサバイバーは健康上の問題から特別養子縁組・里親制度を利用
できない

４）がんサバイバーの提供卵子による体外受精での妊娠率は、がんでない
不妊患者と比べて概ね半分程度である

設問１３
小児、思春期・若年がんサバイバーの妊孕性に関する記述として正しいものを１つ選べ。

正解 ２）
１：国内外で凍結精子を使用するがん患者の割合は10-20%程度である。
３：特別養子縁組・里親制度はがん経験によって利用を制限していない。
４：提供卵子を使用した妊娠率は、がんサバイバー60.4%、非がん64.5%で有意差がない

（Luke, 2016）。

解説 がんサバイバーは妊孕性に関する懸念を抱いている。がんサバイバーの妊孕性に関する懸念尺度
（女性版RCAC尺度: Gorman, 2014, 2019。男性版RCAC-M尺度:Gorman, 2020）には、次の６つの
下位尺度がある；Fertility potential、Partner disclosure、Child’s health Personal health、
Acceptance、Becoming pregnancy。欧米では信頼性妥当性が確認されているが、日本語版の作成、
信頼性妥当性の確認は現在調査中である（小泉, 発表準備中）。

Gorman JR, Su HI, Pierce JP, Roberts SC, Dominick SA, Malcarne VL: A multidimensional scale to measure the
reproductive concerns of young adult female cancer survivors. Journal of cancer survivorship : research and
practice 2014, 8(2):218-228.
Gorman JR, Pan-Weisz TM, Drizin JH, Su HI, Malcarne VL: Revisiting the Reproductive Concerns After Cancer
(RCAC) scale. Psycho-oncology 2019, 28(7):1544-1550.
Gorman JR, Drizin JH, Malcarne VL, Hsieh TC: Measuring the Multidimensional Reproductive Concerns of Young
Adult Male Cancer Survivors. Journal of adolescent and young adult oncology 2020.
Luke B, Brown MB, Missmer SA, Spector LG, Leach RE, Williams M, Koch L, Smith YR, Stern JE, Ball GD et al:
Assisted reproductive technology use and outcomes among women with a history of cancer. Human reproduction
2016, 31(1):183-189.

設問１４

がん患者の心理支援に関する記述として最も適切なものを1つ選べ。

１）乳がん患者の不安、抑うつに対して心理療法の効果量は中程度である

２）がん患者の心理支援は認知行動療法が最適である

３）妊孕性温存の心理支援は意思決定ガイドなしで実施しても効果に差がない

４）がん関連posttraumatic stress symptomsはAYA世代で約65%である
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設問１４
がん患者の心理支援に関する記述として最も適切なものを1つ選べ。

正解 １）
２：メタアナリシスで認知行動療法と心理教育療法が最適であった（Guarino, 2020）。
３：妊孕性温存の心理支援は意思決定ガイドを用いると葛藤が軽減できる

（前出Ehrbar参照）。
４：AYA世代（15-39歳）がん患者151人のPTSS（Post-Traumatic Stress Symptoms）

を調べた研究 によると、中等度以上のPTSSはがん診断から6か月後39.1%、
12カ月後44.4%であった（Kwak, 2013）。

解説 最新のシステマティックレビューとメタアナリシスによると、乳がん患者の不安、抑
うつに対する心理療法として最終的に抽出された45本の文献についてメタアナリシスを行っ
た結果、全体的な効果量は中程度であった（Guarino, 2020）。

Guarino A, Polini C, Forte G, Favieri F, Boncompagni I, Casagrande M: The Effectiveness of
Psychological Treatments in Women with Breast Cancer: A Systematic Review and Meta-
Analysis. Journal of Clinical Medicine 2020, 9(1).
Kwak M, Zebrack BJ, Meeske KA, Embry L, Aguilar C, Block R, Hayes-Lattin B, Li Y, Butler M,
Cole S: Prevalence and predictors of post-traumatic stress symptoms in adolescent and
young adult cancer survivors: a 1-year follow-up study. Psycho-oncology 2013,
22(8):1798-1806.
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がん・生殖医療専門心理士の資質向上を志向した研修体制の構築

小テスト解説（小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業）

小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化
及び適切な長期検体温存方法の提案に向けた研究（20EA1004）

研究①がん・生殖医療における心理教育プログラムの開発と介入の効果検証

研究代表者 鈴木直

分担者 奈良和子

亀田総合病院 がん・生殖医療専門心理士 奈良和子

音声・動画は含まれておりません。各自スライドをお読みください。

これまでの日本の現状と事業概要

2

＜背景＞

⚫ 若年者へのがん治療によって主に卵巣、精巣等の機能に影響を及ぼし、妊孕性が低下することは、
妊娠・出産を希望する患者にとって大きな課題である。妊孕性温存療法として、胚（受精卵）、
未受精卵子、卵巣組織、精子を採取し長期的に凍結保存することがあるが、高額な自費診療とな
るため、特に若年のがん患者等にとって経済的負担となっている。

⚫ 一方で、妊孕性温存療法のうち、未受精卵子凍結や卵巣組織凍結については、有効性等のエビデ
ンス集積が更に求められている。

⚫ 経済的支援に関しては、独自に妊孕性温存療法の経済的支援を行う自治体は増えてきているもの
の、自治体毎の補助の格差もあることから、国による支援が求められていた。

⚫ 令和３年４月より、小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業として、助成事
業が創設された。

〈事業概要〉

⚫ 妊孕性温存療法にかかる費用負担の軽減を図りつつ、患者から臨床情報等を収集することで、妊
孕性温存療法の有効性等のエビデンス創出や長期にかかる検体保存のガイドライン作成など、妊
孕性温存療法の研究を促進するための事業を令和３年度から開始する。

⚫ 有効性等のエビデンスの集積も進めつつ、若いがん患者等が希望をもって病気と闘い、将来子ど
もを持つことの希望を繋ぐ取り組みの全国展開を図る。

事業の対象とする妊孕性温存療法について

3

国内・海外において妊娠・出産に至った臨床実績が一定程度ある。
＊受精卵凍結は事実婚関係にある者も対象

事業の対象とする妊孕性温存療法について

4

⚫ 制度の趣旨を踏まえ、所得制限は設けない。

⚫ 助成対象となる費用については、妊孕性温存療法に要した医療保険適用外費用の額を上限とする。

⚫ 胚（受精卵）凍結、未受精卵子凍結、精子凍結及び精巣内精子採取については、１患者あたり２
回まで助成可能とする。

⚫ 卵巣組織凍結については、１患者あたり組織採取時（１回）及び当該組織の再移植時（１回）の
計２回まで助成可能とする。

⚫ 受精卵凍結が正常に行えなかった場合も対象とする。

⚫ 異なる療法を受けた（例：受精卵凍結と未受精卵凍結を行った）場合であっても、合計で２回を
上限回数とする。

⚫ １回の採卵周期に行った療法で、一部を受精卵凍結、一部を未受精卵凍結した場合には、１回の
治療とみなし、助成上限額は35万/回とする。

⚫ 卵巣組織を採取する１回の手術で、一部の未受精卵を採取して、卵巣組織と未受精卵、または受
精卵を凍結した場合には、１回の治療とみなし助成上限額は40万とする。

⚫ 妊孕性温存療法を実施した際に、必要な凍結保存に関わる初回分の費用は対象となるが、初回以
降の凍結更新料など維持に関わる費用は対象外とする。

対象者の要件について

5

� 対象とする方の年齢上限は、男女ともに43歳未満。（妊孕性温存診療を開始時）
� 年齢下限については制限を設けない。低年齢の患者については、がん治療医と生殖医療医による
医学的な判断を慎重に行うとともに、できる限り本人やその代諾者（保護者）への説明を丁寧に
行った上で実施の決定を行う、などの配慮を行うこと。

� 対象疾患は悪性腫瘍に限定せず、臨床的に適切な判断の下で、以下の治療を受ける必要があると
認められる者とする。

⚫ 「小児、思春期・若年がん患者の妊孕性温存に関する診療ガイドライン」（日本癌治療学会）の
妊孕性低下リスク分類に示された治療のうち、高・中間・低リスクの治療。

⚫ 長期間の治療によって卵巣予備能の低下が想定されるがん疾患：乳がん（ホルモン療法）等
⚫ 造血幹細胞移植が実施される非がん疾患：再生不良性貧血等
⚫ アルキル化剤が投与される非がん疾患：全身性エリテマトーデス等
⚫ 診療ガイドライン及びリスク分類については、新たに得られた知見に基づき、定期的に更新する
こと。

⚫ 妊孕性温存療法は原疾患の治療中及び治療後に施行した妊孕性温存療法も対象とする。

✓ 子宮摘出が必要な場合など、本人が妊娠できないことが想定される場合は対象外とする。

対象者の要件について

6

⚫ 妊孕性温存療法を行うことによる原疾患の治療の遅れ等が、生命予後に与える影
響が許容される状況でのみ実施すること。

⚫ 生命予後に与える影響を評価するため、原疾患担当医師と、生殖医療を専門とす
る医師（妊孕性温存療法を担当する医師）の両者により検討が行われることを要
件とする。

＜説明と同意＞

⚫ 本人による書面同意、または未成年患者の場合は代諾者（保護者）による書面同
意とする。

⚫ 未成年患者についても十分な説明をする（インフォームドアセントを含む）こと。

⚫ 未成年患者が妊孕性温存療法を受けた場合、成人（１８歳）に達した時点で、本
人の凍結保存継続の意思を確認し、改めて本人から文書による同意を取得するこ
と。
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実施医療機関の要件について

7

⚫ 都道府県でがん・生殖医療の連携ネットワーク体制が構築されてい
ることを要件とする。（＊がん・生殖医療の連携ネットワークとは、
各都道府県におけるがん治療施設、生殖医療施設及び行政機関の連
携体制のこと。）

⚫ 妊孕性温存療法実施医療機関（検体保存機関）は、日本産科婦人科
学会の医学的適応による未受精卵子、胚（受精卵）および卵巣組織
の凍結・保存に関する登録施設（日産婦の要件が変更された為、新
たに申請が必要）又は日本泌尿器科学会が指定した施設であり、か
つ都道府県が指定した医療機関（＊検体保存機関と連携する医療機
関において卵巣組織等の採取を行うことは可能）

⚫ 原疾患の治療実施医療機関と連携して、患者への情報提供・相談支
援・精神心理的支援を行うこと。

日産婦の指定要件について

8

日本産科婦人科学会 妊孕性温存療法
実施医療機関（検体保存機関）の施設認定要件

妊孕性温存療法の有効性などの検証について

9

＜収集する臨床情報等の項目＞
⚫ 原疾患の診断等に関する基本項目、原疾患治療に関する項目、実施した妊孕性温存療法に関する項目を含

むこと。
⚫ フォローアップ期間については、原疾患の転帰情報、妊娠・出産に関する項目、保存検体の保管状況に関

する項目を含み、保存検体の追跡可能性を確保すること。
⚫ 事業実施に伴い、必要に応じて収集項目を拡張する。
＜臨床情報等の収集・管理＞
⚫ 妊孕性温存療法実施医療機関が、定期的（年１回以上）に患者をフォローアップして、自然妊娠を含む妊

娠・出産・検体保管状況等の情報を収集すること。
⚫ 日本がん・生殖医療学会が管理する日本がん・生殖医療登録システム（JOFR）に妊孕性温存療法実施機

関が臨床情報等を入力すること。
⚫ 今後は、患者が直接入力する仕組みとする。
＜主要なアウトカム＞
⚫ 有効性・安全性等の評価にあたり、以下の項目を主要なアウトカムとする。
⚫ 妊孕性温存療法毎、保存期間毎の妊娠・出産に至る割合（有効性）
⚫ 妊孕性温存療法を受けた患者の原疾患治療成績、生殖補助医療の合併症（安全性）
⚫ 有効性・安全性等にかかる評価結果を踏まえ、検体保存や各種妊孕性温存療法にかかるガイドラインにつ

いては、新たに得られた知見に基づき、定期的に更新することとする。

設問１

女性の妊孕性温存療法で、最も治療期間が短いものを１つ選べ。

１）未受精卵子凍結

２）受精卵凍結

３）卵巣組織凍結

４）GnRHagonistによる卵巣休眠療法

設問１

女性の妊孕性温存療法で、最も治療期間が短いものを１つ選べ。

答え ３）卵巣組織凍結

解説 卵巣組織凍結は月経周期が無い、経腟採卵が出来ない乳幼児でも
可能。腹腔鏡にて行い最も治療期間が短い方法である。

設問２

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業において、対象
とする者の年齢制限について正しいものを１つ選べ。

１）男女共に43歳未満

２）男性は50歳未満、女性は45歳未満

３）男女共に45歳未満

４）男女共に40歳未満
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設問２

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業において、
対象とする者の年齢制限について正しいものを１つ選べ。

答え １）男女共に43歳未満

解説 高齢での妊娠・出産は様々なリスクがあること、本事業は小児・
AYA世代の患者への対策であることから、凍結保存時の年齢制限を設け
た。

設問３

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業において、助成
の対象とする疾患について、間違っているものを１つ選べ。

１）再生不良性貧血

２）子宮がんによる子宮摘出

３）全身性エリテマトーデス

４）乳がんのホルモン療法

設問３

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業において、
助成の対象とする疾患について、間違っているものを１つ選べ。

答え ２）子宮がんによる子宮摘出

解説 本人が妊娠できないことが想定される場合は対象外とする。

設問４

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業において、
妊孕性温存療法にかかる助成について、正しいものを１つ選べ。

１）所得制限がある

２）妊孕性温存療法に要した医療保険適応外費用の額を上限とする

３）凍結保存の更新料も助成される

４）妊娠の為の凍結配偶子を使用しての治療費も助成される

設問４

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業において、
妊孕性温存療法にかかる助成について、正しいものを１つ選べ。

答え ２）妊孕性温存療法に要した医療保険適応外費用の額を上限とする

解説 初回分の凍結保存にかかる経費は対象となるが、凍結保存の更新・
維持にかかる経費は対象外となる。

設問５

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業において、
妊孕性温存療法にかかる助成回数について、正しいものを１つ選べ。

１）１回のみ

２）２回まで

３）それぞれの方法を２回まで

４）３回まで
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設問５

小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業において、
妊孕性温存療法にかかる助成回数について、正しいものを１つ選べ。

答え ２）２回まで

解説 受精卵、未受精卵、精子凍結については１患者あたり２回まで助
成可能とする。受精卵と未受精卵凍結、異なる治療を受けた場合であっ
ても合計で２回を上限とする。受精卵凍結など正常に行えなかった場合
も対象とする。１回の採卵周期に行った治療を１回と定義する。

設問６

妊孕性温存療法ごとの助成上限額について、間違っているものを１つ選べ。

１）受精卵凍結35万

２）未受精卵子凍結20万

３）卵巣組織凍結45万

４）精巣内精子採取35万

設問６

妊孕性温存療法ごとの助成上限額について、間違っているものを１つ選べ。

答え ３）卵巣組織凍結45万

解説 正しくは40万。

がん・生殖医療専門心理士の資質向上を志向した研修体制の構築

小テスト解説

「小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業に関する都道府県説明
会」厚生労働省健康局がん・疾病対策課 令和3年3月10日・11日資料より抜粋

小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化
及び適切な長期検体温存方法の提案に向けた研究（20EA1004）

研究①がん・生殖医療における心理教育プログラムの開発と介入の効果検証

研究代表者 鈴木直

分担者 奈良和子
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【参加者の習得度（主観的評価）の記入に
ついて】
研究参加前を0として、解説動画の視聴や
資材の読み込み、チェックリストの自習を
行った後の自らの習得度を主観的に5段階
で評価してください。

ねらい 患者役ロールプレイ場面 客観的評価 参加者の習得度

1

カウンセ
リングの
導入と合
意

挨拶、カウンセラー自己紹介
乳腺の先生から、抗がん剤をする前に妊
孕性温存するか決めてほしいと言われ、
こちらを紹介された。
妊孕性温存について詳しく聞かないと、
どう考えたらいいのか分からないので話
を聞きたい。

０ ・ １ ・ ２ 0 ・ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4

3
精神面の
アセスメ
ント

寝る前にネットで色々検索して、余計不
安になって眠れなくなる。仕事は手術か
ら休んでいるから、いつもと生活は違
う。親に相談しても心配をかけるから、
これから先の事を一人で考えてしまう。

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

4 ０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

5 ０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

＊ロールプレイ終了後にGoogleフォームにアクセスしてチェック項目・対応ポイントについて、客観的評価と参加者の習得度（主観的評価）の入力をお願いします。

事前情報に間違いがないか、患者に妊娠歴、子どもの有無なども
確認する。
夫の年齢、結婚してどれくらいか等、婚姻状況について確認す
る。
月経周期や婦人科既往について尋ねる。

「お子さんについてはどの様にお考えになっていたのですか?」
患者、パートナーそれぞれの子どもを産み育てることの想いや、
家族（双方の親）の考え等について伺う。

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４
患者の状況に沿う言葉をかけ、がん罹患やがん治療、妊孕性の問
題に関するお気持ちを伺う。心理ケアする言葉をかけ、関係を構
築する。

精神面についてアセスメントし、話を聞いたり、理解できる状態
であるか確認する。

現在の心身の状態について確認する。
がん・生殖医療の意思決定ができる状態かを判断する。

【説明資材について】
全部の資材を使用しなくてもよく、必要な資材を選択してください。
全部を読み上げる必要はなく、文言は自由に変えてもらって構いません。

【客観的評価の記入基準について】
0:触れなかった・話題にでなかった・間違った情報を提供した場合
1:チェック項目や対応ポイントとして示したことが一部不足していた場合
2:チェック項目や対応ポイントを満たしていた場合

チェック項目 対応ポイント

カウンセラーの自己紹介、役割を説明し、今回のカウンセリング
の構造について説明する。患者がどのような経緯で紹介されてき
たのか、カウンセリングのニーズを伺い、がん・生殖医療につい
て説明を受けたいか確認する。

「お気持ち的にも大変な状態だと思うのですが、がんの治療と将
来の妊娠出産について、今日これからお話しさせていただいても
大丈夫ですか?」等、説明の希望があるか確認する。

【チェック項目・対応ポイントについて】
このチェックリスト項目は順番通り行わなくても構いません。患
者の応答に沿って進める方が自然な流れになります。
ロールプレイ場面ごとにチェック項目や対応ポイントがあります
が、重複してしまう対応もあるので、全体を通して各項目や対応
ポイントが含まれるように行っていただければと思います。

【このチェックリストのねらい】
がんの病状、がん治療計画、妊孕性温存のメリット・デ
メリット、費用、夫婦の希望など総合的な視点から患者
自身が捉えなおし、意思決定するために必要な項目をあ
げています。チェック項目に触れることで患者は自覚的
になり、意思決定が可能となると思われます。心理士が
医療情報の理解を補完し患者の意向を伺いながら意思決
定に導いていけるかが課題となります。

2 心理ケア

手術前の話では、抗がん剤はしなくて済
みそうだと言われていたのに…リンパ節
に転移してて、思ったより進行している
のかなって不安で…。
ホルモン療法だけで済むかと思っていた
のに…抗癌剤が必要だって言われて…

社会・生
殖面のア
セスメン
ト

夫は同じ年36歳。35歳で結婚して１
年。妊活を始めていた。
夫婦ともに正社員。
子どもは、二人以上欲しいと思ってい
る。

患者の年齢、婚姻状況、子どもの有無、患者の生殖機能の状態に
ついて確認する。

がん告知前に患者は、子どもを産み育てることについてどのよう
な希望を持っていたのかを確認する。

6
患者のが
ん治療状
況確認

術前の結果より悪くて驚いちゃって、主
治医に妊活してて子どもが欲しいと話し
たら、まず妊孕性温存について相談して
と言われてきただけで…詳しくは…

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

7
妊孕性低
下の理解
度の確認

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

8
医療情報
の補完

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

9
医療情報
の補完

抗癌剤治療をすると、生理が戻らなくな
ることもあるんですね。

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

10
がん生殖
医療の情
報提供

卵ってどうやって採るんですか? ０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

11

がん生殖
医療の情
報提供と
支援

妊孕性温存治療をしたら、がんへの影響
はありますか?

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

12
がん生殖
医療の情
報提供

絶対に一人は子どもが欲しいのですが、
受精卵凍結の妊娠率はどのくらいです
か?
乳がん治療後に、妊娠・出産しても大丈
夫ですか?赤ちゃんに影響があります
か?

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

P14妊娠の可能性を残す方法、P15体外受精の流れ、P16卵巣刺
激法のスケジュール、P18体外培養/凍結保存、P19卵巣組織凍
結の資材を使って説明（読み上げるでも可）する。

P17の資材等を使用して、ホルモン感受性陽性乳がんの卵巣刺激
によるリスクを説明する。がんへの影響を不安視している患者に
対応するために、P16の資材を使用してレトロゾール（アロマ
ターゼ阻害薬）法、ランダムスタート法の説明を行う。（自身の
専門性や役割に応じて説明の強弱があってもよい。）

P20の妊孕性温存方法のメリットデメリットの表を用いて情報を
整理し、患者の心配や質問にも対応しながら理解を補う。
妊娠率の質問については、P18の資材を使用して説明し、妊孕性
は年齢や卵子の質が影響すること、妊孕性温存は妊娠を保証する
ものではないことを伝え、生殖医療に対する過度な期待を調整す
る。生殖医療は確実さを保証できず、不確実なものに対して負担
を負っても試してみるか意思決定を支援していく。
がん治療後の妊娠・出産については、P21を使用して説明する。

各妊孕性温存方法によるメリット・デメリットを整理し、患者か
らの質問・心配などについても対応しながら理解を深める。

P12.13資材を使用し医療情報を提供する。患者が理解したこ
と、わからないこと、疑問などを整理する。

がん・生殖医療で扱われるホルモン療法の影響について、一般的
医療情報について、患者の治療計画を考慮して説明する。患者の
理解不足や情報提供が足りない部分は、情報を補う。

がん・生殖医療で扱われる化学療法の影響について、一般的医療
情報について、患者の治療計画を考慮して説明する。患者の理解
不足や情報提供が足りない部分は、情報を補う。

妊孕性温存方法について説明する。
患者からの質問・心配などについても対応しながら、理解を補
う。

患者自身が、がんの状態、がん治療計画についてどう理解してい
るか確認する。
「化学療法をいつまでに開始しなければいけないと言われていま
すか?」など、妊孕性温存の猶予期間について医師から話があっ
たか確認する。現時点で分かっていること、分かっていないこと
を整理する。

医師からどういう説明があったか伺い、患者がどのように理解し
たかを確認する。
患者が理解したこと、わからないこと、疑問などを整理する。

ホルモン療法中の加齢による妊孕性の低下、ホルモン療法中の妊
娠は催奇形性がありできないことについて説明する。
(患者の理解の確認や質問の受付は、項目8.9をまとめて行って
もよい。皆さんのやりやすいやり方で行ってください。)

患者のがんの状態や治療計画について伺い、患者の理解を確認す
る。

各妊孕性温存療法によるリスクについて説明し、患者の理解を深
める。
ホルモン受容体陽性乳がんの卵巣刺激によるリスクを説明する。

がん治療が妊孕性へ与える影響について、医師からの説明内容を
伺い、患者の理解を確認する。

13
がん生殖
医療の心
理支援

ホルモン療法は5年～10年て言われてい
るけど、私はいつ妊娠できるのでしょう
か?

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

14
経済面の
アセスメ
ント

それぞれの方法でどのくらいお金がかか
るのですか?それ以外に、どんな費用が
生じますか?

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

15 心理支援
仕事も休んでいて、がん治療と妊孕性温
存にお金もかかるし、経済的に心配で
す。

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

16
意思決定
支援

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

17 ０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

18 ０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

術後ホルモン療法は５年以上のタモキシフェン内服が推奨されて
おり、ホルモン療法を中断は、予後に有害な影響を及ぼす可能性
がる。ホルモン療法を中断しての妊娠の安全性についてエビデン
ス（POSITIVE試験の結果）はまだ出ていない。（これらの医療
情報の説明は、専門心理士の地域性や役割に応じて説明の強弱が
あってもよい。）
患者の体を第一に考えるならば、治療をしっかりやることが一番
大切である。同時に、子どもを産み育てることは年齢も関係して
くることなので悩ましい。乳がん治療を続けていく中で妊娠・出
産を焦る気持ちが出てくることがあり、今後も妊娠・出産につい
て相談ができることを伝える。
P22を参考に、施設によって料金設定が異なり、使用する薬剤の
種類や量によって違ってくること。凍結時費用だけでなく、更新
料が毎年かかること、凍結したものを使用して妊娠を試みる移植
等に費用がかかることを説明。
2021年4月に国からの助成金が開始され研究促進事業として行
われていることをP23を使用して説明。助成金を申請するなら
ば、日本がん・生殖医療学会が管理する「がん・生殖医療登録シ
ステム(JOFR)」に患者の臨床情報を入力する事になっており、
患者自身もここにアクセスして状況を入力更新する必要があるこ
とを伝える。

P24.25を参考に、患者のニーズに合わせて情報提供する。全部
読み上げなくてもよく、患者の状況に合わせて案内する。

「がん治療することになって、お子さんについてのお気持ちは変
わりましたか?」「妊孕性温存のリスクなど聞いて、お気持ちは
どうですか?」等の言葉をかけ、患者の心配や気持ちの変化を確
認する。

ホルモン療法を中断して妊娠を試みても良いのか?という質問に
は、患者が妊娠の時期をどう思っているのか伺う。ホルモン療法
の中断や妊娠の許可については、主治医とよく相談するように伝
える。

「ご家族やパートナーに妊孕性温存の話はされましたか?」「何
とおっしゃっていましたか?」「何か心配されていましたか?」
等、夫や家族の意向について確認する。
妊孕性温存について夫の協力は得られそうか、相談できる人がい
るか等、社会的サポート状態について確認する。

「夫に自分の意向を伝えられそうですか?」「将来に関わる大事
なことなので、ご家族でオープンに話し合うことをお勧めしま
す」等の言葉を用い、夫や家族と相談することを勧める。相談し
にくいという場合は、どのように伝えるか話し合う。

心理社会
的アセス
メントと
心理支援

乳腺科医から受精卵凍結の話があったと
夫に伝えましたが、夫は乳がんの事がわ
かってから子どもの話はしてこない。乳
がん治療をしっかりやってほしいと言っ
ている。
母親にはちらっと話をした。がん治療に
影響がないならば温存したらどうかとい
われた。

家族やパートナーの妊孕性温存についての理解や協力等、社会的
サポートについてアセスメントする。

妊孕性温存に関する家族やパートナーの意向を確認し、患者の希
望を伝えられ、夫や家族と相談できるように支援をする。

各妊孕性温存方法の費用について説明し、患者の経済面のアセス
メントを行う。
患者の状況や希望に合わせて、経済的支援の情報提供をする。

がん・生殖医療以外の不安はないか、がん治療中の生活上の心配
などについて確認し、安心してがん治療に取り組めるように支援
する。必要に応じて社会資源を紹介する等のフォローを行う。

がん治療後に子どもを産み育てることについての心配や気持ちの
変化が生じていないか確認する。

19 心理教育 妊孕性温存をしない人もいますか? ０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

20
意思決定
支援

０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

21 心理支援 ０ ・ １ ・ ２ ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４

P27を参考に、妊孕性温存についての医療情報を整理する。患者
の希望を明確にしていく。
妊孕性温存はがん治療を遅らせず、限られた時間内で行うことに
なっていることを伝え、夫と相談したあと、患者がどう動いたら
いいか確認する。

今後もケアや支援が必要な場合の相談先や相談ルートを説明し、
継続した支援が受けられるようにする。

子どもを持つ方法についてP26を参考に心理教育的に触れ、興味
や質問があれば対応する。がん治療後に妊孕性・生殖についての
悩みが生じる可能性があることを伝え、今後、様々な機関でも相
談できることを伝える。

心理教育的に子どもを持つ方法、人生の多様性について情報提供
し、患者の状況に応じて対応する。

医療情報や状況を整理して、妊孕性温存の希望を明確にする。温
存希望の場合はがん・生殖医療の見通しを整理する。

今後の支援のあり方について説明して面談を終了する。
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がん・生殖医療専門心理士の資質向上を志向した研修体制の構築

ロールプレイ解説

小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化

及び適切な長期検体温存方法の提案に向けた研究（20EA1004）

研究①がん・生殖医療における心理教育プログラムの開発と介入の効果検証

研究代表者 鈴木直

亀田総合病院 がん・生殖医療専門心理士 奈良和子

このファイルには動画が埋め込まれています。データ量が重いため、
動画の部分は各自再生していただき、それ以外はスライドをお読み
ください。

● 令和3年4月より、がん患者などの妊孕性温存療法に対する経済的支援が始まりました。あわせ

て、妊孕性温存療法の有効性等の評価も行う「小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法

研究促進事業」が開始されています。妊孕性温存療法実施医療機関の施設認定要件では、患者

への情報提供、相談支援、精神心理的支援を行うことが条件となり、その担い手として、が

ん・生殖医療専門心理士の文言が加わっています。がん・生殖医療専門心理士は、高度な専門

性をもつ認定資格だと関連学会・厚生労働省に認知されており、活躍を期待されています。

● 皆様それぞれの臨床の場では、所属施設・相談体制の違い、心理士に求められる役割の違い等、

臨床の場に即した心理士のスタンスがあると思います。ですが、がん・生殖医療専門心理士の

専門性を担保するため、患者の求めに応じて提供できる一定の医療知識と心理支援技術を持つ

必要があります。本研究は、一定水準の専門性の質を提供できるように研修体制を構築するこ

とを目的にしています。

● 本研究ではロールプレイで使用する説明資材を提供しています。チェックリストや解説動画を

参考に、説明資材に書き込んだり、自分が話しやすい言葉に置き換えたりして、臨床で使える

説明資材と妊孕性温存の意思決定支援のスタイルを作り上げることを目指しましょう。

せ2

がん・生殖医療専門心理士のみなさま
研究の目的

3

研究参加同意

ロールプレイ

日時の決定

1回目の小テスト実
施

解説動画の視聴

2回目の小テスト
ロールプレイ実施

チェックシート回答

QI 候補評価フォーム
入力

● 参加希望者は郵送にて同意書提出

● 参加者に基礎データ、1回目小テストをWEB上で回答いただく

● 2回目小テスト⇒ロールプレイ⇒チェックリスト回答

🞐 QI解説資料とQI候補評価フォーム入力案内を送付

🞐 チェックシート回答後、質疑応答

🞐 メールか電話にて、小テスト1回目とロールプレイ実施予定
日を決定

🞐 1回目小テスト終了後、ロールプレイ予定日3週間前に資料送
付

🞐 小テストとロールプレイの解説動画、チェックリスト、ロー
ルプレイ資材をギガファイル便で送る

● ロールプレイ終了から3日以内に、QI候補評価フォームに回答

🞐 郵送にて研究案内、研究計画書、同意書を対象者に送付

● 解説動画の視聴とロールプレイ資材、チェックリストの自習

がん・生殖医療専門心理士のみなさま
研究の流れ図

がん・生殖医療専門心理士のみなさま
研究の流れ説明

4

● 参加同意書を返送いただきますと、研究分担者よりメールまたは、お電話にて研

究参加予定日の調整を行います。

● 1回目の小テスト（２０問）をWEB上でご回答いただきます。

● 1回目の小テスト終了後、ロールプレイ予定日3週間前に、ギガファイル便にて研
究資料をお送りします。

● それらをご覧になり、自習して頂きます。説明資材とチェックリストを理解して

使いこなすには、ある程度の時間が必要になりますので、なるべく早くお目通し

頂き、自習をしていただけたらと思います。

● ロールプレイ実施日は、まず、前回と同じ小テストをWEB上でご回答いただき
ます。その後、ロールプレイを行い、WEB上でチェックシートにご回答いただ
きます。

● チェックシートの回答が終わりましたら、希望者に質疑応答を行います。

● ロールプレイから3日以内に、QI（診療の質指標）の解説資料をご一読いただき、
QI候補評価フォームにご回答をお願い致します。

チェックリストについて

5

● このチェックリストは妊孕性温存についての意思決定をするために必要

な項目をあげています。全てのバリエーションに対応しているわけでは

ございませんが、がん・生殖医療の標準的対応の一部を言語化したもの

です。

● チェック項目に触れることで患者自身が、がんの病状、がん治療計画、

妊孕性温存のメリット・デメリット、費用、夫婦の希望など総合的な視

点から捉えなおすことができ意思決定を支援が可能になると思われます。

● このチェックリスト項目は順番通り行わなくても構いません。患者の応

答に沿って進めていただく方が自然な流れになります。

● ロールプレイ場面ごとにチェック項目や対応ポイントがありますが、重

複してしまう対応もあるので、全体を通して各項目や対応ポイントが含

まれるように行っていただければと思います。

資材について

6

● 各自でスライド画面をA４横に印刷してご使用ください。ロールプレ

イ中に患者（カメラ）に指し示す等で使用します。

● 資材の文言を全部を読み上げる必要はなく、説明は自由に行っても

らって構いません。

● 資材の使用について解説で示していますが、ロールプレイの場面で

ご自身が使いやすい資材を選び追加して、患者に必要と思われる説

明を行ってください。

● 全部の資材を使用しなくても構いません。

● ロールプレイは、チェックリストを見ないで行います。事前によく

自習して頂き、ご準備ください。
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● 3６歳 既婚 乳がん

● 3か月前に受けた乳癌検診で精査となり、総合病院を受診した。

● 乳がんStageⅡＡ（Ｔ２Ｎ０Ｍ０）術前検査の画像上では転移無し。

● 乳がんの治療方針は、手術先行、ホルモン療法5年以上、化療するかは手術

の病理結果による。

● 手術ではリンパ節転移が見つかった。術後治療は化療が必要となり、妊孕性

温存について主治医から話があった。

● 「子供が欲しくて妊活を始めたばかりだったのに…」と患者は涙を流す。

● 「妊孕性温存について、もっと詳しく話を聞きたい」と希望され、乳腺科医

より、がん・生殖医療専門心理士に紹介された。

● 意思決定支援に必要な患者の情報は、ロールプレイの中で聞き取りながら進

めて下さい。

7

患者情報
①カウンセラーの自己紹介、役割を説明し、今回のカウンセリングの構造について
説明する。
患者がどのような経緯で紹介されてきたのか、カウンセリングのニーズを伺い、
がん・生殖医療について説明を受けたいか確認する。

8

②患者の状況に沿う言葉をかけ、がん罹患やがん治療、妊孕性の問題に関するお気
持ちを伺う。心理ケアする言葉をかけ、関係を構築する。

● ①の自己紹介、役割、カウンセリングの構造については、皆さんそれぞれ

の臨床の場に沿って説明をお願いします。

● ①②については、「妊孕性温存は、がんと生殖の両方の医療が関係するの

で難しく感じますよね」「妊孕性温存は患者さんのお考えで決めることな

ので、みなさんとても悩まれます」と感情をノーマライズして、「これか

ら、がんと妊孕性温存のお話をしながら、医療の情報を整理して

● 一緒に考えていきましょうと」と相談意欲や目的を共有できると

よいでしょう。

チェック項目に沿って解説していきます。

③精神面についてアセスメントし、話を聞いたり、理解できる状態である
か確認する。

9

● 精神面のアセスメント

・睡眠、食欲、活動性（興味・意欲）等を聞くのが一般的。

・早急に治療を開始するために妊孕性の相談をしなければいけない患者さんの場

合、発熱や痛みがあることもあるので、体の状態も確認するとよいでしょう。

● 現在の心身の状態について確認し、がん・生殖医療の意思決定ができる状態か

をアセスメントします。

・抑うつで頭が働かない、不安で考えられない等の場合は、パートナーや家族同

伴で再度相談の場を設定する等の配慮をする。

・キーワードや図をかきながら説明する。後で見返せる冊子を渡すなど工夫をさ

れるとよいでしょう。。

妊孕性温存のカウンセリングを受けた後も、妊孕性温存の知識に乏しい。
評価スコアでの正答率は５０％（Balyhazar;2010）

渡邉先生の場合
チェック項目①②③をコンパクトにまとめて行っています

10

④患者の年齢、婚姻状況、子供の有無、患者の生殖機能の状態について確
認する。

11

● 夫婦それぞれの年齢、職業、結婚してどれくらいか、子供の有無、妊

娠既往や不妊治療歴等について確認し、そこから生理周期や婦人科既

往など、生殖機能のアセスメントが出来るとよいでしょう。

● 夫婦それぞれの子供を産み育てることの想いや、双方の親の考え等に

ついて伺えると良いでしょう。

⑤がん告知前に患者は、子供を産み育てることについてどのような希望を
持っていたのかを確認する。

橋本先生の場合

一部音声の乱れがございますが、流れをご覧ください。

12
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⑥患者のがんの状態や治療計画について伺い、患者の理解を確認する。

13

● 患者自身ががんの状態や治療計画をどう理解しているかを確認する。

・がん治療の計画を確認すると、妊孕性温存のタイミングや猶予期間を推

察できます。（例：術前化学療法だと、がん治療を急いている可能性、

妊孕性温存する期間が短いことが推察できます。）

・化学療法するか？抗癌剤の種類を確認する。薬剤名によって妊孕性低下

のリスクを推察できます。

● 現時点で分かっていること、分かっていないことを整理しましょう。

ポイント
このロールプレイでは、術後化学療法を推奨されているため、

「いつまでに化学療法を開始しなければいけないと言われてい
るか？」と尋ね、妊孕性温存の猶予期間について医師に確認す
ることが大事になります。

⑧がん・生殖医療で扱われるホルモン療法の影響について、一般的医療情報につい
て、患者の治療計画を考慮して説明する。患者の理解不足や情報提供が足りない
部分は、情報を補う。

14

● がん治療が妊孕性へ与える影響について、医師からどういう説明があったか

伺い、わからないこと、疑問などを整理する。

● P9を使用し、女性の妊孕性と個人差について説明するとよいでしょう。

⑦がん治療が妊孕性へ与える影響について、医師からの説明内容を伺い、患者の理
解を確認する。

● P11.12.13を使用して説明するとよい。

患者の理解度の確認や質問の受付は、⑧、⑨とまとめて行ってよいです。
使用する抗癌剤の種類が分からない場合が多いので、医師に尋ねる
ように助言すると良いかと思います。

⑨がん・生殖医療で扱われる化学療法の影響について、一般的医療情報について、
患者の治療計画を考慮して説明する。患者の理解不足や情報提供が足りない部分
は、情報を補う。

● P10を使用し、ホルモン療法による妊孕性への影響について説明するとよい。

⑩妊孕性温存方法について説明する。

患者からの質問・心配などについても対応しながら、理解を補う。

15

● P14の妊娠の可能性を残す方法についてお話し、それぞれの方法をP15、16、

18、19などを使って説明する。地域性や患者の状態によって忖度しないで、

3つの温存方法について情報提供するようにしましょう。

⑪各妊孕性温存療法によるリスクについて説明し、患者の理解を深める。
ホルモン受容体陽性乳がんの卵巣刺激によるリスクを説明する。

● P17の資材等を使用して、ホルモン受容体陽性乳がんの卵巣刺激によるリス

クを説明する。

● 癌への影響を不安視している患者に対応するために、P16の資材を使用して

レトロゾール（アロマターゼ阻害薬）法、ランダムスタート法の説明を行う。

（自身の専門性や役割に応じて説明の強弱があってもよい。）

16

● 妊孕性温存のカウンセリングがない場合や妊孕性温存費用などで経済的

困難がある場合に、妊孕性温存の意思決定に際して患者が強い葛藤を感

じたという報告。（Mersereau JE et alCancer2013）

● 妊孕温存の知識が浅い担当者、心理専門職でない担当者、時間が不十分

で、質問する機会がないというネガティブなカウンセリング体験によっ

て、妊孕性温存の自己決定に後悔が多くなるという報告（Bastings L et 

al,；Human reproduction2014）があります。

● がん・生殖医療に関りがない専門心理士、どちらかの領域の専門心理士

の方も、妊孕性温存の最新の知識を更新し、いつでも対応できるように

準備をしておきましょう。

● このロールプレイやチェックリストは専門心理士が

習得しておいた方よい内容を含めて作成しています。

渡邉先生の場合
妊孕性温存療法によるリスクについて説明

17

⑫各妊孕性温存方法によるメリット・デメリットを整理し、
患者からの質問・心配などについても対応しながら理解を深める。

18

● P20妊孕性温存方法のメリット・デメリットの表を用いて情報を整理し、患

者の心配や質問にも対応しながら理解を補う。

ポイント 妊孕性は女性の年齢や卵子の質が影響する。妊孕性温存は
妊娠を保証するものではない事を伝え、生殖医療に対する
過度な期待を調整する。生殖医療は確実さを保証できず、
不確実なものに対して負担をおっても試してみるか意思決
定を支援していくのが専門心理士の役割である。

● 妊娠率の質問については、P25の資材（右上）を使用して説明

● がん治療後の妊娠・出産については、P２８を使用して説明

・受精卵（胚）はご夫婦が別れたり、どちらか一方が受精卵（胚）の使用を反対した

場合は、子宮内へ移植することができません。卵子凍結を併用する方もいます。

・日本では本人以外の子宮内に戻すことは認められていません。
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渡邉先生の場合

各妊孕性温存方法によるメリット・デメリットの整理

19

⑬ホルモン療法を中断して妊娠を試みても良いのか？という質問には、患者が妊娠

の時期をどう思っているのか伺う。ホルモン療法の中断や妊娠の許可については、
主治医とよく相談するように伝える。

20

● ホルモン療法の中断については、妊孕性温存の意思決定の際に患者からよく尋ねらる質問

です。患者にとって何歳で妊娠・出産できるのか、その年齢が子どもを産み育てられる年

齢なのかは重要な問題となります。ホルモン療法は長期間に及ぶため、温存後にも、こう

いった相談を受けることがあるため、チェックリストに加えることになりました。

● 術後ホルモン療法は再発を抑えるため5年以上推奨されており、ホルモン療法を中断するこ

とは再発リスクと乳癌死亡リスクを上昇させると言われている。ホルモン療法を中断して

の妊娠の安全性について、まだエビデンス（POSITIVE試験の結果）は出ていない。

患者の体を第一に考えるならば、治療をしっかりやる
ことが一番大切である。同時に、子供を産み育てるこ
とは年齢も関係してくることなので悩ましい。乳がん
治療を続けていく中で妊娠・出産を焦る気持ちが出て
くることがあるので、今後も妊娠・出産について相談
ができる事を伝えましょう。

⑭各妊孕性温存方法の費用について説明し、患者の経済面のアセスメント
を行う。患者の状況や希望に合わせて、経済的支援の情報提供をする。

21

● P23妊孕性温存療法の助成についてを用いて説明をする。

ポイント

・研究促進事業として行われるため、日本がん・生殖医療学会が管
理する、「がん・生殖医療登録システム、JOFR」に患者の臨床
情報を入力する事になっています。患者さん自身もアクセスして
状況を入力して更新していく事になります。

・自治体によっては独自の助成があることがあるので、居住地の最
新情報を確認してください。

・国の助成では更新料や妊娠に関する治療費の助成はありません。

● P22妊孕性温存方法の費用を用いて説明をする。

ポイント
・妊孕性温存の費用に幅があるのは、施設によって料金設定が異
なり、使用する薬剤の種類や量によって違ってくること

・凍結時費用だけでなく、凍結保存維持費（更新料）が毎年かかる
・凍結したものを使用して妊娠を試みる時、移植等に費用がかかる
ことを説明しましょう。

⑮がん・生殖医療以外の不安はないか、がん治療中の生活上の心配などに
ついて確認し、安心してがん治療に取り組めるように支援する。必要に
応じて社会資源を紹介する等のフォローを行う。

22

● P24.25を参考に、患者のニーズに合わせて情報提供する。全部読み

上げないでよく、患者の状況に合わせて案内できるとよいでしょう。

● 今回は経済面の心配が語られましたが、他には抗癌剤による副作用

についての心配を語ることが多くみられます。また、職場や友人に

癌治療のことを伝えるか、伝えないか、周囲の人との付き合い方の

悩みもみられます。

がん・生殖医療だけではなく、がん治療中の患者が抱える悩みとその

対処についても考えておくとよいでしょう。

渡邉先生の場合
がん治療中の生活上の心配などについて

23

⑯がん治療後に子供を産み育てることについての心配や気持ちの変化が生
じていないか確認する。

24

● 「がん治療することになって、お子さんについてのお気持ちは変わりましたか？」「妊孕

性温存のリスクなど聞いて、お気持ちはどうですか？」等の言葉をかけ、患者の心配や気

持ちの変化を確認する。

⑰家族やパートナーの妊孕性温存についての理解や協力等、社会的サポー
トについてアセスメントする。

⑱妊孕性温存に関する家族やパートナーの意向を確認し、患者の希望を伝
えられ、夫や家族と相談できるように支援をする。

● 「ご家族やパートナーに妊孕性温存の話はされましたか？」「何とおっしゃっていました

か？」「何を心配されていましたか？」等、夫や家族の意向について確認し、妊孕性温存

について夫の協力は得られそうか、他に相談できる人がいるか等社会的サポート状態につ

いて確認する。

● 夫や家族と相談することを勧め、相談しにくいという場合は、どのように伝えるか話し合う。

● 夫や家族との面談機会があった方がいいかを確認し、希望があれば対応できることを伝える

と良いでしょう。
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⑲心理教育的に子供を持つ方法、人生の多様性について情報提供し、患者
の状況に応じて対応する。

25

● 妊孕性温存は患者の意思、自由な考えで決めていただくものです。専門心理士は、

患者が考えるために必要な医療情報や時間を提供し、対話により自身の考えを明

確にしていく過程を支援します。

● 知らなかったという後悔を減らし、後になっても患者自身でも考えていけるよう

に偏りない情報提供を心掛ける必要があるのではないかと考えます。

● 妊孕性温存したくてもできなかった、温存しないという選択をする方もいますの

で、P26の子供を持つ方法も広く伝え、人生の多様性についても心理教育的に触

れるのが良いと思われます。

● 本ロールプレイでは患者の状況や興味や質問に応じて対応してください。

生殖に関する希望や悩みは患者の年齢や生活状況、ライフスタイルなどの影響を

受け変化するものであり、今後も相談できることを伝えましょう。

⑳医療情報や状況を整理して、妊孕性温存の希望を明確にする。温存希望
の場合はがん・生殖医療の見通しを整理する。

26

● P27を使用し、妊孕性温存についての

医療情報を整理しながら、患者の希

望を明確にしていきましょう。左側

の医療情報を、これまでの相談を振

り返り専門心理士がまとめていくと

よいでしょう。

● ロールプレイの流れの中で、家族の

気持ちや考えを伺えていなかった場

合でも、右側を尋ねることでチェッ

クリストの内容を漏れなく拾えるの

ではないかと思われます。
27

谷村先生の場合

妊孕性温存の医療情報の整理と意思決定支援シートの使用について

27

渡邉先生の場合
妊孕性温存はがん治療を遅らせず、限られた時間内で行うことになってい
ることを伝え、夫と相談したあと、患者がどう動いたらいいか具体的に確
認するとよいでしょう。

28

㉑今後の支援のあり方について説明して面談を終了する

29

● 質問、相談をしたい時の連絡先を明確に伝える。

● 他職種、他機関への紹介など連携が必要な場合は、患者に連絡方法を

伝え、専門心理士からも事前に連絡を入れておくようにしましょう。

● 患者が継続した支援が受けられるように、それぞれの専門心理士の臨

床の場の体制の整備や連携強化をお願いします。

評価についてご協力ください

ロールプレイ実施後にチェック項目・対応ポイントについて、

2つの視点を用いて、 WEBにて評価をお願い申し上げます。

30

● ロールプレイの客観的評価

チェック項目・対応ポイントについて3段階で評価

０：触れなかった・話題にでなかった・間違った情報を提供した場合

１：チェック項目や対応ポイントが一部不足していた場合

２：チェック項目や対応ポイントを満たしていた場合

● ご自身の習得度

習得度を５段階で評価する主観的評価

研究参加前を０として、解説動画の視聴や資材の読み込み、チェックリストの自習を

行った後の自らの習得度を主観的に5段階で評価してください。
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がん・生殖医療専門心理士の資質向上を志向した研修体制の構築

QI（Quality Indicator；診療の質指標）説明資料

小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化

及び適切な長期検体温存方法の提案に向けた研究（20EA1004）

研究①がん・生殖医療における心理教育プログラムの開発と介入の効果検証

研究代表者 鈴木直

亀田総合病院 がん・生殖医療専門心理士 宮川智子

音声・動画は含まれておりません。各自スライドをお読みください。

1

がん・生殖医療専門心理士のQI開発
QI作成のご協力のお願い

ロールプレイ研修にご参加頂きありがとうございました。

引き続き皆様のご協力を頂き、がん・生殖医療専門心理士のQI（診療の質指標）を

作成したいと考えています。

【目的】

⚫ がん患者の個々の状態に応じた、適切で質の高い支援ができるような研修体制の

構築のため

⚫ がん・生殖医療専門心理士が活動するそれぞれの地域や施設で、がん患者と家族

への心理社会的援助を均てん化するため

2

⚫ QI評価を行うことにより、診療における問題点を明らかにすることができる。またQIを認識

することによって、患者に提供する医療の質の改善につながることが期待される。

⚫ QIの内容は様々な研究データを元に候補を作成、それらの中から専門家の意見の一致（コン

センサス）を得られたものが採用される。ガイドラインが医療の進歩とともに改訂されるの

と同様、QIも改定されていく。現在では様々ながん種のQIが設定・公開されている。

⚫ できたかどうかの結果の判定のためのものではなく、やるべきことをもれなく行っているか

のプロセスについて、現状を把握して振り返り、改善するためのもの。

がん・生殖医療専門心理士のQI開発
QI（Quality Indicator；診療の質指標）とは

定義：診療の質（Quality) を表す指標（Indicator）

目的：改善点を見つけて可視化する

令和３年６月２日 国立がん研究センターがん対策情報センター 東 尚弘先生ご講義より

つまりQIとは、チェックリストを満たさねばならないという「条件」的位置づけではなく、

満たしていれば「質」が高いと言えるという達成目標的なものと言える。

3

⚫ QIは時代のニーズや変化、新たなエビデンスを反映しやすい。

⚫ がん・生殖医療専門心理士の実態調査結果によると、経験年数、臨床の場、診療体制、勤務体制な

どの違いも大きく、専門性を活かしての活動がしにくい心理士も多い。そのため同じ有資格者でも

がん・生殖医療における経験の差があるが、QIは段階的な設定が可能であり、目標点として示すこ

とで資質向上を目指すことができる。

⚫ QIは心理士のおかれている施設や体制に関係なく、地域や対象患者の個別性の影響を受けにくいも

のとなっており、専門心理士としての診療の質を改善し高めることにつながると考えられる。

⚫ 臨床実践後に心理士自身がどの部分の対応が足りなかったかを振り返ることができ、一人でも自己

研鑽に役立てやすい。

⚫ 施設、心理士、体制など多視点のQI作成が可能であり、QIを設定することで、現場の心理士が体制

整備を訴えやすくなることも期待される。

がん・生殖医療専門心理士のQI開発
がん・生殖医療専門心理士におけるQI作成の意義

4

がん・生殖医療専門心理士のQI開発
皆様へお願い

⚫ がん領域においてQIが設定され医療の質の均てん化が図られている中で、心理支援もある

程度可視化することが求められてきています。

⚫ 心理学は「目に見えない心」というものを客観視できるようにするための努力をしてきた

学問であり、「心理士の援助の質」を測るのは困難です。しかしこれまでお示ししたよう

に、QIであれば結果だけを求める条件的な評価ではなく、到達目標と現状の確認として自

身の臨床を振り返り、自己研鑽に役立てることが可能です。

⚫ がん・生殖医療専門心理士の実態調査結果から、経験を積み学ぶ機会が少ないという訴え

がありました。それぞれの臨床の場によっては経験を積むことが難しい中、QIを目標とす

ることで資質向上、均てん化が図れると考えています。

⚫ がん・生殖医療における心理支援についての指標となるガイドライン等は今のところ存在

せず、今回皆様と作成するQIが現段階での指標となります。

そこで、事前に研究班で選定したQI候補の各項目について、がん・生殖医療専門心理士の

標準的な診療として適切か不適切かを9段階で評価して頂くようお願い致します。

5

がん・生殖医療専門心理士のQI開発
QI作成手順

研究班員による
QI候補作成

研究参加者による
QI候補評価

研究班員による
QI採択会議

QIをがん・生殖医療専門心理士へ周知
日頃の自己研鑽に役立てて頂く

皆様にはこの部分
にご協力を
お願い致します。

ガイドラインや論文を元に
QI候補を作成・選定

ロールプレイ終了後3日以内にWEBにてQI候補評価
がん・生殖医療専門心理士のQIとしての適切性を
9段階で評価、コメント

集計を元に、適宜修正を加えながら検討
検討の結果をまとめ、班員が2回目の評価を実施

QI最終決定
2回目評価の集計、採用基準に則り
QI項目の最終案絞り込み
班員の合意を得て最終決定
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令和4年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）

小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制䛾均てん化および適切な長期検体温存方法䛾提案に向けた研究

（20EA0401）

研究①がん・生殖医療における心理教育プログラム䛾開発と介入䛾効果検証 ～がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研究～

令和4年度 鈴木班心理士研究 第1回班会議

がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研修体制䛾構築

2022年9月22日（(木)） 18時～WEB

令和3年～
「がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研修体制䛾構築」

➢ 研究代表者 ＊敬称略

・鈴木直 （聖マリアンナ医科大学）

➢ 研究分担者ならびに協力者

・奈良 和子 （亀田総合病院）

・小泉 智恵 （獨協医科大学埼玉医療センター）

・平山 史朗 （東京ＨＡＲＴクリニック）

・小林 真理子 （放送大学大学院 臨床心理学プログラム）

・塚野 佳世子 （横浜労災病院）

・橋本 知子 （IVFなん䜀クリニック）
・渡邊 裕美 （大崎市民病院）

・宮川 智子 （亀田総合病院総合病院）

・谷村 弥生 （岡山大学病院）

令和4年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
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がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研修体制䛾構築

がん・生殖
医療専門心
理士に関す
る実態調査

•令和2年度
• 2020年4月現在認定されている43名に対する実態調査
•ど䛾ような活動をしている䛾か現状䛾把握
•活動上䛾問題点、困難さ䛾抽出
•専門性が発揮できる効果的な配置・相談体制・研修について考察

がん・生殖
医療専門心
理士䛾資質
向上を志向
した研修体
制䛾構築

•令和3年度
•実態調査を基に研修プログラムを検討
•ロールプレイチェックリスト䛾作成
•がん・生殖医療専門心理士䛾質指標（QI）案䛾作成

がん・生殖
医療専門心
理士䛾資質
向上を志向
した研修体
制䛾構築

•令和4年度
•研究参加者を募り、研修プログラム䛾実施、そ䛾効果を評価
•がん・生殖医療専門心理士䛾質指標（QI）䛾策定
•資質向上䛾ため䛾研修体制䛾提案

令和4年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）

小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制䛾均てん化および適切な長期検体温存方法䛾提案に向けた研究

（20EA0401）

研究①がん・生殖医療における心理教育プログラム䛾開発と介入䛾効果検証 ～がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研究～

がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研修体制䛾構築

令和4年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）

小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制䛾均てん化および適切な長期検体温存方法䛾提案に向けた研究

（20EA0401）

研究①がん・生殖医療における心理教育プログラム䛾開発と介入䛾効果検証 ～がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研究～

がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研修体制䛾構築

2022年4月～8月
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小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制䛾均てん化および適切な長期検体温存方法䛾提案に向けた研究
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研究①がん・生殖医療における心理教育プログラム䛾開発と介入䛾効果検証 ～がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研究～

がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研修体制䛾構築

本
日
䛾
会
議

令和4年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
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研究①がん・生殖医療における心理教育プログラム䛾開発と介入䛾効果検証 ～がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研究～

がん・生殖医療専門心理士䛾資質向上を志向した研修体制䛾構築

研究対象者：研究協力者を除く55名䛾がん・生殖医療専門心理士に案内を送付
研究参加者：27名（28名が同意したが、1名が家庭䛾事情で撤回）
研究参加率：４９％
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0

2

4

6

8

10

12

14

16

0年 1～5年 6～10年

がん・生殖医療専門心理士認定後の年数

（N:27）

66

smuobgy
添付資料9



◆実務経験年数
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◆年間相談件数
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件数＊研究での相談含む

研究参加者にロールプレイ実施後3日以内に、
QI解説資料を読み、QI候補評価フォームを入力いただく

採択基準

中央値７以上䛾も䛾、かつ１～３を付けた
班員が2名以下䛾も䛾

QI候補案１．
がん罹患やがん治療、妊孕性䛾問題に関する患者䛾お気持ちを伺い、心理ケアする言葉をか
けながら患者䛾精神面䛾アセスメントを行い、患者が妊孕性温存について意思決定できる状
態であるか確認する。

➢ 指標な䛾で「お気持ちを伺い」で䛿なく、「気持ちを聞き」でよいと思います。
➢ がん罹患経験（がんに罹患した事）、がん治療、

がんに罹患したことやがん治療、妊孕性に関する患者䛾気持ちを聞き、心理的ケアを行い
ながら患者䛾精神面䛾アセスメントを行い、患者が妊孕性温存について意思決定できる

状態であるか確認する。

適切性集計

コメント
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QI候補案１ 中央値：9

QI候補修正案

QI候補案２．
患者䛾がん䛾状態、がん治療計画、患者䛾年齢、婚姻状況、パートナー䛾有無など身体、医
学、社会的状況をアセスメントする。

➢ 「患者䛾年齢」と䛿、生殖における患者䛾年齢的要因䛾アセスメントという意味合いでしょうか。

➢ 事前情報を得るために、予めアセスメントシートに記載してもらい、面談時に事項に沿って確認す
る。

➢ 身体（医学）的、社会的状況 （バイオ・ソーシャル）？

患者䛾がん䛾状態、がん治療計画、患者䛾年齢、婚姻状況、パートナー䛾有無など、医
学的、社会的状況をアセスメントする。
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QI候補案２ 中央値：9

QI候補案３．
がん治療が妊孕性へ与える影響などについて主治医から䛾説明内容を伺い、患者䛾理解を
確認する。一般的医療情報について、患者䛾理解不足や情報提供䛾不足を補い、患者䛾理
解を深める。

➢ 意味がわからないという訳で䛿ないですが、読んでスッと入ってくる感じで䛿ない䛾で、もう少しシ
ンプルにして䛿どうでしょうか？ 例え䜀、目的「がん治療が妊孕性へ与える影響などについて、
患者䛾知識と理解度を確認する。」として、そ䛾方法・手段として、「主治医から説明を受けた内容
を確認する。」とする方がわかりやすいような気がします。もしく䛿、「患者が主治医から受けた説
明内容を伺い、がん治療が妊よう性へ与える影響などについて䛾患者䛾理解度を確認する」とい
う䛾䛿どうでしょう。

がん治療が妊孕性へ与える影響などについて主治医から䛾説明内容を聞き、患者䛾理解
を確認する。必要に応じて情報を補い、患者䛾理解を深められるように支援する。
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QI候補案３ 中央値：9

QI候補案４．
患者䛿子供を産み育てることについて、ど䛾ような希望を持っていた䛾かを確認し、それが癌
告知により変化したかを確認する。

➢ 「希望」という表現䛿、「望み」という意味あいがあるため、患者が子供を産み育てること
を望んでいたことが前提䛾ように感じられる。「ど䛾ような希望」よちも「ど䛾ような思い」
など䛾表現にした方がいいような気がします。

➢ 「がん告知」 「子ども」

患者が子どもを産み育てることについて、がん告知までどう考えていた䛾か、
それが告知後にど䛾ように変化したかを確認する。
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QI候補案５．
性別による妊孕性について説明し、患者䛾生殖機能䛾状態などについて確認する。

➢ 「性別による妊孕性」という表現、意味䛿わかる䛾ですが、少しわかりづらい気がします。「（それぞ
れ䛾）性別に合わせた妊孕性」とか䛿どうでしょうか？ ただ、性別について䛾表現䛿、難しい䛾で、
もう少し表現に工夫が必要な気もします。

➢ 生殖機能䛾状態と䛿具体的にど䛾ようなことかが加わっていてもよいと思いました

➢ 男性䛾患者にも女性䛾患者䛾妊孕性についても説明するという事でしょうか？また䛿、女性䛾患
者にも男性䛾妊孕性についても説明する？→妊孕性について（生物学的な）性差（ＳＥＸ）について
䛾情報提供を行い・・・・男性䛾患者に男性䛾妊孕性について説明する→「性別による」䛿いらない
かも？もしく䛿、妊孕性䛾（生物学的）性差についてを含めた生殖機能䛾状態？

妊孕性に䛿性差と個人差があることを理解できるように説明し
、患者䛾生殖機能䛾状態について確認する。
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QI候補案５ 中央値：8

QI候補案６．
妊孕性温存療法について情報提供し、患者䛾質問、心配などについて対応しながら理解を深
める。

➢ 医療においてがん・生殖医療専門心理士をどう位置づけるかということによって表現䛿
違うと思いますが、「対応しながら」というより䛿双方向䛾「対話を通して」患者さんが理
解を深められる䛾が心理士ならで䛿䛾仕事と思っております。

➢ 共に考える姿勢的な表現を文言に入れていただけれ䜀と思います。

妊孕性温存療法について情報提供し、患者䛾質問、心配など対話を通して理解を深める。
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QI候補案６ 中央値：9

QI候補案７．
家族、パートナー䛾妊孕性温存について䛾理解や協力など、社会的サポートについてアセスメ
ントする。

➢ 家族、パートナー䛾妊孕性温存について䛾理解や協力など䛾社会的サポート

➢ がん治療と生殖医療を用いた妊孕性温存療法䛾両面について䛾理解䛿パートナーや家族にとっ
て䛿かなり難しいことと思われ、本人から䛾話だけで䛿判断する䛾が難い䛾で䛿ないかと感じまし
た。パートナーに䛿是非本人と一緒に正確な情報提供䛾場を積極的に勧めることが必要で䛿ない
かと思いました。

➢ ロールプレイ䛾ときに、ご主人を「ご主人」、親や義理䛾親を「ご家族」と表現した時に少し違和感
がありました。でもこ䛾場合䛿、親や旦那さん、（子どもも）を含めて䛾家族ということであれ䜀違和
感䛿ないです

家族、パートナー䛾妊孕性温存に関する理解や協力など䛾社会的サポートについてアセ
スメントする。
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QI候補案７ 中央値：8

QI候補案８．
妊孕性温存に関する家族やパートナー䛾意向を確認し、患者が希望を伝えられ、相談できる
ように支援をする。

➢ 「患者が自身䛾思いや意向を伝えて、家族と話し合える場を持てるように支援する」
➢ (意向を確認する䛾䛿患者でしょうか？）
～患者が妊孕性温存に関して、家族やパートナー䛾意向を確認しつつ自分䛾希望を伝え相談できる
ように支援する。
➢ 10 患者䛾がん䛾状態、がん治療、患者䛾背景、家族やパートナー䛾意向など総合的に整理をし
て、患者䛾妊孕性温存䛾希望を明確にする。順番が関係あるなら 10→８䛾順番？

➢ 7と同様妊孕性温存に関する意向を家族やパートナーに確認する。そ䛾上で、
患者が自身䛾思いや意向を伝えて、家族と話し合えるように支援する。
これだと心理士が家族やパートナーに確認することになるため、

患者自身が家族やパートナー䛾意向を確認でき、自身䛾思いや意向を伝えて、妊孕性温
存について話し合えるように支援する。
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QI候補案８ 中央値：9

QI候補案９．
妊孕性温存をしない、できない場合について、心理教育的に人生䛾多様性について情報提供
し、患者䛾状況やニーズに応じて対応する。

➢ 妊孕性温存を行う以外䛾選択肢について情報提供を行い、心理支援や人生䛾多様性
について䛾心理教育を行う。

➢ 妊孕性温存を選択しなかったご夫婦に䛿、改めて心理教育的な情報提供䛾場を作るこ
とが必要で䛿ないかと思いました。

妊孕性温存䛾みならず、様々な家族形成法に関する情報提供を行い、
患者が多様な家族䛾在り方について知識を持てるように支援する。
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QI候補案９ 中央値：9

QI候補案１０．
患者䛾がん䛾状態、がん治療、患者䛾背景、家族やパートナー䛾意向など総合的に整理をし
て、患者䛾妊孕性温存䛾希望を明確にする。

➢ ロールプレイで使用した資材䛾ような紙面を用いて、視覚支援を通して患者と共に確認する。

➢ 患者䛾がん䛾状態、がん治療、患者䛾背景、家族やパートナー䛾意向など総合的に整理をして、
患者䛾妊孕性温存䛾希望を明確にする。（ナンバーも関係あるなら 10→８䛾順番？）

➢ 患者自身ががん䛾状態、治療スケジュール、今後に予想される妊孕性こと、身体的負担や費用等
を記入していただいた方が患者䛾理解度をより正確に確認できる䛾で䛿ないか。

患者䛾がん䛾状態・治療、患者䛾背景、家族やパートナー䛾意向など総合的に整理をし
て、患者䛾妊孕性温存䛾意思を明確にする。
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QI候補案１０ 中央値：9
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QI候補案１１．
妊孕性温存䛾意思決定を支援し、多職種、関係機関と連携する。

➢ 相談機関や役職、チーム名などを紙面でまとめて提示する
➢ 連携䛾目的を入れると良い䛾で䛿…。「がん治療䛾遅れがなく速やかに妊孕性温存が
できるように」など？？？

がん治療に影響を与えないように、限られた時間内で妊孕性温存䛾意思決定を支援し、
多職種、関係機関と連携する。
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QI候補案１１ 中央値：9

QI候補案１２．
生殖に関する希望や悩み䛿患者䛾年齢や生活状況、ライフサイクルなど䛾影響を受け変化す
るも䛾であり、今後も相談できることを伝える。

➢ 素晴らしい研究だった䛾で、個人的意見を書き連䛽てしまいました。
➢ 今後䛾悩みを相談できる社会資源䛾情報提供が必要と思われる。

生殖や家族形成に関する悩み䛿、患者䛾年齢や生活状況、ライフサイクルなど䛾影響を
受け、変化する可能性があることを伝えた上で、今後䛾継続的な心理支援䛾受け方につ

いて説明する。
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QI候補案１２ 中央値：9

がん・生殖医療専門心理士QI作成䛾手順について

① 班員より、QI䛾候補を上げていただく

② QI候補をを評価シートにまとめる

③ 研究参加者が研修プログラムを体験後、QI候補を吟味、適切性について評価する

④ 班員䛾評価をまとめ、検討会議を開催 内容䛾修正を適宜加えながら検討

⑤ 検討会議䛾結果をまとめ、各班員が２回目䛾評価を行う

⑥ 最終集計をして採用基準に則りQIを決定

⑦ 電子メールで回覧し、合意を得て最終決定とする

参考文献：「診療䛾質指標（Quality Indicator）作成䛾基本的考え方と方法」;東尚弘

＜がん・生殖医療専門心理士QI作成䛾手順案＞

中央値７以上䛾も䛾、かつ１～３を付けた
班員が2名以下䛾も䛾

次回会議
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添付資料 10 

「がん・生殖医療専門心理士による妊孕性温存に関する意思決定支援の質指標」 

 
QI 

1 

がんに罹患したことやがん治療、妊孕性に関する患者の気持ちを聞き、心理的ケア

を行いながら患者の精神面のアセスメントを行い、患者が妊孕性温存について意思

決定できる状態であるか確認する。 

QI 

2 

患者のがんの状態、がん治療計画、患者の年齢、婚姻状況、パートナーの有無など、

医学的、社会的状況をアセスメントする。 

QI 

3 

がん治療が妊孕性へ与える影響などについて主治医からの説明内容を聞き、患者の

理解を確認する。必要に応じて情報を補い、患者の理解を深められるように支援す

る。 

QI 

4 

患者が子どもを産み育てることについて、がん告知までどう考えていたのか、それ

が告知後にどのように変化したかを確認する。 

QI 

5 

妊孕性には性差と個人差があることを理解できるように説明し、患者の生殖機能の

状態について確認する。 

QI 

6 

妊孕性温存療法について情報を補い、患者の質問、心配など対話を通して理解を深

める。 

QI 

7 

家族、パートナーの妊孕性温存に関する理解や協力などの社会的サポートについて

アセスメントする。 

QI 

8 

患者自身が家族やパートナーの意向を確認でき、自身の思いや意向を伝えて、妊孕

性温存について話し合えるように支援する。 

QI 

9 

妊孕性温存のみならず、様々な家族形成の在り方に関する情報提供を行い、患者が

多様な家族の在り方について知識を持てるように支援する。 

QI 

10 

患者のがんの状態、治療、患者の背景、家族やパートナーの意向など総合的に整理

をして、患者の妊孕性温存の意思を明確にする。 

QI 

11 

がん治療に影響を与えないように、限られた時間内で妊孕性温存の意思決定を支援

し、多職種、関係機関と連携する。 

QI 

12 

生殖や家族形成に関する悩みは、患者の年齢や生活状況、ライフサイクルなどの影

響を受け、変化する可能性があることを伝えた上で、今後の継続的な心理支援の受

け方について説明する。 

＊これら 12の QIを実践する場合は、公認心理師法に則って行うものとする。 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

認定妊孕性温存ナビゲーターの教育プログラムと啓発による心理支援強化を目指した研究 

 

研究分担者 氏名 小野 政徳 所属名 東京医科大学 役職 准教授 

 

若年がん等患者に対する適切な主治療と妊孕性温存療法の提供について、医療従事者向け教育プ

ログラム作成とその教育効果評価を行った。本研究では、がん等の治療による生殖機能への影響を

説明し、適切な妊孕性温存療法を受けるための施設への紹介を行う、妊孕性温存に精通する医療従

事者を養成するための e-learning 教材を作成した。また、この教材を受講した医療従事者に対し

て、教育効果の評価を行なった。この評価には、受講前、受講直後、および 3ヶ月後のフォローア

ップ調査で構成され、オンライン試験とオンライン質問紙調査が含まれる。 

この e-learning 教材は、がん等治療における生殖機能の保護や回復に関する知識を持つ医療従

事者の育成に貢献した。また、その教育効果についても知識、自信、行動変容の 3点から評価を行

い、有用性を確認した。 

 

研究分担者 

渡邊 知映（昭和大学） 

原田 美由紀（東京大学） 

堀江 昭史（京都大学） 

太田 邦明（東京労災病院） 

高江 正道（聖マリアンナ医科大学） 

 

Ａ．研究目的 

若年がん等患者に対する妊孕性温存に関する、

看護師向けトレーニングコースは教育効果が高く、

患者の妊孕性温存に貢献することが報告された

(Vadaparampil et al, Patient Education and 

Counseling, 2016)。また厚生労働省の発布した

「がん診療連携拠点病院等の整備について」は、

妊孕性温存に関する情報提供と治療に関する患者

-医療従事者間の情報共有の体制整備が求められ

た。これは、がん等患者の妊孕性温存の共同意思

決定を支援するために、医療機関が患者支援体制

を整備する必要があることを示し、妊孕性温存に

関する正確な情報提供ができる医療従事者の教育

と育成が急務である。 

このような状況の下、医療従事者向け妊孕性温

存に関する教育プログラムを作成し、その教育効

果を評価し、質の高い支援や教材を提供すること

で「患者本位のがん医療の実現」に近づくことが

できるよう、本研究を計画した。 

 

Ｂ．研究方法 

医療従事者向けの妊孕性温存に関する知識およ

び共同意思決定支援方法に関する e-learning 教

材を作成した。また、全国の医師、薬剤師、看護

師、助産師、保健師、認定遺伝カウンセラー®等の

医療従事者向けに、受講前、直後、3ヶ月後にオン

ライン試験とオンライン質問紙調査を行い、本教

材の教育効果を評価した。 

 

（倫理面への配慮） 

（１）遵守する倫理指針や法令 

本研究に携わるすべての者は、人を対象とする

全ての医学研究が準拠すべき「世界医師会ヘルシ

ンキ宣言」及び「人を対象とする生命科学・医学系

研究に関する倫理指針」の内容を遵守し、研究を
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遂行した。 

 

（２）個人情報保護の方法 

得られた情報はオンラインによる質問紙調査と

試験結果であり、記入データが収集された時点で、

個人が特定されないように配慮して行った。収集

したデータは漏洩・盗難・紛失等が起こらないよ

う厳重に管理した。研究終了後に資料は破棄する。

また、研究に関わる関係者は、研究対象者の個人

情報保護について、適用される法令、条例を遵守

した。そして学会などで研究結果を公表する際に

は個人が特定できないように配慮した。電子デー

タは研究終了若しくは中断、または論文等が発表

されてから遅い時期から 10年間、その他の研究デ

ータ等は 5年間保存した後、破棄するものとした。 

 

Ｃ．研究結果 

医療従事者向けの妊孕性温存に関する知識およ

び支援方法に関する e-learning教材を作成し、専

用 website へ の ア ッ プ ロ ー ド し た

（ https://singlecast.gakkaitv.net/stream/210

212225）。計 820名の医療提供者がこのプログラム

に参加した。 

受講前テストと受講直後テストの間で平均知識

スコアが増加し、参加者の妊孕温存の診療に関す

る自信が高まった。 さらに、がん等の診療に関わ

る医療提供者の患者に関わる行動にも変化が見ら

れ、患者の婚姻状況と出産歴について尋ねる様に

行動が変化した。 

 

Ｄ．考察 

当初の計画通りに本教材を作成した。また、本

教材の教育効果を評価するオンライン試験と質問

紙調査も施行した。この研究の結果から、妊孕性

に関する知識が不足している、がん等診療に関わ

る医療従事者がおり、妊孕性温存に関するトピッ

クの重要点が取り上げられた本教材のニーズは高

いことがわかった。この結果は妊孕性温存療法に

関する医療従事者教育プログラムが有効であると

いう以前の研究と合致している。また、医療従事

者は、患者と妊孕性に関する問題について話し合

うことが重要であるが、すべての医療従事者が妊

孕性温存の専門家である必要はない。重要なこと

は、妊孕性の懸念を持つ患者を適切な生殖医療施

設に適切に導くことである。 

 

Ｅ．結論 

医療従事者向け妊孕性温存に関する知識および

共同意思決定支援方法に関する e-learning 教材

は、思春期および若年成人のがん等患者とサバイ

バーをケアする医療従事者の妊孕性温存に関する

知識と医療従事者の自信を向上させた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 投稿中 

 2.  学会発表 

 共有意思決定をサポートする認定妊孕性温存ナ

ビゲーターとがん診療連携拠点病院等、小児がん

拠点病院等の整備指針について、小野 政徳、第 13

回日本がん・生殖医療学会学術集会(2023/2/25 埼

玉県さいたま市) 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育プログラムと啓発による心理支援強化を目指した研究 

がん・生殖における遺伝カウンセラーの役割に関する実態調査 

 

片桐由起子 東邦大学医学部産科婦人科学講座 教授 

 

がん患者に対する集学的治療法の進歩に伴って、その治療成績はめざましく向上してきおり、小児・

AYA(Adolescent and Young Adult)世代のがん患者の 5年生存率は 80%にまで達していると報告さ

れている（Erdmann, 2021）。一方、小児・AYA世代がん生存者は、性別にかかわらず性腺機能の低下のリスクが存

在する(van Santen, 2020) 。小児・AYA世代のがん生存者は、妊孕性喪失に対する多岐・長期に渡

る不安と苦悩が強いと報告されており（Gorman,2010）、がん診断時から妊孕性に関する医療情報

を提供し、サポートも行う、多職種連携による支援体制の構築が、がんサバイバーシップ向上の為

に喫緊の課題となっている。多職種連携体制を担う専門職の一つとして、日本人類遺伝学会および日本

遺伝カウンセリング学会により認定されている認定遺伝カウンセラー®が存在する。認定遺伝カウンセラー®

は、周産期領域のみならず、若年発症のがんの背景として代表される家族性がん症候群等の遺伝性腫

瘍に関わるカウンセリングや情報提供においても活躍している。そこで、令和 4 年度は、令和３年に引き

続き厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機

能温存に関わる心理支援体制の均てん化および適切な長期検体温存方法の提案に向けた研究

（20EA0401）：研究代表者 鈴木直において、小児・思春期世代がん患者に対する妊孕性温存療法の

支援体制構築を志向して、認定遺伝カウンセラー®のがん・生殖医療へのかかわりの現状を把握する

ことを目的として、「研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育プログラムと啓発による心理

支援強化を目指した研究研究」を継続した。令和 4年は、日本がん・生殖医療学会に所属する医師

に対して、認定遺伝カウンセラー®にがん・生殖医療に関する情報提供において期待することを追加調

査として実施した。研究内容は Journal of Adolescent and Young Adult Oncologに投稿し、査読

中である。 

 

Ａ．研究目的 

小児・思春期世代がん患者に対する妊孕性温存

療法の支援体制構築を志向して、認定遺伝カウン

セラー®が、がん・生殖医療のカウンセリングや情

報提供に係っていくことを目指し、認定遺伝カウ

ンセラー®のがん・生殖医療へのかかわりの現状を

把握することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

医師が認定遺伝カウンセラーへ希望することを

明らかにする目的で医師対象のアンケート調査も

行った。日本がん生殖医学会に所属する医師（474

名）を対象として、選択式アンケートを 2022年 11

月に WEB 上で行った。本研究は、東邦大学医療センター

大森病院の倫理委員会での承認された研究（令和3年度実施）

（承認番号：M21141）の研究内容の追加として申請し、承認を

得て実施された 

 

Ｃ．研究結果 

がん・生殖医療の情報提供を主に行っている医
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師が認定遺伝カウンセラーにがん・生殖医療の分

野で期待することを知るために医師向けのアンケ

ート調査を行った。回答率は 34％(n=161)。特に

期待することはないは 3％と少なく、遺伝性腫瘍

についてのみならずがん・生殖医療に関連した内

容を認定遺伝カウンセラーが情報提供するように

期待する回答を多く認めた。 

 

Ｄ．考察 

 単一の変異遺伝子を受け継ぐことにより生じう

る腫瘍である、遺伝性腫瘍は、現在、がんのリスク

を一般集団の何倍にも増大させる約 100 種類の遺

伝子が知られている。遺伝性腫瘍の患者は全がん

患者の 5％未満であるが、その遺伝学的基礎の同

定は、本人の治療法の選択や健康管理のみならず、

家系構成員の臨床的管理にも極めて重要である。

日本の認定遺伝カウンセラー総数は 318 名（2021

年 12 月現在）、人口 10 万人あたり 2.5 人であり、

一方、米国の遺伝カウンセラー数は人口 10万人当

たり 18人であり、米国のカウンセラー数に対し少

ない。彼らは主に医療機関で遺伝性腫瘍や出生前

診断などに関する遺伝診療や遺伝カウンセリング

に関わっているが、がん・生殖医療にかかわる情

報提供の担い手としても期待される。 

 

Ｅ．結論 

医師を対象としたアンケートによっても、認定

遺伝カウンセラーが、がん・生殖医療領域へ介入

する期待が高く、特に遺伝性腫瘍患者に対する介

入が期待される。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 タイトル：A nationwide survey aimed at role 

of genetic counselors in oncofertility in 

Japan 

Journal of Adolescent and Young Adult 

Oncologyに投稿 査読中 

 

 2.  学会発表 

 なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 

 2. 実用新案登録 

なし 

 

3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業 

「小児・AYA世代がん患者に対する生殖機能温存に関わる心理支援体制の 

均てん化と安全な長期検体保管体制の確立を志向した研究-患者本位の 

がん医療の実現を目指して（20EA1004）」 

分担研究報告書 

 

がん・生殖医療における人材育成に関する研究（薬剤師） 

 

研究分担者 前沢 忠志 三重大学医学部附属病院高度生殖医療センター 講師 

 

 がん・生殖医療において、患者は短期間に妊孕性温存を実施するかどうかの意思決定を迫られる。

その過程において、医師だけでなく看護師・心理士・薬剤師等のコメディカルの役割は重要である。

その中でも薬剤師は、抗がん剤などの薬剤の毒性、性腺毒性等の知識が豊富であり、患者に正確な

情報を迅速に与えることが期待できる。しかし現在、がん・生殖医療への薬剤師の関りは限定的で

あり、より深く関ることより、患者への情報提供の円滑化や患者の意思決定の助けになることが期

待される。また、化学療法のレジメン作成段階で、性腺毒性について正確な評価ができれば、がん

治療医への妊孕性温存の患者への情報提供について相談することも期待できる。本研究では、薬剤

師と医師のがん・生殖医療における連携の実態を明らかにし、今後の連携の在り方について広く啓

発していくことを目的とする。 

 

Ａ．研究目的 

 がん・生殖医療において、患者は短期間に妊孕

性温存を実施するかどうかの意思決定を迫られる。

その過程において、医師だけでなく看護師・心理

士・薬剤師等のコメディカルの役割は重要である。

薬剤師は、抗がん剤などの薬剤の毒性、性腺毒性

等の知識が豊富であり、患者に正確な情報を迅速

に与えることが期待できる。しかし現在、がん・生

殖医療への薬剤師の関りは限定的であり、より広

い関りが期待される。本研究では、薬剤師と医師

のがん・生殖医療における連携の実態を明らかに

し、今後の連携の在り方について広く啓発してい

くことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

令和 4 年に複数回の班会議を実施し、医師と薬

剤師のがん・生殖医療における連携体制について

本邦の実情を明らかにできる内容について、医師

側、薬剤師側双方についてのアンケートを作成し

た。アンケート内容は、各々の回答から医師・薬剤

師の双方がどのように妊孕性温存をとらえ、各々

に対して何を求めているのか、円滑な連携を構築

する方法について、現状の問題点を明らかに出来

る内容とした。 

本アンケートは、令和 5 年 2 月に、がん診療連

携拠点病院、がん診療連携病院等、がん診療を扱

う医療機関に対してアンケートを送付し、その中

身はがんを扱う各診療科及び薬剤師部門宛てに送

付した。また、医療薬学会の会員向けのメーリン

グリストからもアンケートを依頼し、がん診療病

院に在籍していないが、がん患者に関わる可能性

のある薬剤師も対象とした。回答は、送付もしく

はメールで送付した QR コードよりグーグルフォ

ームへのアンケートに入り、回答する形式とした。 

本アンケート結果をもとに、今後、医師―薬剤

師間の連携に必要なものを本班会議で作成してい
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き、広く啓発していく。 

（倫理面への配慮） 

アンケートは施設に送付するが、回答者は無記

名で回答するため、個人の特定は行われないよう

配慮を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

現在、アンケート結果の収集中であり、結果が

出たのちに報告を行う。 

 

Ｄ．考察 

本アンケートを作成する過程の班会議では、薬

剤師が十分に関与している施設は少ない印象であ

った。薬剤師は、抗がん剤の毒性、性腺毒性に関す

る知識を十分に持ち、抗がん剤レジメンの作成段

階で患者への性腺機能低下のリスクを十分に把握

出来ることで、早期に妊孕性温存が必要な患者を

抽出することができると期待される。そのために、

現状の化学療法レジメン作成や医師のカンファレ

ンスにどれほど薬剤師の参加があるのかを明らか

にする必要があると考えられた。そのうえで、患

者の妊孕性温存への説明に、どの程度薬剤師が関

わっているかを明らかにしていく。また、薬剤師

が性腺毒性についての評価を行う際や患者説明の

際に参考となる情報源についての質問も行い、今

後薬剤師が妊孕性温存に関わる過程で、説明ツー

ル及び検索源の参考になるものが必要だと感じた

ため、本内容についてもアンケートに盛り込んだ。 

令和 5 年度中にアンケートの集計及び公表を実

施し、がん・生殖医療に薬剤師が関わる際の障壁

や連携についての問題点から、今後の薬剤師への

啓発を円滑にするための資材作成等を行っていく

必要がある。 

 

Ｅ．結論 

薬剤師の医師のがん・生殖医療における連携の

実情を明らかにし、全国の薬剤師により妊孕性温

存に関わってもらうことにより、患者が多くの恩

恵を得られることになる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

 

 

 2.  学会発表 

 なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

がん・生殖ナビゲーター看護師（OFNN）の教育プログラムによる心理支援強化を目指した研究 

 

研究分担者 渡邊知映 昭和大学保健医療学部 教授 

 

がん・生殖医療における心理支援を強化することに寄与する人材育成として、がん・生殖ナビゲー

ター看護師（OFNN）の教育プログラムを開発し、その有効性について検証した。教育プログラムは

全１８項目の教材をオンライン受講後、WEBによる事例検討会を行った。参加者 114名において、

知識と実践への自己効力感の向上に長期的な教育効果があることが明らかになった。今後は、がん・

生殖医療において意思決定支援に携わる人材育成と質の向上が求められる。 

 

Ａ．研究目的 

がん・生殖医療における心理支援を強化すること

に寄与する人材育成として、がん・生殖ナビゲー

ター看護師（OFNN）の教育プログラムを開発し、そ

の有効性について検証することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

教育プログラムは２部構成とした。まず、がん・生

殖医療の基礎講座８項目および各がん種と妊孕性

温存療法の適応８項目の e-learning教材とがん・

生殖医療の意思決定の場面のロールプレイ教材を

作成した。全１８項目の教材をオンライン受講後、

WEB による事例検討会を行った。受講対象を 3 年

以上のがん医療・生殖医療に従事経験を有する看

護職として、教育介入を行う前・直後・３か月後の

３時点でのがん・生殖医療に関する知識・態度・実

践の変化について評価を行うことで有効性につい

て検証した。（倫理面への配慮）東京医科大学倫理

委員会での承認を得た(T2021-0300)。 

 

Ｃ．研究結果 

137名（がん医療側 90名、生殖医療 47名）が受講

し、3 回の知識確認テストまで修了した 114 名に

対して受講証を発行した。e-learning教材および

WEB 事例検討会の有用性については、いずれもと

ても・まあ役に立つとの回答が 97.9%と高く、満足

度の高い結果であった。最終的に受講証を発行し

た 114 名において、介入前後での教育効果を検証

したところ、がん・生殖医療の知識を問う平均点

は pre24.5 点、直後 31.4 点、3か月後 30.6 点

（p≦0.001）に向上した。さらに、がん・生殖医療

を実践することへの自己効力感もすべての項目に

ついて、教育介入前に比べて、介入後は有意に上

昇し、その効果は 3 か月後も維持されていた

（p≦0.001）。がん・生殖それぞれの専門分野にお

ける差は認められなかった。 

 

Ｄ．考察 

がん・生殖医療にかかわる看護師を対象とした教

育介入については、知識・実践への自己効力感に

長期的な教育効果があることが明らかになった。

今後は、がん・生殖医療において意思決定支援に

携わる人材育成と質の向上が求められる。 

 

Ｅ．結論 

本プログラムは、がん・生殖医療における看護

職に対する教育効果が検証され、人材育成に有効

であることが示唆された。 

 

Ｆ．健康危険情報 
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  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

 2.  学会発表 

なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

小児・AYA 世代がん患 ならびに家族に対するインフォームドコンセント 

およびインフォームドアセントの方法の検証に関する研究― 

妊孕性温存に関する情報提供用の動画（幼少期編と思春期編）の開発 

 

岩端由里子 聖マリアンナ医科大学医学  診療助手 

鈴木 直 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 主任教授 

 

海外においては、小児・思春期世代のがん患者が妊孕性温存の情報を切望し、妊孕性温存療法実施に

関して自ら意思決定する傾向があるとの報告がある(Quinn, 2011)。一方、本邦においては、妊孕性

温存療法実施に際して保護者の同意を取得し、小児・思春期世代のがん患者に対する情報説明とイ

ンフォームドアセントが十分でないとの報告がある(西村, 2009)。そこで、H29-R1 年度厚生労働化

学研究費補助金がん対策推進総合研究事業研究「小児・AY 世代がん患者のサバイバーシップ向上を

志向した妊孕性温存に関する心理支援体制の均てん化に向けた臨床研究（Ｈ29－がん対策－一般－

008）：研究代表 鈴木直」では、小児・思春期世代がん患患者に対する妊孕性温存療法の支援体制構

築を志向して、小児血液・がんを専門とする医師の情報提供に関する現状を把握し、先行する海外の

支援体制を参考にそのあり方を提案する目的として研究を進めた。そして、「研究③ 小児・思春期の

がん患者とその親に対する妊孕性温存に関する調査研究―妊孕性温存に関する情報提供用の動画

（幼少期編と思春期編）の開発」では、これまで進めてきた、小児・思春期がん患 に対する妊孕性

温存の領域で先進的な医療を提供している欧米の施設への訪問調査や、小児・思春期がん患者を扱

う米国の医療者の意識調査を通じて、本邦における小児・思春期がん患者への妊孕性に関する情報

提供システムの構築を目的に、実態調査と二つの動画開発（幼少期編と思春期編）を行った。そし

て、幼少期編としては、インフォームドアセント取得を目指した卵巣組織凍結に関する動画を作成

し、又思春期編としては、インフォームドアセントからコンセント取得を目指した、小児・AYA 世代

がん患者を対象とした妊孕性温存療法 精子凍結、卵子凍結、受精卵凍結、卵巣組織凍結に関する動

画完成させた。R2-R4 年度の本厚労科学研究班では、まず R2 年度に小児・思春期世代がん患者に対

する妊孕性温存に関する動画を評価し検証することを目的として研究を進めた。最終的に、本動画

（幼少期編と思春期編）を全国のがん診療施設に配布予定としている。 

 

研究分担  

松本公一 （国立成育医療研究センター小児がんセンター） 

池田智明 （三重大学大学院医学系研究科 産科婦人科学） 

平山雅浩 （三重大学大学院医学系研究科 小児科学） 

真部淳  （北海道大学大学院 医学研究院小児科学） 

滝田順子 （京都大学大学院医学研究科 発達小児科学） 

宮地充  （京都府立医科大学大学院医学研究科小児科学） 
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高江正道 （聖マリアンナ医科大学医学  産婦人科学） 

前沢忠志 （三重大学大学院医学系研究科 産科婦人科学） 

岩端秀之 （聖マリアンナ医科大学医学  産婦人科学） 

慶野大  （神奈川県立こども医療センター 血液・腫瘍科） 

 

研究協力  

長祐子  （北海道大学大学院 医学研究院小児科学） 

岩端由里子（聖マリアンナ医科大学医学  産婦人科学） 

 

Ａ．研究目的 

本研究の目的は、小児がん診療拠点病院の医療 

従事者を対象として、H29-R1年度厚労科研鈴木 

班で作成した妊孕性温存に関する情報提供用の動 

画（幼少期編旧バージョンと思春期編）およびに

R4 年度に新規に開発した動画(幼少期編新バージ

ョン)の評価並びに検証を行い、最終的に本動画

（幼少期編と思春期編）を全国のがん診療施設に

配布することである。 

 

Ｂ．研究方法 

H29-R1年度厚労科研鈴木班で開発した妊孕性温存

に関する情報提供用の動画（幼少期編と思春期編）

を、R2 年 12 月〜R3 年 1 月に小児がん拠点病院の

医師、看護師、心理士、CLS動画を視聴してもらい、

「患児にこの動画の視聴を進めたいか 又、診療で

この動画を導入したいか 」に関するアンケート調

査行った。なお、本アンケート調査は、聖マリアン

ナ医科大学生命倫理委員会にて承認を得た（承認

番号 第 4786 号）。 

その結果、幼少期編動画に対するポジティブな意 

としては、「わかりやすかった 66% 」、「小児にも

安心して せることができる 64% 」、「本動画を妊

孕性温存の情報提供や説明する に使用したい

 62% 」、その他は「優しい雰囲気でキャラクター

が可愛い」などであった。一方、幼少期編動画に対

するネガティブな意見としては、「テンポが早い」、

「比喩表現が多くてわかりづらい」、「治療が「悪

 」になってしまっている」、などであった。思春期

編動画に対する意見は、「イラストのタッチが温か

くて良い」、「わかりやすい」、「患の注意を引いて

話の導入がしやすい」、など幼少期編と比べてポジ

ティブなご意見が多かった。 

以上の意見より、幼少期編の動画に大幅な改善を

する必要性があると判断し、R3-4年度に幼少期編

を改変した新規の動画を作成した（幼少期編新バ

ージョン）。R4 年 8月〜R4 年 9 月に小児がん診

療に携わる医師、看護師、心理士、Child Life 

Specialist(以下 CLS)などに動画を視聴してもら

い、「患児にこの動画の視聴を進めたいか 又、診

療でこの動画を導入したいか 」に関するアンケー

ト調査行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は聖マリアンナ医科大学の倫理委員会の承

認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

図１に回答者の特徴を示す。前回同様、57人の医

師、看護師、CLS、心理士などから回答を得た。新

規の幼少期編動画に対するポジティブな意見では、

「わかりやすかった 87% (旧幼少期：66%)」、「小

児にも安心して見せることができる 79% (旧幼少

期：64%)」、「本動画を妊孕性温存の情報提供や説

明する際に使用したい 86% (旧幼少期：62%) 」な

ど、旧バージョンに比較し大幅に改善を認めた。

その他は、「小児にも安心して見せることができる」

（図２参照）、「旧バージョンと比較しわかりやす
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くなった」、「治療に対して明るいイメージが持て

る」などであった。一方、幼少期編動画に対するネ

ガティブな意見では、動画を見ても「妊孕性温存

療法」の理解度は変わらない可能性がある（図３

参照）という意見もあったが、旧バージョンの評

価のような「比喩が多すぎてわかりにくい」など

の意見は大幅に減少した。 

また、H29-R4年度の研究成果を、R4年度に論文化

した。 

 

Ｄ．考察 

新規に作成した動画は、妊孕性温存療法について

より具体的な内容となっており、視聴対象年齢が

旧バージョンと比較し少し高くなった印象である。

旧バージョンは比喩表現が多く、イラストの雰囲

気も鮮やかであるため個人差はあるが３歳程度の

小児から見せることができると推察される。一方、

新バージョンは「卵巣さん」という表現なども含

まれており、５歳以上の小児患者が対象と思われ

る。今後、実臨床での検証を必要とする。 

 

Ｅ．結論 

改変した幼少期版の動画は、旧幼少期版と比較し、

より具体的で簡易な言葉を用いた内容となってお

り、医療従事者の評価でも臨床現場で使用したい

という意見が 86% と高い評価を得ることができた。

今後、本動画を実臨床で患者に視聴してもらい、

患者からの評価や動画の効果に関して検証が必要

である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

1) Ono M, Matsumoto K, Boku N, Fujii N, 

Tsuchida Y, Furui T, Harada M, Kanda Y, 

Kawai A, Miyachi M, Murashima A, Nakayama 

R, Nishiyama H, Shimizu C, Sugiyama K, 

Takai Y, Fujio K, Morishige KI, Osuga Y, 

Suzuki N. Indications for fertility 

preservation not included in the 2017 

Japan Society of Clinical Oncology 

Guideline for Fertility Preservation in 

Pediatric, Adolescent, and Young Adult 

Patients treated with gonadal toxicity, 

including benign diseases. Int J Clin 

Oncol. 2021 Nov 17. doi: 10.1007/s10147-

021-02082-9. Epub ahead of print. 

PMID:34791542. 

2) Yotani N, Shinjo D, Kato M, Matsumoto K, 

Fushimi K, Kizawa Y. Current status of 

intensive end-of-life care in children 

with hematologic malignancy: a 

population-based study. BMC Palliat Care. 

2021 Jun 7;20(1):82. doi:10.1186/s12904-

021-00776-5. 

3) 松本 公一 【移行期医療について考える】移

行期医療の現状と課題について 小児血液・

腫瘍疾患 小児科臨床(0021-518X)74 巻 6 号 

Page664-668(2021.06) 

4) 松本 公一 【希少がん-がん診療の新たな課

題-】希少がん総論 希少がんと小児医療 日

本臨床(0047-1852)79 巻増刊 1 希少がん 

Page124-130(2021.03) 

 

 2.  学会発表 

1) 松本公一、藤崎弘之、小松裕美、米田光宏、平

位健治、加藤実穂、瀧本哲也. 小児がん連携

病院 QI 構造指標の解析からみた小児がん医

療の実態. 第 63 回日本小児血液・がん学会

学術集会 2021.11.25-27 

2) 松本公一 わが国の小児がん医療提供体制と

生殖医療 第 12 回 日本がん・生殖医療学会

学術集会 2022.2.13 名古屋 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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妊よう性温存療法_幼少期編 動画抜粋版 
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妊よう性温存療法_思春期編 動画抜粋版 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

小児科から産婦人科への移行医療の実態把握とその推進に関する研究 

 

鈴木 直 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 主任教授 

 

国立がん研究センター「がん登録・統計」2021によると、小児がんの 10年相対生存率は約 7割

～8割とされ、諸外国では小児がん患者の約 9割が成人を迎えるという報告がある（Blum，1995）。

成人発症のがん患者と大きく異なる点として、小児から成人にかけて心身共に成長する段階がある

ことである。身体の成長に伴い診療科も移行していくことが望ましいと考えられ、小児がんサバイ

バーの移行医療が課題である。2021 年米国で小児がん克服患者に対し治療歴や長期間のフォロー

アップが必要なことを教育するためのツールとして、パスポートを配布することが試みられている

（Murphy，2021）。そのパスポートには患者個人の治療歴のほか、臓器別に今後どの時期に晩期合

併症に対する予防並びに診断のために通院すれば良いかなどが記載されており、患者の教育や医療

従事者の情報共有を円滑にする効果があったと報告されている。諸外国において移行医療について

のシステムは構築されつつある。 

小児がんの晩期合併症には生殖機能への影響があり、小児がん克服患者に対し産婦人科医が関わ

ることは重要なことである。しかしながら、本邦では、小児科と産婦人科の医師や医療従事者間の

移行医療が広く施工されておらず、本領域における後進国になっている。そのため今後、小児がん

患者における産婦人科医への移行医療のシステム構築が必要である。 

本研究では、がんサバイバーシップ向上に資する‟産婦人科への移行医療システム構築”を目指

すため、まず本邦における小児がん患者の移行医療における産婦人科医の関わりの現状を把握する

ことを目的とし、日本産科婦人科学会専攻医指導施設および小児がん拠点病院を対象に、アンケー

ト実態調査を行った。 

本実態調査の結果、予想通り本邦での移行医療システムの構築は不十分であることがあらわにな

り、同時に課題が抽出できた。小児科医向けアンケート結果は日本小児科学会のシンポジウムで発

表し、産婦人科医向けアンケート結果については現在論文投稿中である。令和 5年度は妊孕性温存

についての啓発を継続することに併せ、他科向け用に小児がん患者を診療する上でどのように診療

を行えば良いか示した資材や、小児がん患者のインフォームドコンセントに使用できる資材の作成

を行う予定である。 

 

研究分担者 

真部 淳（北海道大学大学院医学研究院 生殖・発達医学分野 小児科学） 

 

研究協力者 

中村 健太郎（聖マリアンナ医科大学 産婦人科学） 

寺下 友佳代（北海道大学大学院医学研究院 生殖・発達医学分野 小児科学） 
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Ａ．研究目的 

本研究は、小児がん患者の移行医療における産

婦人科医の関わりの現状を把握し、がんサバイバ

ーシップ向上に資する‟産婦人科への移行医療シ

ステム構築”を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

令和 2 年 11月 27 日に、Google meet による 

web 班会議を開催し、「小児科から産婦人科への移

行医療が整備されていない実態があるのではない

か。小児科から産婦人科への移行医療は、妊孕性

温存のほか、女性ヘルスケアの観点からのフォロ

ーアップ、婦人科がん検診などがん予防の普及、

プレコンセプションケアから周産期管理などにも

繋げられるため、重要なことである。まずは移行

医療に関する現状を把握する必要がある。」という

意見があったことから、アンケート調査を実施す

る方針となった。産婦人科医および小児科医の

各々を対象にアンケート調査を行うことにした。 

＜産婦人科医を対象としたアンケート＞ 

【アンケート名】厚労科研鈴木班 移行医療ア

ンケート 

【アンケート期間】令和 4 年 1 月〜令和 4 年 

3 月 

【アンケート対象】日本産科婦人科学会に登録

されている専攻医指導施設 579施設 

 

＜小児科医を対象としたアンケート＞ 

【アンケート名】実態調査（小児がん拠点病院

向け） 

【アンケート期間】令和 3 年 12 月 1 日〜令

和 3 年 12 月 31 日 

【アンケート対象】小児がん診療連携拠点病院

15施設 

 

（倫理面への配慮） 

産婦人科医を対象としたアンケート調査は、聖マ

リアンナ医科大学 生命倫理委員会にて承認を得

た（承認番号 第 5387 号）。小児科医を対象とした

アンケート調査は、北海道大学 医の倫理委員会に

て承認を得た（承認番号 医 21-008）。 

 

Ｃ．研究結果 

Ⅰ.産婦人科医を対象としたアンケート結果。 

回答率 58.7％（340/579施設）。その内、アンケー

トご協力の同意を得られた施設は 339施設。 
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Ⅱ.小児科医を対象としたアンケート結果。 

回答率 100%（全 15施設）。 
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Ｄ．考察 

産婦人科医向けアンケートでは、小児がん患者

に特化した外来を開設している施設は、回答を得

られた施設の内、全国で 10施設（3%）のみであり、

小児科-産婦人科間の移行医療を行っていないと

回答した施設が 293 施設（86%）で大半を占めた。

「小児がん患者を診察したことがある」と回答し

た施設は 137 施設（40%）、その内、比較的診察経

験がある（小児がん患者の紹介をよく受ける、と

きどき受ける）施設は、63施設（18%）であった。

小児がん患者紹介経験のある施設では「特に困っ

たことはない」という回答が最多であったが、小

児科医より十分な説明なく産婦人科受診を指示さ

れていた事例も散見された。 

小児がん患者は「産婦人科に一度受診した方が

良い」という意見があった一方で、「月経異常や不

妊症など症状が出現してから受診すれば良い」と

いった積極的な産婦人科医の関わりは不要である

と考えている産婦人科医の意見もあった。 

紹介理由の多くは、「月経不順」や「不正性器出

血」、「卵巣機能不全疑い」、「妊孕性温存療法」目

的に紹介されていた。実際に小児がん患者を紹介

された施設の内、「どのような対応をすれば良いの

かわからなかった」という回答があり、さらに小

児がん患者を紹介された経験がない施設において

は、「どのようにフォローすれば良いのかわからな

い」と回答した施設が多数あった。 

一方、小児科医向けアンケートでは、成人科へ

の移行医療を積極的に実施している施設は半数以

下であり、移行の流れが定式化された施設は 6 施

設（40%）であった。 

晩期合併症対策として産婦人科に紹介している

施設は 12 施設（80%）であり、積極的に産婦人科

に紹介している施設は 8施設（53%）であった。ま

た、「産婦人科に紹介していない」と回答した施設

が 1施設あった。紹介理由としては、「卵巣機能不

全」、「不妊相談」が大半を占め、産婦人科医向けア

ンケート結果と矛盾なかった。小児科から産婦人

科へ紹介する上で「特に困っていることはない」

と回答した施設が多かったが、小児科-産婦人科間

に障壁が存在すると考えている施設においては

「患者が希望しない」、「産婦人科との連携がない」

という意見があり、「連携がない」と回答した施設

の全てが小児病院であった。 

小児がん患者の紹介先として、卵巣機能不全が

疑われた患者は、10-17 歳は主に小児内分泌科に

紹介され、18歳以降は産婦人科に紹介されている

傾向があった。がん治療による性腺機能障害が起

こる可能性についてどの年齢層においても、80%以

上の施設で“保護者”には「治療前に説明してい

る」と回答した。“患者本人”には、10歳以上にお

いては半数以上が「治療前に説明をしている」と

いう回答であったが、それ以前の年齢では治療前

に説明している施設は 0%であった。 

小児がん患者の診療上、小児科医が産婦人科的

な問題で苦慮した経験は、「月経異常の管理や不正

性器出血」、「卵子・卵巣凍結保存のタイミング」、

「不妊相談」、「ホルモン補充」、「小児病院のため

産婦人科への紹介先がない」が挙げられた。 

産婦人科医向けおよび小児科医向けアンケート

結果を総合的に分析すると、医師側のがん・生殖

分野に関する知識不足や、患者自身への説明不足

ならびに患者自身の病状に関する理解度不足が存

在することがわかった。これらは、小児科-産婦人

科間の連携をスムーズに行うために、まず改善し

なければならない課題である。よって、医師教育

および患者教育が必要であると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

本研究結果を踏まえ、令和 5 年度は、妊孕性温

存についての啓発を継続することに併せ、他科向

け用に小児がん患者を診療する上でどのような診

療を行えば良いか示した資材や、小児がん患者の

インフォームドコンセントに使用できる資材の作

成を行う予定である。 

また、小児科医向けアンケート結果は日本小児
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科学会のシンポウジウムで発表し、産婦人科医向

けアンケート結果は現在論文投稿中である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

 

 2.  学会発表 

寺下友佳代.小児がん患者の移行期医療の現状

と課題, 第 125回日本小児科学会学術集会, 2022

年 4月. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業 

「小児・AYA 世代がん患者に対する生殖機能温存に関わる心理支援体制の 

均てん化と安全な長期検体保管体制の確立を志向した研究-患者本位の 

がん医療の実現を目指して（20EA1004）」 

分担研究報告書 

 

小児がん拠点病院を対象とした webinar開催による啓発活動 

 

研究分担者 前沢 忠志 三重大学医学部附属病院高度生殖医療センター 講師 

 

本邦の小児がん診療施設は、大学病院やこども病院等多岐にわたっている。小児症例の妊孕性温

存療法は、男児ではマスターベーション可能な年齢からの精子凍結、女児には卵巣組織凍結が多く、

初潮後で本人及び家族の希望があれば未受精卵子凍結が選択される。しかし、性交経験のない患者

が多いため、卵巣組織凍結の選択になることが多い。しかし、いずれの治療においても小児患者へ

の説明の難しさがある上に、小児科医の妊孕性に関する知識や認識の持ちようによって、患者へ説

明がされるかどうかが決まる。また、卵巣組織凍結は、全ての都道府県で実施できるわけではなく、

県をまたいで紹介・実施となることも少なくない。そのため、全ての小児がん患者への妊孕性温存

療法の提供体制は十分とはいえない。本研究では、小児がん診療病院での妊孕性温存に関する障壁

等の問題点を明らかにし、小児がん診療病院での妊孕性温存療法を広めることを目的とする。 

 

研究分担者 

 鈴木 直（聖マリアンナ医科大学 産婦人科学） 

研究分担者 

 池田智明（三重大学 大学院医学系研究科 産

科婦人科学） 

 松本公一（国立研究開発法人国立成育医療研究

センター 小児がんセンター） 

真部 淳（北海道大学 大学院医学研究院 小

児科学教室） 

 

Ａ．研究目的 

本邦の小児がん診療施設は、大学病院やこども

病院等多岐にわたっている。小児症例の妊孕性温

存療法は、男児ではマスターベーション可能な年

齢からの精子凍結、女児には卵巣組織凍結（初潮

後で希望があれば未受精卵子凍結）がメインの選

択になる。いずれも小児患者への説明の難しさや

小児科医の妊孕性に関する知識や認識の持ちよう

など、小児がん患者への妊孕性温存療法の提供体

制は十分とはいえない。そのため、小児がん診療

病院での妊孕性温存に関する障壁等の問題点を明

らかにし、小児がん診療病院での妊孕性温存療法

を広めることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

R3年度に実施したアンケート調査により、がん

診療施設と生殖医療施設の連携の不十分さ及び小

児患者への妊孕性温存に関する説明資材の不足と

いう問題点が明らかとなった。そのため、小児患

者用の説明資材を作成し、日本がん・生殖医療学

会のホームページより自由にダウンロード可能と

した。また、本説明資材の認知度の向上及び小児

がん診療施設と生殖医療施設との連携を深めるた

め、全国 7 ブロックをブロック毎に各々の小児が

ん拠点病院から、小児がん診療病院及び生殖医療

施設や行政に対して、妊孕性温存セミナーを実施
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した。セミナー内容は、「小児がん専門医が考える 

がん・生殖医療」「本邦におけるがん・生殖医療の

現状」「小児がん拠点病院での妊孕性温存の課題～

厚労科研研究班実態調査報告～」の３つの講演と、

「各施設における現状と課題」についての 6－9名

のグループディスカッションを実施した後に、各

グループからの発表及び総合討論を実施した。セ

ミナー終了後に、グーグルフォームにてアンケー

ト調査を実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

アンケートは、無記名で回答し、回答者が誰かわ

からないよう配慮した。 

 

Ｃ．研究結果 

(1) 調査回答率 

セミナー参加者数は 641 名で、アンケート回答

者数は 256名であった（回答率：40.0％）。 

アンケート回答者の職種の内訳は、医師（がん

医療）37.1％（95/256）、医師（生殖医療）7.4％

（19/256）、医師（その他）3.9％（10/256）、看護

師 28.9％（74/256）、薬剤師 3.5％（9/256）、臨床

心理士 3.5％（9/256）、遺伝カウンセラー0.8％

（2/256）、チャイルドライフスペシャリスト（CLS）

0.8％（2/256）、ソーシャルワーカー7.8％（20/256）、

その他 9.4％（24/256）であった。 

 

(2) セミナーでのディスカッションの意見 

セミナーでのディスカッション内容で多くの地

域・施設で挙げられたものを以下に示す。 

① 妊孕性温存実施施設が無いことによる説明

不足 

・卵巣組織凍結が出来ない県では、説明が出

来ていない施設あり 

・幼児への説明がなされていない 

・妊孕性温存の実施がされていない 

② 説明資材不足による困難 

・説明資材の不足により説明が困難 

・今後、説明資材を作成予定 

・紹介元での説明が不十分（説明資材不足の

ため） 

③ 男児への説明の困難さ 

・男児への説明の難しさ 

・マスターベーションの説明資材がない 

・説明なしで、がん治療開始 

 

(3) アンケート結果 

① 日常業務でのがん患者への関わり 

 今回の検討では、日常業務でがん患者に関わっ

ているのは、92.2％（236/256）であった。また、

がん患者もしくは患者家族よりがん治療による性

腺機能への影響を受けた経験のある方は、66.8％

（171/256）であった。その中で、がん患者本人か

ら質問を受けた経験があるのは 69.0％（118/171）

で、患者家族から質問を受けた経験があるのは

80.7％（138/171）であった。 

 

② がん治療（抗がん剤と放射線治療）が生殖機能

に与える影響についての説明 

 がん治療を受ける若年がん患者は、自身の治療

が将来の妊娠に与える影響に大いに関心がある。

がん患者に対応する限り、患者や医療者から質問

を受ける機会はある。そのため、がん治療（抗がん

剤治療と放射線治療）が性腺機能に与える影響に

ついての説明可否について評価した。（図１） 

抗がん剤と放射線治療の性腺への影響について

説明出来る度合いは、各々でほとんど同じであっ

た。「詳しく説明出来る」が約 10％、「概ね説明出

来る」が約 40％、「説明出来る」が約 15%、「少し

説明出来る」は約 30％、「全く説明出来ない」が約

5％であった。 
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図１ 

 

③ がん患者もしくは患者家族よりがん治療によ

る性腺機能への影響について質問された場合

の対応 

 ここでは、患者や家族から具体的にがん治療が

性腺機能に与える影響について質問された場合の

対応について評価を行った。（図２） 

 「がん治療医への報告」が最も多く 37.9％

（97/256）で、「生殖医療医への相談」は 28.1％

（72/256）であった。また、「生殖医療医を紹介」

は 16.4％（42/256）であった。一方、「自分で調べ

て答える」との回答は 12.5％（32/256）にみられ

た。 

 

図２ 

 

④ 医療従事者から、がん治療による性腺機能へ

の影響に関する相談 

 がん治療の現場では、医療従事者からがん治療

への性腺機能への影響について相談されることも

多い。ここでは、医療従事者からの質問経験及び

その職種について評価を行った（図３）。 

 医療従事者から質問を受けた経験は、46.5％

（119/256）の方があった。その中で、最も質問を

受けた相手は看護師で 35.9％（92/256）で、次は

がん治療医で 21.9％（56/256）であった。 

 

図３ 

⑤ 講演前に知っていた妊孕性温存療法 

 妊孕性温存に関する認知度を評価するため、講

演会前に知っていた妊孕性温存療法について調査

を行った（図 4）。 

 精子凍結と未受精卵子凍結については、90％以

上の方が認知しており、胚凍結や卵巣組織凍結に

ついては 80％以上の認知度があった。精巣内の精

子採取による精子凍結は 64.5％と認知度は高くな

かった。 

 

図４ 

 

⑥ 妊孕性温存療法の説明及び実施に関する障壁 

 妊孕性温存を広めるために、妊孕性温存につい

て説明や実施をする際に障壁になることについて

評価を行った（図 5）。 

 障壁となるもので、最も多かったのが「説明資

材の不足」で、58.2％（149/256）であった。次は、

「医療従事者の意識や知識不足」で 53.5％

（137/256）あった。また、「がん治療医の意識や知

識不足」（42.2％）や「がん治療医の多忙による説

明不足」（35.9％）も多く挙げられていた。 
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図５ 

 

⑥  妊孕性温存に関する説明資材の利用希望 

 講演会中に案内した小児がん患者向けの説明資

材の利用の希望についての評価を行った。利用の

希望のあった方は、97.3％（249/256）であった。 

 

Ｄ．考察 

全国各グループにおける妊孕性温存セミナーは、

各々の地域において、小児がん診療施設と生殖医

療施設の橋渡しに一定の効果があったと考えられ

た。 

グループディスカッションでは、多職種、多診

療科を織り交ぜてグループを構成したため、大部

分は初めて見るメンバーで、自施設にはない情報

等共有することが可能となった。その中で、多く

の施設の共通の問題点は、患者への説明不足であ

った。妊孕性温存を自施設で行えない場合や、紹

介先が分からない等の理由で紹介されないことや、

説明資材がなく説明の仕方が分からないという意

見がみられた。また、多くの施設で思春期男児へ

の精子凍結の説明をする際に、説明資材がないこ

とやマスターベーションの説明の困難さより、十

分な情報提供が出来ていないという意見が多くみ

られた。 

 がん治療における、化学療法や放射線治療によ

る性腺への影響について、説明出来ると回答した

のは、全体の 60％であり、残りの 40％は少し説明

出来るか全く説明出来ないと回答した。本セミナ

ー参加者は、妊孕性に関する意識の高い方が多く

参加しているが、その中でも 40％の方は性腺への

影響について十分に説明出来ないことがわかった。 

 今回のセミナーでは、班会議のメンバーも各地

域で生の声を聴くことができ、非常に有用なセミ

ナーであったと考えられる。また同時に、各ブロ

ック毎に異なる問題点も抱えており、各々の地域

にあった啓発活動が必要であることが再認識され

た。 

 

Ｅ．結論 

今後、各ブロックでの定期的なセミナーや、よ

り地域のニーズに合った啓発活動を進めることで、

本邦での妊孕性温存を受けるための医療格差を小

さくできる可能性があることが示唆された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

Tadashi Maezawa, Nao Suzuki, Hiroki Takeuch

i, Chikako Kiyotani, Keishiro Amano, Dai Kei

no, Hiroyuki Okimura, Mitsuru Miyachi, Maki 

Goto, Seido Takae, Akihito Horie, Junko Taki

ta, Haruhiko Sago, Masahiro Hirayama, Tomoak

i Ikeda, Kimikazu Matsumoto. Identifying Iss

ues in Fertility Preservation for Childhood 

and Adolescent Patients with Cancer at Pedia

tric Oncology Hospitals in Japan: J Adolesc 

Young Adult Oncol. 2022 Apr;11(2):156-162. 

 

 2.  学会発表 

 なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 
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 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

生殖機能を温存できなかった・しなかった患者の心理支援のあり方に関する研究 

 

鈴木 直 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 教授 

山谷 佳子 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 臨床心理士 

妊孕性温存の不欲求、不可能の患者に対する効果的な心理支援は世界的にまだ実施されていな

い。そこで、がん治療時に妊孕性温存という選択肢を選べなかった、または自らの意思で選択しな

かったがん経験者に、がん治療後の妊孕性やセクシャリティに関するインタビュー(半構造化面接)

を実施する。主観的体験の語りを質的帰納的に分析することで、ライフステージにおける長期的な

妊孕性にまつわる心理的プロセスを明らかにすることを目的とする。結果から、生殖機能温存がで

きなかった患者の多様な背景や心理状態を把握し、喪失と共に歩む心理支援のあり方を提言する。 

令和 4年 8月末までに 32人のインタビューを終え、現在インタビュー内容の質的分析中である。 

 

研究協力者： 

亀口 憲治(国際医療福祉大学大学院 臨床心理学

専攻 特任教授) 

小林 千夏(成田赤十字病院 がん相談員) 

分析協力者： 

猪口 浩伸(カウンセリング教育サポートセンター 

研究員) 

 

Ａ．研究目的 

研究では、インタビュー(半構造化面接)による

実態把握、探索的研究を行う。がん治療によって

妊孕性を喪失、または低下した状態が生じた様々

な背景のがん経験者を対象にインタビューを実施

し、がん治療後のリプロダクティブ・ヘルスに関

する体験を主観的に語ってもらうことで、ライフ

ステージ上の妊孕性にまつわる長期的な心理的プ

ロセスを明らかにすることを目的とする。治療時

の妊孕性の喪失の経緯から、現在までの精神的苦

痛や心理社会面への影響などの語りを質的帰納的

に分析することで、がん治療後の妊孕性やセクシ

ャリティ、人間関係においての困りごとを抽出し、

妊孕性や家族支援における様々な背景を浮かび上

がらせ、その複雑性を明らかにし、がん治療後の

リプロダクティブ・ヘルスにおいて、どのような

心理的支援が必要とされているのか検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究デザインは、探索的研究であり、半構造

化面接による質的研究である。 

研究のアウトライン： 

(１) 患者団体に研究協力の打診を行い、運営組織

の承諾を得たのち、患者会のホームページ、

掲示板などの SNS やメールマガジンなどを通

して、研究参加者を募る。参加希望者に担当

者が連絡を取り、基準を満たしているか確認

を行い、研究説明等を行ったうえで書面にて

参加同意をとる。 

(２) 参加同意をしたすべての参加者は、半構造化

面接の前に自記式アンケートに回答する。自

記式アンケートによって、背景情報の収集、

心的外傷後成長等を測定する。さらに、イン

タビュアーの説明にしたがい、FIT(家族イメ

ージ法)を用いて重要他者との関係性の図式

化を行う。 

(３) インタビューガイドに従い、60 分から 90 分

程度の半構造化面接を行う。半構造化面接は、
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臨床心理士、公認心理師、がん・生殖医療専

門心理士の資格を持つ者により実施する。(対

面が困難な場合、WEB や電話での聞き取りを

可能とする。WEBや電話での場合、被検者のプ

ライバシーが確保できるか必ず確認を行う) 

半構造化面接によって、時間軸の中での思い

の変化や長期的な心理過程を明らかにする。 

目標症例数：30例程度。本研究は半構造化面接

による質的研究のため、サンプルサイズの計算は

適さない。質的研究では、理論的飽和に達するま

でサンプルを増やす必要があり、その都度目的を

達成できたかどうかを見極めながらサンプル数を

決めるものである。エスノグラフィーや M-GTA で

は、約 30 から 50 名程度と言われているが、本研

究の対象患者の希少性からも多くの症例を集める

ことが難しいと思われるため、目標を 30症例程度

とした。 

対象者：インタビューの侵襲性を考慮し、以下

の基準を設定した。 

【選択基準】※がん種、男女は問わない 

① 成人している 

② がんの発症が小児～AYA世代(0～39歳)の者  

③ がん罹患から 5 年以上経過しており、原疾患

の治療(手術、抗がん剤、放射線治療)が終了

し、寛解状態である者 ※ホルモン療法中は

参加可 

④ がん治療時に妊孕性温存を選択できなかった

者、または自らの意思で選択しなかった者 

⑤ がん治療によって、妊孕性に影響があった者

(妊孕性の喪失・低下、性機能障害など) 

⑥ がん治療時に子どもがいなかった者 

⑦ 本研究の趣旨を理解し、研究参加に同意した

者 

【除外基準】 

以下のいずれかに抵触する者は本研究に組み入れ

ないこととする。 

① 文書同意が得られない(インフォームド・コン

セントが得られない)場合 

② 日本語での質問が理解できない、日本語で回

答できない場合 

③ がん罹患から 5年未満 

④ 原疾患の治療中(ホルモン療法は含まない)、

または再発転移の治療中 

⑤ 身体的、精神的不調が著しい場合 

分析方法：M-GTAによる質的帰納的分析を行う。

質的研究経験のある臨床心理士によりカテゴリー

の作成・分類を行い、定期的に質的心理学研究者

や家族心理療法家にスーパーバイズを受けながら

分析の妥当性・信頼性を担保する。 

倫理面への配慮 

説明と同意：研究の説明文書には、本研究の目

的、方法及び資金源、研究者等の関連組織との関

わり、本研究に参加することにより期待される利

益及びに起こりうる危険、答えたくない質問には

答えなくてもよい権利といつでも質問できる権利

を有すること、さらに同意した場合でも同意撤回

し途中放棄できること、参加者の診療に何ら不利

益は生じないこと、参加者の人権保護などの必要

事項が記載されており、参加者の自由意思による

同意を文書で得る。 

個人情報保護：全てのデータおよび同意書は、

参加者の秘密保護に十分配慮する。個人情報を取

り除き登録番号を付与して連結可能な形式で管理

する。研究で得られた試料は厳重に保管し、試料

は研究目的以外で使用せず、研究終了後に破棄す

る。研究の結果を公表する際は、参加者を特定で

きる情報が含まれないように厳重に注意する。ま

た、研究の目的以外に研究で得られた参加者のデ

ータを使用しない。 

有害事象発生時の取り扱い：本研究内容特性か

ら、研究期間中に研究対象者が生命危機状況に曝

される可能性は極めて低いが、可能性としてイン

タビューによる心理的な侵襲があげられる。質問

項目によって、ネガティブな経験の想起、否定的

な気づきや葛藤が表面化する可能性があり、こう

した心理的反応はインタビュー開始時から終了後
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も含めて見られる場合がある。本インタビューに

おいて深刻な精神症状がみられた場合、医学倫理

的な介入や連携などが必要である。そのような場

合、早期に周囲との綿密な連携や受診の勧めによ

り、最小限の反応にとどめ、それ以上の医療、心

理、社会的利益を得られるように努める。万が一、

予期せぬ反応が起こった場合は、医療機関、相談

機関、関係施設などとの緊密な連携をとり、状態

の改善を第一目標とする。 

 

Ｃ．研究結果 

令和 3 年 9 月 15 日に当学の倫理審査員会にて、

承認を得た(第 5378号)。 

同年 10月から、患者団体を通しての研究参加者

募集を開始した。インタビュー参加者を募る患者

団体として、「若年がん患者団体 STAND UP‼」と「若

年性乳がん患者の会 Pink Ring」の協力を得て、各

会員の皆さんに研究参加を呼びかけている。さら

に、「NPO 法人がんノート」にも協力をいただき、

がんノート出演者にも研究参加を呼びかけた。リ

クルートの結果 32 名のインタビューを実施した。

うち 2 名が再発治療中であり、対象外であった。

1 名はインタビュー終了間際に再発治療中である

と判明し、もう 1 名は再発治療中であるが研究に

協力という強い希望があり、心情に配慮しながら

インタビューを実地した(2名とも乳がん)。 

現段階では、インタビュアーによる第一次分析

中である。一次分析が終了次第、分析協力者とカ

テゴリーの統合を行い、質的分析を進めていく予

定である。 

 

Ｄ．考察・結果 

【参加者】計 32人(男性 3人、女性 29人) 

がん種 人数 

血液がん 8人 

乳がん 7人 

肉腫 2人 

子宮体がん/子宮頸がん/卵巣 11人 

がん 

精巣腫瘍 1人 

大腸・直腸がん 2人 

脳腫瘍 1人 

 

初発の罹患年齢(平均)：25歳 

 年代 人数 

小児発症 0-9才発症 2人 

10代発症 7人 

成人発症 20代発症 13人 

30代発症 10人 

 

現在の年齢(平均)：39歳 

年代 人数 

20代 2人 

30代 17人 

40代 12人 

50代 1人 

 

サバイバー歴(平均)：13年 

年数 人数 

5-9年 13人 

10-19年 15人 

20年以上 4人 

 

婚姻状況： 

婚姻状況 罹患時 現在 

未婚(離婚含む) 28人 16人 

既婚(事実婚含む) 4人 16人 

 

【結果】現時点でインタビューから得られた、 

●AYA 世代がん患者の妊孕性、セクシャリティに

まつわる課題・要望(抜粋) 

・生理が来ている(薬で起こしている)ので、妊娠、

出産について問題ないと思っていた。(血液がんサ

バイバー：罹患時 13才) 

・妊孕性の問題は、年齢を重ねてとても大きく深

いものとなった。しかし、それを他者に表出した
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り相談できない。自らタブー視して抱え込んでし

まう。(血液がんサバイバー：罹患時 9才) 

・未成年患者の親へのサポートや情報提供。両親

が子どもの精神的ダメージを慮って、治療による

妊孕性の影響や妊孕性温存についての情報提供が

伏せられたため、妊孕性への影響を知らずに治療

をした。成人してから他人から情報得て知り、親

との関係がこじれた。利益、不利益を知って納得

して答えが出したかった。(肉腫サバイバー：罹患

時 17歳) 

・不妊治療中は孤独だった。治療病院ではがんの

ことのみ、妊孕性のことは不妊治療のクリニック

で、と分断されていて相談できるところがなかっ

た。治療から時間が経過しても、がんと妊孕性両

方の相談ができる場所が欲しい。(脳腫瘍サバイバ

ー：罹患時 22歳) 

・がん治療時に脳に血種ができてしまい、出産時

のいきみによる脳血管への影響がとても怖かった。

(脳腫瘍サバイバー：罹患時 22歳) 

・不妊治療を行うかどうか夫と話し合えていない。

がんに罹患してから子どもについての話は夫婦の

間でタブーになっている。自分でも本当に子ども

が欲しいのか分からなくなってしまった。(乳がん

サバイバー：罹患時 30歳) 

・罹患当時、交際相手との抗がん剤治療中のセッ

クスに不安を覚え、セックスをしても問題ないか

を主治医に聞くことに勇気が必要だった。数値が

○○以下になったら性行為は控える、などの明確

な指示が欲しかった。(血液がんサバイバー：罹患

時 23歳) 

・初発の治療時に妊孕性温存の情報提供があり、

他院へ相談に行き、その時は温存しないと決めた。

再発時には、妊孕性温存については聞かれなかっ

た。初発時に断ったからかもしれないが、初発の

時とは状況が変わっているのだから再発の治療時

にも確認して欲しかった。(肉腫サバイバー：罹患

時 18歳) 

・子どもができないことを理由に交際を断られた。

(子宮体がん・卵巣がんサバイバー：罹患時 27歳) 

・自分には子どもができないため、子どもを望ん

でいた一番好きだった人とは結婚せず、子どもを

望まない人を探して結婚した。(血液がんサバイバ

ー：罹患時 18歳)/・結婚相手にシングルファーザ

ーを選んだ。(子宮体がんサバイバー:罹患時 28

歳) 

・同じがん種のサバイバーでも stage や治療法で

妊孕性の状況の差は大きく異なり、既婚か未婚か

といった背景でも差が生まれてしまい、話しずら

いことや傷つくこともある。(乳がんサバイバー：

罹患時 30歳) 

・自分は妊娠が絶対的に望めない状態だったので、

早々に養子縁組を考えられた。妊娠の望みが多少

残っている方が辛いのではないか。(卵巣がん：罹

患当時 19歳) 

 

●FIT(家族イメージ法)の結果 

FITは、亀口（東京大学名誉教授、システム心理

研究所代表）らがクヴェバック（Kvebaek,D. 1980）

の開発した Family Sculpture Techniqueを日本の

家族向けに修正・改良を加えた心理査定・心理的

援助のための自己査定法。円形シールを個々の家

族に見立て、ワークシート上の枠内に配置をさせ

ることで自らの家族をどのようなシステムとして

イメージしているかを確かめる方法であるが、今

回は家族に限らず、罹患時と治療後の現在におけ

る、妊孕性やセクシャリティに関わる重要他者と

の関係性を作図してもらうこととした。 

セクシャリティに関する重要他者の変遷： 

(1) 罹患当時 

影響力・発言力が強い人物は、「主治医」や「両

親」であり、自分の影響力や発言力が若干弱い

傾向。関係性においても、両親との結びつきが

強い傾向があった。 

(2) 現在 

影響力・発言力においては、「自分」が強くな

り、時間が経ったこともあって病院関係者と
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のつながりが薄くなる傾向。罹患時と比べ、重

要他者が増え、新たな家族やパートナー(別れ

た相手も含む)から大きな影響を受けていた。

また、セクシャリティに関する相談相手には

サバイバーの友人を挙げる方が多く、結びつ

きが強く示されている傾向があった。 

●PTGI-X-J(日本語版-外傷後成長尺度拡張版)の

結果 

心的外傷後成長(PTG)とは、「危機的な出来事や困

難な経験と精神的なもがき・闘いの結果生じるポ

ジティブな心理的変容の体験」と定義される。心

的外傷後成長を測定する日本語版 Post Traumatic 

Growth Inventoryに精神的要素を追加した張拡版

の PTGI-X-J(Extended Version of the PTGI-

Japanese)(Tedeschi RG,et al.2017)を用いる。25

項目の質問項目があり、0 点から 5 点が振り分け

られ、総得点 125 点満点である。評価方法は、す

べての項目の合計点数、またはサブカテゴリーご

と(Ⅰ：他者との関係、Ⅱ：新たな可能性、Ⅲ：人

間としての強さ、Ⅳ：精神的変容、Ⅴ：人生に対す

る感謝)の合計点数で行う。 

今後、がん種や現在の年齢、罹患時の年齢やサ

バイバー歴、既婚か未婚かといった背景とカテゴ

リーとの関係性や点数の高低等の特徴などを検討

していく予定である。 

 

Ｅ．結論 

今回のインタビューで、小児がん患者への長期

フォローアップの一環として婦人科の重要性が示

唆された。成長段階に応じた説明や情報提供の必

要性、妊孕性について知りたいと思った時や不妊

治療時に相談できる場所がないことが課題として

あがり、妊孕性についての知識とがん医療の知識

をもった相談員の育成が求められる。 

参加者全体として、妊孕性の低下・喪失が、交際

や結婚を躊躇する、または諦める要因になってお

り、人生の選択に大きな影響を及ぼしているとい

える。罹患から年数がたっても、妊孕性の問題と

自分の人生に折り合いが付けられない状態が続い

ている方が多い印象がある。また、妊孕性の問題

は、家族関係が深くかかわっている(親との関係、

パートナーとの関係)ため、本人だけでなく、両親

やパートナーを含めた支援を考えていく必要があ

る。 

本研究では、がん治療後のリプロダクティブ・

ヘルスに関する体験の語りから、ライフステージ

上の妊孕性にまつわる長期的な心理的プロセスを

明らかにし、妊孕性温存の不欲求／不可能の患者

に対する効果的な心理支援のあり方の検討を行う

ことを目的として行っている。分析途中の経過報

告ではあるが、様々な課題が見えてきている。そ

して、家族支援や重要他者との関係性の視点を取

り入れ、がん治療後のセクシャリティに関する支

援を考えていく必要性が示唆された。 

対策案： 

・妊孕性温存に関する家族への情報提供、サポー

ト(本人に話さないことへの不利益－将来起こり

得る家族内での混乱、葛藤などの丁寧な説明) 

・小児がん経験者への成長段階に応じた説明、継

続した婦人科フォロー 

・セクシャリティの問題における明確な指標 

→相談しづらい問題のため、冊子などにまとめて

配布：専門家のいる病院や相談窓口の明示、治療

中・治療後の留意点や不妊治療の方法、体験談の

記載など。 

・罹患から時間が経っても相談できる場所(患者

会との連携、専門家の相談窓口) 

→相談を受けることのできる専門家の養成や相談

できる場所の明示。 

→ざっくばらんにセクシャリティについて相談で

きるサバイバー仲間は支えになる一方、stage や

治療法で妊孕性の状況の差は大きく異なり、既婚

か未婚かといった背景でも差が生まれ、話しづら

さや傷つきを抱える場合があるため注意が必要。 

研究の限界と改善点： 

患者団体を通して研究参加の募集を行ったが、
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センシティヴな内容のインタビューであることと、

対象者の範囲がかなり限定されることから応募が

少なく、目標症例数 30例に達するまでに時間がか

かった。しかし、その分貴重なデータであると考

えられる。また、男性参加者が 3 人と少なく、が

ん種にも偏りがあるため、今後は男性がんサバイ

バーや希少がん患者の意見の吸い上げが必要であ

る。 

 また今回、対象外の患者 2 名がインタビューに

参加している。インタビューに際して、対象外で

ある旨を伝えたが、自分の体験、意見を聞いて欲

しい、他の人に生かしてもらいたいとの強い希望

があり、心情に配慮しながらインタビューを行っ

た。それだけセンシティヴな体験を語る場がなく、

そういった事柄を語る場所、相談場所が切に求め

られていると考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

 2.  学会発表 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

「AYA世代（思春期・若年成人）がん患者のがん・生殖医療に対する経済負担に関する実態調査」 

 

鈴木 直 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 教授 

山谷 佳子 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 臨床心理士 

 

AYA世代がん患者のがん・生殖医療の受療実態および、がん・生殖医療に要する経済的負担の実

態を明らかにすることを目的とし、がん種を問わず、がん診断時に生殖能力を有した、現在満 20

歳～満 60 歳の男女を対象とした Web アンケート調査を計画した。Web アンケート調査は令和 3 年

2月～令和 3年 8月 31日まで行い、合計 774名より回答を得た。 

本研究は、上記研究のデータを二次利用した Webアンケート調査の自由記載回答に関する質的研

究「AYA世代がん患者のがん・生殖医療に対する経済的負担実態調査におけるアンケート自由記載

の質的研究」である。Webアンケート調査の自由記載回答「Q76：あなたが、がん・生殖医療に対し、

希望することを自由にお書きください」という自由記載に回答した 438人の意見を分析した。現在

一次分析が終了した時点で 20 個のカテゴリーが抽出された。今後、分析協力者とカテゴリーの統

合を行い、更に分析を進め論文化を予定している。 

 

研究協力者(分析協力)：猪口 浩伸(カウンセリン

グ教育サポートセンター研究員) 

 

Ａ．研究目的 

2022 年 4 月から、小児・AYA 世代がん等患者に

対する妊孕性温存療法に係る医療費に対して、国

からの公的な助成金制度が始まり、患者の経済的

な負担が軽減されつつある。しかしながら、公的

な助成金開始以前に妊孕性（生殖機能）温存を行

うか否かという意思決定した患者にとって、妊孕

性（生殖機能）温存にかかる経済負担が意思決定

にどのように影響しているのか、また、意思決定

に際し、どの程度の情報提供があったのか等を調

査する必要性があると考え、「AYA世代(思春期・若

年成人)がん患者のがん・生殖医療に対する経済負

担に関する実態調査」(承認番号 第 5051)と題し、

2021年 2月 25日から 8月 31日までに WEBアンケ

ートによる調査を行った。774 名からの回答を得

て、2022年 3月 31日に終了した。現在、他機関の

研究分担者により量的データ解析を行っている最

中であるが、データの中にはアンケートの自由記

載部分において、参加者の多彩な心情や妊孕性温

存治療に関する希望が表出されており、量的解析

では読み取れない参加者の心情を反映するために、

アンケートの自由記載部分のデータを二次利用し、

妊孕性（生殖機能）温存に関する意思決定に経済

負担が及ぼした影響や、がん・生殖医療への希望

を質的帰納的に分析する。 

本研究は、がん・生殖医療の情報提供の状況や

経済的負担が意思決定に及ぼす影響、それらにま

つわる患者の心情が明らかにすることを目的とし、

今後の介入方法や支援の在り方を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

研究デザイン： 

探索的研究であり、アンケート自由記載部分の

質的研究である。 

研究アウトライン： 

109



2022 年 3 月 31 日で終了した WEB によるアンケ

ート調査「AYA世代（思春期・若年成人）がん患者

のがん・生殖医療に対する経済的負担に関する実

態調査」(承認番号 第 5051)のデータから、自由記

載部分のデータを二次利用する。自由記載である

「Q76：あなたが、がん・生殖医療に対し、希望す

ることを自由にお書きください」という設問に回

答した、438名の文章をデータとして使用し、帰納

的質的内容分析法で行った。手順は以下に示す。 

１）自由記載の回答を繰り返し読み、文章を一つ

の意味の塊である文節で区切り、コード化する。 

２）コード化したデータとデータを比較し、類似

性と差異性をもって分類する。 

３）分類したものをラベリングし、類似性に従い

集約し、概念を生成する。 

３）生成した概念を集約し、サブカテゴリー、カテ

ゴリーの生成を行う。 

４）第１分析者が上記を終えた段階(一次分析)で、

第２分析者(分析協力者)とコード、サブカテゴリ

ー、カテゴリーの妥当性について確認する。 

上記一連の作業は、継続的な質的研究のスーパー

バイズと、がん・生殖医療に携わる医師や患者会

の皆様からの助言を受けながら進め、分析の妥当

性・信頼性を確保する。 

（倫理面への配慮） 

 がん診断時に生殖能力を有した、現在満 20歳～

満 60歳の男女を対象として、「AYA世代(思春期・

若年成人)がん患者のがん・生殖医療に対する経済

負担に関する実態調査」(承認番号 第 5051)と題

して行った、がん・生殖医療の受療状況および経

済的負担に関する WEB 調査データの二次利用研究

である。WEBアンケートのトップぺージに、研究説

明文書を掲載し、アンケートに参加する際に「ア

ンケート参加に同意する・しない」の項目を作成

し、同意した場合のみ、アンケートに進むシステ

ムであり、WEB上で同意取得を行った。二次利用に

ついての記載は、研究説明文の中の「7．個人情報

や調査の取り扱いについて」の中で示しており、

「(略)将来的に、新たに生命倫理委員会での承認

を得ることによって本データを使用した二次調査

を行う可能性があります。その場合も研究以外の

目的にデータが使用されることはございません。」

と明示している。 

 今回の二次利用に関して、データのアンケート

が匿名のものであり、個人の同定が困難なため、

オプトアウトは行わない。 

 

Ｃ．研究結果 

WEBによるアンケート調査「AYA世代（思春期・

若年成人）がん患者のがん・生殖医療に対する経

済的負担に関する実態調査」(承認番号 第 5051)

の「Q76：あなたが、がん・生殖医療に対し、希望

することを自由にお書きください」という設問に

回答した、438 名分の文章を帰納的に質的分析を

行っている。分析途中であるが、一次分析の結果

を下記に示す。一次分析では 20個のカテゴリを抽

出した。以下にカテゴリーとサブカテゴリー、そ

れぞれのコード数を示す。 

カテゴリ(コード

数) 

サブカテゴリ(コード数) 

二重 (がん /妊孕

性)のショック(計

26) 

・二重のショック(9) 

・病気よりも不妊になる方がショ

ック(7) 

・がんのショックが大きく、将来

の子どものことまで考えられない

(10) 

情報提供のあり方

(計 196) 

・情報提示に求める姿勢(28) 

・情報提供時の配慮(58) 

・情報提供の平等性(78) 

・情報提供のタイミングに関する

要望(17) 

・情報提供ツールの工夫(15) 

意思決定支援のあ

り方(計 110) 

・情報提供があり、知識を持った

うえで後悔の無い意思決定ができ

る環境づくり(4) 

・意思決定の精神的負担(30) 

110



・選択肢があることで生まれる混

乱(16) 

・選択肢がある重要性(5) 

・時間経過の中で変化する気持ち

(7) 

・意思決定後も続く悩みと後悔

(12) 

・温存すると決めた理由(7) 

・温存しないと決めた理由(29) 

がん医療側と生殖

医療側の連携問題

(計 22) 

・情報が提供・共有される連携体

制の促進(14) 

・連携が目に見えることでの安心

感/連携が見えない不安感(3) 

・医師以外で相談・連携してくれ

る体制(2) 

・連携の際の要望(3) 

がん生殖医療への

要望(計 73) 

・生殖医療の進歩への願い(37) 

・環境整備(17) 

・携わる全医療従事者への教育、

育成(AYA世代や妊孕性温存に関す

る知識、対応)(11) 

・柔軟な対応(3) 

・がん後の妊娠出産に関する情報

が欲しい(3) 

・卵子凍結の一般化(病気に関係

なく卵子凍結をしておける社

会)(1) 

・仕事と両立できる採卵や移植の

方法(1) 

がん治療への要望

(計 32) 

・がん拠点病院のどの診療科で

も、必ず妊孕性温存の情報提供が

される体制づくり(9) 

・がん治療医の対応への要望(7) 

・がん治療施設内での妊孕性温存

治療や卵巣機能フォローができる

よう希望(2) 

・子宮頸がん・体癌で子宮全摘す

る際のカウンセラーの介入希望

(1) 

・がん治療の進歩への期待(10) 

・医療従事者への感謝(1) 

・高額ながん治療費/保険適応で

のがん治療が増えてほしい(2) 

採卵の精神的・身

体的負担(計 15) 

・採卵のストレス・不安(11) 

・抗がん剤治療後の採卵の難しさ

(1) 

・がん治療と並行して、妊孕性温

存を進めていく大変さへのフォロ

ー(3) 

保険適応化の希望

(計 46) 

・がん生殖医療費の保険適応化を

望む(41)  

・不妊治療の保険適応化を望む

(3) 

・年齢や上限などの縛りの撤廃

(1) 

・がん治療のための中絶手術の保

険適応化(1) 

がん生殖医療の費

用負担(186) 

・費用負担の経済的・精神的つら

さ(63) 

・補助金の継続・拡充・柔軟化の希

望(60) 

・年齢、状況、地域、男女差の不平

等(13) 

・家族への遠慮(3) 

・費用が高額のため妊孕性温存を

諦める人が居なくなる制度/世の

中へ(15) 

・新たに望む補助金の要望(23) 

・温存費用だけでなく、AYA 世代の

医療費の補助を(5) 

・補助を受けた後の思い(4) 

心理的ケア・相談

体制の要望(計 83) 

・当人やパートナーへの心理的支

援の要望(20) 

・意思決定や温存治療中の心理的

サポート体制の構築/拡充(23) 

・相談のしづらさ/一人で悩み苦
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しむ孤独感(4) 

・相談窓口が不明/窓口の必要性・

拡充(7) 

・罹患当時だけでなく、治療中・治

療後・妊娠を考える時・あきらめる

時と継続的な心理的サポートの必

要性(11) 

・がん治療後の妊娠・出産・不妊治

療に関する相談窓口やコミュニテ

ィの作成(3) 

・医療スタッフに対する患者への

精神的ケアの教育(1) 

・妊孕性を温存できない場合や選

択しなかった人への心理的ケア

(10) 

・その他さまざまな精神的な影響

(3) 

ピアサポートの必

要性(計 25) 

・同じような境遇の人と話したい

(15) 

・がん治療後の妊娠・出産の体験

談を知りたい(5) 

・自分の経験を役立てたいという

思い(4) 

・病院や医療従事者に若年のがん

患者会の情報を持っていてほしい

(1) 

成長や経過に応じ

た長期的な支援の

必要性(計 13) 

・長期的な時間の経過に伴う気持

ちの変化やライフイベントに応じ

たサポート(心理支援・相談場所の

設置)(11) 

・がん治療の経過観察の中で、卵

巣機能の評価をしてほしい(1) 

・小児がん経験者への対応(1) 

若年性のがん/が

ん治療で不妊にな

るリスク/がん生

殖医療の啓発・教

育の必要性(計 60) 

・一般人(健康なうちに)へのがん

と生殖医療の啓発の必要性(18) 

・若いうちに教育の中でがんや女

性の体の知識を持つ機会を（がん/

生殖/女性の体）(9) 

・医療従事者への啓発、教育、育成

の必要性(13) 

・企業・職場の理解、企業内の制度

の充実(3) 

・生殖機能のチェックや検診の啓

発／簡便な検診(3) 

・広く広まることへのリスク・生

殖医療の限界についての周知(3) 

・情報発信の仕方(5) 

・がん患者や女性の活躍できる社

会づくり(あきらめないで済む社

会/働き方改革)(6) 

妊孕性温存が治療

中や治療後の生き

る希望になる(計

18) 

・妊孕性温存が治療中や治療後の

生きる希望になる(18) 

AYA 世代特有の多

様な悩み(計 73) 

・AYA 世代の多様な悩みに長期的

に寄り添ってほしい(17) 

・生活、ライフスタイルに根差し

た説明や治療法を(世代や年代的

な特徴)(9) 

・AYA 世代にとっての経済的負担

の大きさ(13) 

・妊孕性・女性性の喪失/絶望(12) 

・恋愛・結婚への躊躇(胸がないの

を見せられない、子どもが産めな

い・産めないかもしれない状態で

の恋愛結婚へのハードル)(9) 

・がん罹患時の状況への配慮・サ

ポート(13) 

妊孕性温存にチャ

レンジできた感謝

(計 12) 

・温存にチャレンジできたことへ

の感謝(4) 

・凍結には至らなかったがチャレ

ンジしたことによる後悔の軽減

(2) 

・自分が受けた情報提供への感謝

(6) 

妊孕性温存できな ・温存できなかった辛さ／あきら
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かった辛さ(計 16) めざるを得ない(4) 

・正しい情報を適切な時に得られ

なかった(詳しい説明がなかった)

ために温存しなかった(5) 

・家族の反対や治療優先の雰囲気

で温存できなかった後悔(4) 

・選択肢があることをうらやむ気

持ち(1) 

・閉経、妊孕性喪失を受け止めき

れない(1) 

・妊娠期乳がんでの中絶(1) 

がん治療後の不妊

治療の不安や困難

(計 35) 

・がん治療後の不妊治療の継続・

出産に至るまでの困難(8) 

・がん患者が子どもを持ちたいと

思うことへの批判、欲張りである

という雰囲気(2) 

・がん治療後の不妊治療や妊娠へ

の不安(13) 

・治療前に温存しておけば良かっ

たという後悔(1) 

・妊娠を試みられなくても、治療

が落ち着いたところで卵子や受精

卵凍結をしておく選択肢の提示

(2) 

・がん治療後に妊娠・出産できた

驚き/喜び(6) 

・閉経/卵巣機能低下に対する治

療、サポート(3) 

里親・養子縁組に

対する希望(計 14) 

・妊孕性が温存できない時や不妊

治療時、養子縁組や里親制度の説

明が欲しい(5) 

・子育てに関する様々な選択肢の

平等性と必要性(4) 

・新たな仕組みを作ってほしい

(がん罹患していても里親になれ

る、代理母を認める)(5) 

アンケート自体へ

の意見(計 3) 

・質問自体が辛い(1) 

・本調査の結果公表の希望(1) 

・調査内容のバイアスに関して

(1) 

 

Ｄ．考察 

一次分析のみの結果であるが、がん・生殖医療

に対する患者の多様な意見が抽出された。 

カテゴリー別では、「情報提供のあり方(196)」

に関する意見や要望が最も多く上がった。適切な

タイミングでの十分な情報提供が求められた。ま

た、年齢や子どものあるなしで不妊のリスクや妊

孕性温存の情報提供がなされないなど、差がない

よう、情報提供の平等性が強く求められた。次に、

「がん生殖医療の費用負担(186)」が多かったが、

「保険適応化の希望(46)」を合わせると、費用に

関する意見が最も多い結果となった。データが経

済負担に関するアンケートの中の自由記載である

という背景も一因ではあるが、AYA世代にとって、

費用負担がとても大きな問題であることが示唆さ

れた。3番目に多かったのが「意思決定支援のあり

方(110)」への要望となり、意志決定のおける精神

的負担が多く訴えられた。次に、「心理的ケア・相

談体制の要望(83)」が多くなっている。先の意思

決定における精神的負担を支援して欲しいという

要望が多く、本人だけでなく家族やパートナーへ

の支援が求められた。また、「AYA 世代特有の多様

な悩み(73)」に寄り添ってほしいという意見や 

意思決定時だけでなく、その後も継続的な心理的

支援が必要である(「成長や経過に応じた長期的な

支援の必要性(13)」との意見や、支援の種類とし

て、医療者や専門職からだけでなく、ピアサポー

トを求める声(「ピアサポートの必要性(25)」)が

上がっていた。また、多かった意見として、「若年

性のがん/がん治療で不妊になるリスク/がん生殖

医療の啓発・教育の必要性(60)」があがっており、

医療従事者への教育や専門職の育成が喫緊の課題

と言える。 

 

Ｅ．結論 
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AYA 世代がん患者は、妊孕性温存を検討する過

程において、医療者とのコミュニケーションが不

十分であると感じ、適切な時期に、そして、年齢や

子供のあるなしに関わらず平等に情報を与えられ

ることを希望していた。同時に、妊孕性温存につ

いてより理解を深めるための資料提供や相談・支

援体制の拡充、経験者の活用などが求められてい

る。また、経済的支援など制度の拡充もまだなお

課題となっている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

 2.  学会発表 

 なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  なし（予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業 

「小児・AYA 世代がん患者に対する生殖機能温存に関わる心理支援体制の 

均てん化と安全な長期検体保管体制の確立を志向した研究-患者本位の 

がん医療の実現を目指して（20EA1004）」 

分担研究報告書 

 

本邦における小児・AYA世代がん患者に対する妊孕性温存における長期検体保管体制に関する実態調査 

 

研究分担者 前沢 忠志 三重大学医学部附属病院高度生殖医療センター 講師 

 

本邦では、生殖医療実施施設は民間の施設に多く、各々の施設で独自の診療を行っており、本邦

における統一した方法や、精子や卵子といった配偶子の凍結保存の管理体制にも一定の指針がなか

った。海外では、2018 年に液体窒素タンクの破損等で多くの配偶子が失われるような事故が発生

している。妊孕性温存検体は、不妊治療による検体よりも保存期間が長期に渡る上、万が一失われ

れば、再度採卵等を実施することはできず、取り返しがつかない事態となる。そのため、より厳格

な管理体制が求められるが、本邦にはその指針となるものが存在しない。そのため、本邦における

妊孕性温存検体の長期保管検体の保管体制の実態調査を行い、本邦における妊孕性温存検体の管理

体制の実情が明らかとなった。それは、長期保管が必要な検体を管理するには不十分と考えられる

管理体制をとっている施設が多かった。そこで、本班会議では、長期保管における管理指針等を作

成し、本邦における管理体制の標準化を目的としている。管理体制には、管理責任者についてと保

管の実務責任者及び管理体制の整備が重要である。管理責任者及び管理体制等について、海外の実

態調査を踏まえ、本邦に適した方法での指針を作成する。 

 

研究代表者 

鈴木 直（聖マリアンナ医科大学 産婦人科学） 

研究分担者 

古井辰郎（岐阜大学大学院医学系研究科産科婦人

科学） 

高井 泰（埼玉医科大学総合医療センター産婦人

科学） 

木村文則（奈良県立医科大学産婦人科学講座） 

高江正道（聖マリアンナ医科大学 産婦人科学） 

太田邦明（東京労災病院 産婦人科） 

堀江昭史（京都大学医学部 婦人科学産科学） 

鈴木達也（自治医科大学医学部産科婦人科学） 

前沢忠志（三重大学医学部附属病院産科婦人科） 

竹中基記（岐阜大学医学部附属病院産科婦人科学） 

 

Ａ．研究目的 

本邦では、生殖医療実施施設は民間の施設に多

く、各々の施設で独自の診療を行っており、本邦

としての統一した方法や、精子や卵子といった配

偶子の凍結保存の管理体制にも一定の指針がない。

海外では、液体窒素タンクの破損等で多くの配偶

子が失われるような事故が発生している。妊孕性

温存検体は、不妊治療による検体よりも保存期間

が長期に渡る上、万が一失われれば取り返しがつ

かない事態となる。そのため、より厳格な管理体

制が求められるが、本邦にはその指針となるもの

が存在しない。そのため、本邦における妊孕性温

存検体の長期保管検体の保管体制の実態調査を行

い、長期保管における管理指針等を作成し、本邦

における管理体制の標準化を目的とする。 
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Ｂ．研究方法 

2020年に妊孕性温存検体の長期保管体制の実態

調査を実施し、本邦における実情を確認すること

ができた。その結果は不十分なものであったため、

管理の実務担当者である胚培養士のグループのア

ンケート調査の結果と併せて、本邦における管理

責任者の役割及び保管管理の実務における管理体

制について指針を作成していく。そのため、

Oncofertility Consortium のあるアメリカ合衆国

や、国として妊孕性温存のシステムを構築してい

るデンマーク、FertiPROTEKTのあるドイツ等の国

家が中心となって妊孕性温存に取り組んでいる国

を視察し、その国の妊孕性温存の管理体制の現状

調査及び本邦との比較を行い、より本邦の実情に

合った形での管理指針を作成していく。 

 

Ｃ．研究結果 

2020年の全国調査の結果は、本邦における管理

体制は不十分なものであることが明らかとなった。

その結果を踏まえて、今後、海外の施設の現状調

査及び本邦との比較を実施し、その結果を検証し

ていく。 

 

Ｄ．考察 

2020年の調査結果では、保管の継続が難しくな

った場合の対応において、クリニックは約 80％が

移送先を決めていたが、20％は何も決めていなか

った。 

普段の管理体制においても、不十分さはあった。

日々の検体保管の管理において重要なことは、液

体窒素を常に補充し、検体の安定的な保管を維持

することである。決まった日時、時間に液体窒素

を補充しているのは 83.1％にみられ、勤務毎の残

量チェックは 65.1％に留まった。また、液体窒素

の枯渇は検体における最も避けるべき事態である

が、アラーム等での警告システムを設置している

施設は 16.9％にしかみられなかった。また、その

他の対応として、液体窒素のみの入った余剰タン

クを準備している施設がみられた。災害等の予期

せぬ事態に対してどのような備えを行っているか

は重要である。対策を行っている施設は 70.9％で

あったが、その多くはタンクへのキャスターの取

り付けやバンドでの固定、免震台の設置等、一般

的に行われているようなものが多く、特に長期保

管検体に対する備えを行っている施設は少なかっ

た。通常と異なる対策としては、液体窒素の自動

補充システムや液体窒素残量の減少によるアラー

ムシステム等があった。 

日々の管理方法のみでなく、本邦の場合クリニ

ックでの管理も多いため、管理責任者の責務、責

任者交代時の対応、閉院等の場合の準備等につい

ても、指針に明示する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

本邦の妊孕性温存検体の管理体制は、管理責任

者の役割や責務と、保管の管理体制についての指

針を作成する必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 Tadashi Maezawa, Seido Takae, Hiroki Takeu

chi, Motoki Takenaka, Kuniaki Ota, Akihito H

orie, Tatsuya Suzuki, Yasushi Takai, Fuminor

i Kimura, Tatsuro Furui, Tomoaki Ikeda, Nao 

Suzuki. A Nationwide Survey Aimed at Establi

shing an Appropriate Long-Term Storage and M

anagement System for Fertility Preserving Sp

ecimens in Japan: J Adolesc Young Adult Onco

l. 2022 Nov 8. doi: 10.1089/jayao.2021.020

9. Online ahead of print. 

 

 2.  学会発表 
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 なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

本邦における胚培養士を対象とした妊孕性温存療法の実施状況調査 

 

泊 博幸 医療法人アイブイエフ詠田クリニック培養部 部長 

鈴木 直 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 教授 

 

がん・生殖医療は、配偶子（卵子、精子）、胚（受精卵）そして卵巣組織等の生殖細胞の凍結保存

技術が必須であり、生殖医療における中心的技術者となる胚培養士が凍結保存技術を含む本領域で

果たすべき役割は大変に大きく重要である。しかし、がん・生殖医療における培養技術のコンセン

サスは得られていない実情があることから、妊孕性温存療法の技術において地域や施設間格差の存

在が想定される。この地域や施設間格差を解消するためには、本邦におけるがん・生殖医療におけ

る胚培養技術の実情を把握し、より有用性の高い妊孕性温存技術の手法を提案することが重要と考

えた。そこで本研究班では、本邦のがん・生殖医療における胚培養技術の実情を把握し、技術者で

ある胚培養士の本領域における役割を明確にすると共に、臨床的により有用性の高い妊孕性温存技

術の手法を確立し、全国 47 都道府県において均一かつ高水準の妊孕性温存技術を提供できる医療

環境の構築に結びつけることを目的として、「本邦における胚培養士を対象とした妊孕性温存療法

の実施状況調査」を令和２年度に実施した。令和 3 年度には令和 2 年度に実施した調査結果の解析

を行い、令和 4 年度は関連学会において本調査結果を報告した。本邦におけるがん・生殖医療での

胚培養技術の実情を報告し、技術者である胚培養士の本領域における重要性について共有した。ま

た、凍結保存タンクの管理方法についての実情を報告し、凍結生殖細胞ならびに組織の長期保存の

ための危機管理に対して啓発した。さらに、本調査結果から得られた課題を踏まえて令和 3年度に

追加調査の実施を立案し、令和４年度は二次調査票を作成した。今後は、二次調査を実施し一次調

査ならびに二次調査の結果から妊孕性温存療法における凍結生殖細胞ならびに組織の適切な長期

温存方法及び運用体制に関わる内容を提言する予定である。 

 

研究分担者ならびに研究協力者  

沖津摂（楠原ウイメンズクリニック 培養部）  

水野里志（IVF 大阪クリニック 生殖技術部門）  

薮内晶子（STEMCELL Technologies） 

沖村匡史（加藤レディスクリニック 研究開発部）  

菊地裕幸（仙台 ART クリニック 医療技術部）  

古山紗也子（聖マリアンナ医科大学 生殖医療センター） 

太田邦明（東京労災病院 産科婦人科）  

谷口憲（谷口眼科婦人科）  

田村功（山口大学 産科婦人科学）  

福田雄介（東邦大学 産科婦人科学） 
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洞下由記（聖マリアンナ医科大学 産婦人科学） 

 

Ａ．研究目的 

本邦のがん・生殖医療における胚培養技術の実

情を把握し、技術者である胚培養士の本領域にお

ける役割を明確にすると共に、臨床的により有用

性の高い妊孕性温存技術の手法を確立し、全国 47

都道府県において均一かつ高水準の妊孕性温存技

術を提供できる医療環境の構築に結びつけること

を目的とする。また、本研究の結果をもとに、妊

孕性温存療法における凍結生殖細胞ならびに組織

の適切な長期温存方法及び運用体制に関わる内容

を提言していくことを目的とする。さらに、妊孕

性温存技術にとどまらず、生殖医療全般において

重要な役割を果たす胚培養士の公的資格化の必要

性について提言していくことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

令和 3 年度に令和 2 年度に実施した調査結果の

解析を行い、令和 4 年度は関連学会において研究

成果の報告を行った。また、一次調査結果から得

られた課題を踏まえて令和４年度に二次調査の実

施を立案した。 

一次調査「本邦における胚培養士を対象とした

妊孕性温存療法の実施状況調査」は、聖マリアン

ナ医科大学生命倫理委員会に申請し、令和 3 年 1

月 7日に承認（IRB承認番号 第 5093号）を得て、

令和 3 年 2 月 26日から令和 3 年 3 月 24 日に実施

した。調査対象は、日本産科婦人科学会の体外受

精・胚移植に関する登録施設である 622 施設に勤

務している胚培養士 1 名とした。本調査は、オン

ライン形式での調査とした。調査内容は、妊孕性

温存療法の実施状況と胚培養士の関わり関する調

査、生殖細胞および組織の凍結保存に関する調査、

凍結生殖細胞ならびに組織の長期保存に関する調

査とした。 

（倫理面への配慮） 

本調査は、回答が研究に用いられることの同意を

質問表の冒頭で取得した後、その後の質問に回答

する形式とした。また、同意の撤回は個人の自由

であり、回答開始後でもいつでも同意を撤回でき

る形式とした。また、プライバシーの保護に関し

ては、オンライン形式での回答および集計となる

ため、個別に IDとパスワードを割り振ることでア

クセス制限を設定し管理した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 妊孕性温存療法の実施状況と胚培養士の関わ

り関する調査： 

 回収率は、56.6%(352 施設/622 施設)であった。

回答者年齢は、24-82 歳と幅広く、胚培養士経験

（年）は、平均 14.8 ± 6.8 SD、所属施設の胚培

養士数（人）は、平均 4.7 ± 4.9 SD であり、全

地域の胚培養士から回答を得た。また、妊孕性温

存療法に関してどの程度知識があるかの問いでは、

50% との回答が最も多かった。次に、がん患者の

妊孕性温存療法として何らかの凍結保存を行って

いる施設は、200施設 56.8%であり、その内日本産

科婦人科学会の医学的適応施設は、151施設 75.5%

であった。がん・生殖医療において培養部門で困

っていることは、「凍結更新の連絡が取れない」

43.9%、「長期保存管理に不安がある」39.0% の回

答が多かった。凍結保存延長更新頻度は、1 年毎

の施設が多く、更新方法は、「患者に来院してもら

う」56.8%, 「手紙連絡」54.9% であった。がん・

生殖医療全般における胚培養士の役割については、

多くの胚培養士が、がん・生殖医療における胚培

養士の役割は大変大きいと回答し、技術や専門知

識の重要性についての回答が多かった。以上の内

容について関連学会において報告した。 

 

2. 生殖細胞および組織の凍結保存に関する調査； 

① 未受精卵子の凍結保存および未成熟卵子の体

外成熟培養（In vitro maturation: IVM）： 
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回答が得られた 352施設のうち、36.6%の施設に

て妊孕性温存目的の卵子凍結を実施していた。凍

結保存は全ての施設でガラス化保存法を用い、90%

以上の施設がメーカー推奨のプロトコールで実施

していた。一方で、妊孕性温存目的で卵子凍結を

実施している 41.1%の施設で融解経験がなかった。

また、同時に採取された未成熟卵子に対して、

40.0%の施設で GV期、MI期のまま凍結保存を行い、

53.5%の施設で IVMを行っていた。IVMには、GV期、

MI期ともに半数以上の施設で採卵から媒精までの

培養液を使用していたが、培養時間は様々であっ

た。以上の内容について関連学会において報告し

た。 

 

② 胚（受精卵）の凍結保存： 

回答が得られた 352 施設のうち、がん患者に対

して胚凍結を実施している施設は 50.6％

(178/352)であった。また、妊孕性温存を目的とし

た凍結保存を行う際に、一般 ART 患者の胚凍結保

存とその基準や実施者を変更していると回答した

施設は 23.0％（41/178）であった。凍結時の胚発

生ステージは、前核期胚が 15.2％（27/178）、分

割期胚が 84.3％（150/178）、胚盤胞が 92.7％

（165/178）であった。回答が得られた全ての施設

においてガラス化法が用いられており、使用して

いる凍結デバイスは開放型がほとんどであった。

凍結、融解のプロトコールは、90%以上の施設がメ

ーカー推奨のプロトコールに準じて実施していた。

以上の内容について関連学会において報告した。 

 

③ 精子および精巣内精子の凍結保存： 

精子凍結保存を一般 ART 患者で実施している施

設が 96.0%に対し、妊孕性温存目的で実施してい

る施設は 65.9%であった。凍結方法は調整精子が

80.2%と多く、その中でもセラムチューブが 83.2%

と最も多く用いられていた。また一般患者と違い

5 本以上に分けて凍結している施設が 74.1%と多

かった。一方で精巣内精子凍結は実施している施

設(他施設で手術も含む)が 24.7%と少なく自施設

で手術から凍結まで行っているのは 14.8%であっ

た。また、精子・精巣内精子の凍結については多

くの施設が年齢制限を設定していなかった。以上

の内容について関連学会において報告した。 

 

④ 卵巣組織の凍結保存： 

回答が得られた 352 施設のうち、がん患者に対

する卵巣組織凍結を実施している施設は 10.2％

（36/352）であった。その内 83.3%（30/36）が自

施設で手術から凍結保存までを行っており、凍結

保存/融解方法は 91.7%（33/36）の施設でガラス

化凍結法を用いていた。また卵巣組織凍結の手技

は全ての施設で胚培養士が行なっており（36/36）、

52.8%（19/36）の施設で医師が共同で行い、その

他専門技術員が関与している施設が 8.3%（3/36）

あった。卵巣組織凍結のイメージは、成功率がど

の程度かわらからない 74.1%（261/352）、トレー

ニングを行いにくい 52.0%（183/352）などが多か

った。又、卵巣組織凍結の手技に求める意見とし

ては、確立したプロトコールの提示 81.0%

（285/352）、大規模病院で行うべきでありセンタ

ー化を望む 2.0%（7/352）などであった。以上の

内容について関連学会において報告した。 

 

3. 凍結生殖細胞ならびに組織の長期保存のため

の凍結保存タンク管理に関する調査； 

液体窒素残量は、72.2％の施設が液面、5.1％が

重量、10.5％が液面と重量の両方により監視して

いた。これに対して 12.2％は、残量の監視なしに

補充のみ行っていた。監視頻度は、92.0％が週に

1回以上監視していることに対して、8日以上に１

回が 2.6％、頻度を決めていないが 5.4％であった。

最長の間隔は、一ヶ月に 1 回であった。タンクに

使用期限を設けている施設は 8.5％で、その期限

は、5年未満が3.3％、5年以上～10年未満が50％、

10年以上が 46.7％であった。タンクに警報機を付

けている施設は 9.7％であった。タンクに異常が
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生じた時の対応を決めている施設は 45.2％で、そ

の対応内容は、責任者へ報告、予備タンクへの移

動、保険への加入、患者から同意を得るであった。

以上の内容について関連学会において報告した。 

 

4. 本邦における胚培養士を対象とした妊孕性温

存療法の実施状況二次調査： 

 がん・生殖医療で実施されている胚培養技術の

臨床成績ならびに長期検体保存管理方法に関する

内容を含めた二次調査票を作成した。二次調査の

実施については、聖マリアンナ医科大学生命倫理

委員会に臨床試験の変更申請を行い、令和 4年 12

月 20 日に承認（IRB 承認番号 第 5093 号）を得

た。 

 

Ｄ．考察 

令和４年度は、「妊孕性温存療法の実施状況と胚

培養士の関わり関する調査」、「生殖細胞および組

織の凍結保存に関する調査」、「凍結生殖細胞なら

びに組織の長期保存に関する調査」の分析結果を

がん・生殖医療領域における関連学会において発

表し、がん・生殖医療で実施されている培養技術

の詳細ならびに凍結保存タンク管理や凍結延長更

新等の長期保存管理の実施状況について情報を周

知することができた。これまでに本邦における胚

培養士を対象とした妊孕性温存療法の実施状況調

査は行われておらず、本邦におけるがん・生殖医

療での胚培養技術の実情を報告し、技術者である

胚培養士の本領域における役割の重要性について

共有できたと考える。また、凍結保存タンクの使

用期限の設定や異常感知のためのシステム導入な

どは、多くの施設において構築されておらず、異

常時の手順や対策についても整備されている施設

が少ない状況であることを報告できたことは、凍

結生殖細胞ならびに組織の長期保存のための危機

管理に対する啓発に繋がったと考える。 

妊孕性温存療法における適切な長期検体温存方

法及び運用体制に関して有益な提言を行うために、

一次調査結果を踏まえて追加調査として、がん・

生殖医療において実施されている胚培養技術の臨

床成績ならびに長期検体保存管理方法についてさ

らなる詳細な情報を調査することが必要と考え、

二次調査票を作成した。今後、二次調査を実施し

一次調査ならびに二次調査の結果分析から妊孕性

温存療法における凍結生殖細胞ならびに組織の適

切な長期温存方法及び運用体制に関わる内容を提

言する予定である。 

 

Ｅ．結論 

本調査研究は、がん・生殖医療で実施されてい

る培養技術の詳細を明らかとし、多くの施設で採

用されている凍結融解技術の方法やその手順を把

握することができた。さらに、凍結保存タンク管

理や凍結延長更新等の長期保存管理の実施状況も

把握でき、その問題点と課題を明らかにすること

ができた。 

凍結保存タンクのリスク管理に関しては、さら

なる詳細な情報を調査し、凍結生殖細胞ならびに

組織を安全かつ確実に長期保存するための管理方

法についてガイドラインや危機管理マニュアル等

の作成が急務となる。今後、本研究班では、本領

域の先進国であるベルギー、デンマーク、イスラ

エル、米国、ドイツ等の取り組みを参考とするた

めの調査を実行する予定としている。 

また、胚培養士の役割は、生殖医療全般の技術

提供だけでなく、がん・生殖医療においても大変

重要であることが示され、また令和 4 年４月から

の生殖補助医療の保険適応において胚培養技術に

保険点数加算が得られたことからも重要な役割を

果たす胚培養士の質的担保という観点からの公的

資格化の検討が求められている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 
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 1.  論文発表 

 投稿準備中（2編） 

 

 2.  学会発表 

1）福田雄介、太田邦明、泊博幸、菊地裕幸、沖津

摂、水野里志、沖村匡史、薮内晶子、古山紗也子、

谷口憲、田村功、洞下由記、鈴木直．妊孕性温存

療目的とした精子・精巣内精子凍結保存の実施状

況～Web による全国調査から～（厚生労働科学研

究補助金（がん政策研究事業）研究班（20EA1004））．

第 63回日本卵子学会学術集会（京都市・Webハイ

ブリッド）、2022年 5月 28-29日． 

 

2）沖村匡史、泊博幸、沖津摂、水野里志、菊地裕

幸、薮内晶子、古山紗也子、谷口憲、田村功、太

田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．妊孕性温

存を目的とした受精卵（胚）の凍結保存に関する

実施状況調査（厚生労働科学研究補助金(がん政策

研究事業)研究班 (20EA1004)）．第 63回日本卵子

学会学術集会（京都市・Web ハイブリッド）、2022

年 5月 28-29日． 

 

3）菊地裕幸、泊博幸、沖津摂、水野里志、沖村匡

史、薮内晶子、古山紗也子、谷口憲、田村功、太

田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．胚培養士

を対象とした妊孕性温存療法における未受精卵子

凍結保存実施状況調査（厚生労働科学研究補助金

（がん政策研究事業）研究班（20EA1004））．第 63

回日本卵子学会学術集会（京都市・Webハイブリ

ッド）、2022年 5月 28-29 日． 

 

4）古山紗也子、洞下由記、泊博幸、沖津摂、水野

里志、菊地裕幸、沖村匡史、藪内晶子、谷口憲、

田村功、太田邦明、福田雄介、鈴木直．本邦の妊

孕性温存療法における卵巣組織凍結実施状況調査

（厚生労働科学研究補助金（がん政策研究事業）

研究班（20EA1004））．第 63 回日本卵子学会学術集

会（京都市・Webハイブリッド）、2022年 5月 28-29

日． 

 

5）水野里志、泊博幸、沖津摂、菊地裕幸、沖村匡

史、古山紗也子、薮内晶子、谷口憲、田村功、太

田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．本邦にお

ける妊孕性温存療法に使用する凍結保存タンク管

理の実施状況調査（厚生労働科学研究補助金(がん

政策研究事業)研究班 (20EA1004)）．第 63 回日本

卵子学会学術集会（京都市・Web ハイブリッド）、

2022年 5月 28-29日． 

 

6）沖津摂、泊博幸、水野里志、沖村匡史、薮内晶

子、菊地裕幸、古山紗也子、谷口憲、田村功、太

田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．妊孕性温

存療法への胚培養士の関わりに関する全国調査

（厚生労働科学研究補助金（がん政策研究事業）

研究班（20EA1004））．第 40回日本受精着床学会総

会・学術講演会（東京都・Webハイブリッド）、2022

年 7月 28-29日． 

 

７）菊地裕幸、泊博幸、沖津摂、水野里志、沖村

匡史、薮内晶子、古山紗也子、谷口憲、田村功、

太田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．妊孕性

温存療法における未受精卵子凍結保存実施状況の

全国調査（厚生労働科学研究補助金（がん政策研

究事業）研究班（20EA1004））．第 40回日本受精着

床学会総会・学術講演会（東京都・Webハイブリ

ッド）、2022年 7月 28-29日． 

 

８）沖村匡史、泊博幸、沖津摂、水野里志、菊地

裕幸、古山紗也子、谷口憲、田村功、太田邦明、

福田雄介、洞下由記、鈴木直．本邦における妊孕

性温存を目的とした受精卵（胚）凍結保存に関す

る実施状況調査（厚生労働科学研究補助金(がん政

策研究事業)研究班 (20EA1004)）．第 40回日本受

精着床学会総会・学術講演会（東京都・Webハイ

ブリッド）、2022年 7月 28-29日． 
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9）水野里志、泊博幸、沖津摂、菊地裕幸、沖村匡

史、古山紗也子、薮内晶子、谷口憲、田村功、太

田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．妊孕性温

存療法に使用する凍結保存タンクの管理に関する

調査（厚生労働科学研究補助金(がん政策研究事

業)研究班 (20EA1004)）．第 25 回日本 IVF 学会学

術集会（神戸市）、2022年 10月 15-16日． 

 

10）洞下由記、古山紗也子、泊博幸、沖津摂、水

野里志、菊地裕幸、沖村匡史、藪内晶子、谷口憲、

田村功、太田邦明、福田雄介、鈴木直．本邦の妊

孕性温存療法における卵巣組織凍結実施調査(厚

生労働科学研究補助金研究班)．第 60 回日本癌治

療学会学術集会（神戸市・Web ハイブリッド）、2022

年 10月 20-22日． 

 

11）泊博幸、沖津摂、水野里志、薮内晶子、沖村

匡史、菊地裕幸、古山紗也子、谷口憲、田村功、

太田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．本邦に

おける妊孕性温存療法の実施状況と胚培養士の関

わりに関する調査（厚生労働科学研究補助金（が

ん政策研究事業）研究班（20EA1004））．第 67回日

本生殖医学会学術講演会・総会（横浜市）、2022

年 11月 3-4日． 

 

12）水野里志、泊博幸、沖津摂、菊地裕幸、沖村

匡史、古山紗也子、薮内晶子、谷口憲、田村功、

太田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．妊孕性

温存療法に使用する凍結保存タンク管理の実施状

況調査（厚生労働科学研究補助金(がん政策研究事

業)研究班 (20EA1004)）．第 67 回日本生殖医学会

学術講演会・総会（横浜市）、2022年 11月 3-4日． 

 

13）古山紗也子、洞下由記、泊博幸、沖津摂、水

野里志、菊地裕幸、沖村匡史、藪内晶子、谷口憲、

田村功、太田邦明、福田雄介、鈴木直．本邦の妊

孕性温存療法における卵巣組織凍結実施状況調査

（厚生労働科学研究補助金（がん政策研究事業）

研究班（20EA1004））．第 67回日本生殖医学会学術

講演会・総会（横浜市）、2022年 11月 3-4日． 

 

14）菊地裕幸、泊博幸、沖津摂、水野里志、沖村

匡史、薮内晶子、古山紗也子、谷口憲、田村功、

太田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．妊孕性

温存療法における未受精卵子凍結および IVM実施

状況の全国調査（厚生労働科学研究補助金（がん

政策研究事業）研究班（20EA1004））．第 67回日本

生殖医学会学術講演会・総会（横浜市）、2022年

11月 3-4日． 

 

15）沖村匡史、泊博幸、沖津摂、水野里志、菊地

裕幸、薮内晶子、古山紗也子、谷口憲、田村功、

太田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．本邦の

妊孕性温存療法としての胚(受精卵)凍結保存に関

する実施状況調査報告（厚生労働科学研究補助金

(がん政策研究事業)研究班(20EA1004)）．第 67 回

日本生殖医学会学術講演会・総会（横浜市）、2022

年 11月 3-4日． 

 

16）福田雄介、太田邦明、泊博幸、菊地裕幸、沖

津摂、水野里志、沖村匡史、薮内晶子、古山紗也

子、谷口憲、田村功、洞下由記、鈴木直．小児・

AYA 世代男性がん患者の妊孕性温存療法としての

精子・精巣内精子凍結保存～Web アンケートによ

る全国調査からの実態と問題点～（厚生労働科学

研究補助金（がん政策研究事業）研究班

（20EA1004））．第 67 回日本生殖医学会学術講演

会・総会（横浜市）、2022 年 11月 3-4日． 

 

17）泊博幸、沖津摂、水野里志、薮内晶子、沖村

匡史、菊地裕幸、古山紗也子、谷口憲、田村功、

太田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．本邦に

おける胚培養士を対象とした妊孕性温存療法の実

施状況調査（厚生労働科学研究補助金（がん政策

研究事業）研究班（20EA1004））．第 28回日本臨床

エンブリオロジスト学会学術大会（大阪府）、2023
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年 1月 8日． 

 

18）沖村匡史、泊博幸、沖津摂、水野里志、菊地

裕幸、薮内晶子、古山紗也子、谷口憲、田村功、

太田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．胚培養

士を対象とした妊孕性温存療法における未受精卵

子・受精卵(胚)凍結保存実施状況調査（厚生労働

科学研究補助金（がん政策研究事業）研究班

（20EA1004））．第 28回日本臨床エンブリオロジス

ト学会学術大会（大阪府）、2023年 1月 8日． 

 

19）古山紗也子、洞下由記、泊博幸、沖津摂、水

野里志、菊地裕幸、沖村匡史、藪内晶子、谷口憲、

田村功、太田邦明、福田雄介、鈴木直．本邦の卵

巣組織凍結に関する実態調査（厚生労働科学研究

補助金（がん政策研究事業）研究班（20EA1004））．

第 28 回日本臨床エンブリオロジスト学会学術大

会（大阪府）、2023年 1月 8日． 

 

20）泊博幸、沖津摂、水野里志、沖村匡史、菊地

裕幸、古山紗也子、谷口憲、田村功、太田邦明、

福田雄介、洞下由記、鈴木直．がん・生殖医療に

おける胚培養士の役割と妊孕性温存療法の実態調

査（厚生労働科学研究補助金（がん政策研究事業）

研究班（20EA1004））．第 13 回日本がん・生殖医療

学会学術集会（さいたま市）、2023年 2月 25-26

日． 

 

21）古山紗也子、洞下由記、泊博幸、沖津摂、水

野里志、菊地裕幸、沖村匡史、谷口憲、田村功、

太田邦明、福田雄介、鈴木直．本邦の卵巣組織凍

結に関する実態調査（厚生労働科学研究補助金（が

ん政策研究事業）研究班（20EA1004）．第 13回日

本がん・生殖医療学会学術集会（さいたま市）、2023

年 2月 25-26日． 

 

22）菊地裕幸、泊博幸、沖津摂、水野里志、沖村

匡史、古山紗也子、谷口憲、田村功、太田邦明、

福田雄介、洞下由記、鈴木直．妊孕性温存療法に

おける卵子凍結および未成熟卵子 IVM 実施状況

の全国調査（厚生労働科学研究補助金（がん政策

研究事業）研究班（20EA1004））．第 13 回日本が

ん・生殖医療学会学術集会（さいたま市）、2023

年 2 月 25-26 日． 

 

23）沖村匡史、泊博幸、沖津摂、水野里志、菊地

裕幸、古山紗也子、谷口憲、田村功、太田邦明、

福田雄介、洞下由記、鈴木直．胚培養士を対象と

した妊孕性温存療法としての胚(受精卵)凍結保存

に関する実施状況調査（厚生労働科学研究補助金

(がん政策研究事業)研究班 (20EA1004)）．第 13 回

日本がん・生殖医療学会学術集会（さいたま市）、

2023 年 2 月 25-26 日． 

 

24）福田雄介、太田邦明、泊博幸、菊地裕幸、沖

津摂、水野里志、沖村匡史、古山紗也子、谷口憲、

田村功、洞下由記、鈴木直．男性がん患者の妊孕

性温存療法の課題を全国調査から考える（厚生労

働科学研究補助金（がん政策研究事業）研究班

（20EA1004））．第 13 回日本がん・生殖医療学会

学術集会（さいたま市）、2023 年 2 月 25-26 日． 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 

 3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

研究⑥「がん・生殖医療における里親制度・特別養子縁組制度の普及に関する研究」 

 

 杉本 公平 獨協医科大学医学部 教授 

 

本研究では「がんサバイバーに血縁に依らない家族形成のカタチがあることを伝え、豊かな人生設計の

選択肢を増やし、これからの歩みを共に考える」ことを目標とし、そのために必要な資材作成などを行うた

めに実態調査などを施行し、社会啓発のための市民公開講座開催をおこなった（添付資料１）。市民公開

講座では、本研究に取り組んできた日本がん・生殖医療学会里親・養子縁組委員会のメンバーと研究班

全体の責任者であり、日本がん・生殖医療学会理事長の鈴木直（敬称略）が演者、座長を務めた。市民公

開講座の内容は以下のとおりである。 

日時：2023 年 2 月 25 日（土）16：10～17：50  

場所：埼玉県大宮ソニックシティ 

座長 前沢 忠志（三重大学医学部産婦人科学教室 講師） 森 洋文（日本がん・生殖医療学会 里親・養

子縁組支援委員会）  

演者  

森 洋文（日本がん・生殖医療学会 里親・養子縁組支援委員会） 「里親・養子縁組制度と養親の立場とし

て」  

杉本 公平（獨協医科大学埼玉医療センター 教授） 「がん・生殖医療における里親・養子縁組制度普及

のアンケート調査」  

谷垣 伸治（杏林大学医学部産科婦人科学教室 教授） 「里親・養子縁組制度の時代の要請～周産期医

療の立場から」  

白石 絵莉子（東京慈恵会医科大学産婦人科学講座 助教） 「がん治療医を対象にした、里親・養子縁組

制度に関する認識調査」  

白井 千晶（静岡大学人文社会学部 教授） 「がん経験者の里親・養子縁組制度利用に関する当事者経

験について」  

加藤 弘輔（足利赤十字病院 産婦人科医師） 「里親家庭の取り組み ～里親家庭での実際の現場を通し

て～」  

綜合討論 座長 鈴木 直（聖マリアンナ医科大学産婦人科学 教授） 

作成した情報提供のためのリーフレットについて杉本の講演で説明した（添付資料２）。リーフレットで

は、里親制度・特別養子縁組制度の説明と情報提供のアクセス先への案内、そして、里親・養親当事者の

体験談を紹介している。さらにアンケート調査で得られた結果からキーパーソンとなる「家族への呼びかけ」

も盛り込んでいる。里親の体験談はアンケート調査で募集をかけて得られた数例のなかから選んだもので

あるが、アンケート結果をそのまま反映している内容であり、「兄弟からの助言」、「親の支援」の元に前向き

に意思決定することができ、将来的にはファミリーホームを運営することを目指しているという内容であっ

た。演者の一人である加藤は実家がファミリーホームを運営しており、その様子について講演の中で多く
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説明があり、聴衆にとってなじみのないファミリーホームについて理解を進められたと考えられた。 

里親・養親になった当事者の体験を森が講演し、里親制度の中には週末里親・季節里親のような制度

もあること養護に疲れた時にはレスパイトケアを利用できることなども知ることができた。白石の行ったがん

治療医の認識調査では妊孕性温存の周知が進んでいる一方で、知識不足のために里御制度・特別養子

縁組制度の重要性が周知されていないことが明らかになった。谷垣の講演ではプレコンセプションケアと

いう観点から家族形成を考えていくことの重要性が示された。白井の講演でがん経験が里親になることを

否定するものではないという児童相談所の見解が示され、里親登録のために医師の意見書の重要性が再

認識された。先述した加藤の講演によってファミリーホームの現状を知ることができ、子どもの養護とは何か

ということに聴衆のみならず他の演者・座長とも造詣を深めることができる機会となった。 

綜合討論では、里親制度・特別養子縁組制度に対する情報提供に対する難しさ、どのように情報提供

を行うべきなのかが議論の中心となった。杉本はがん・生殖医療の説明をする時に、最初に「共有意思決

定」について説明することによって患者の受け入れはよくなる場合が多いことを話した。 

がん・生殖医療における里親制度・特別養子制度を普及させるためには、医療現場でそれらの情報提

供を医療者が行いやすくする環境の整備が必要である、そのためには「がんサバイバーであることそのも

のために里親・養親になることを否定されることはない」という保証が公になされることが必要である。もちろ

ん同時に全ての人が里親・養親になれるわけでないことを周知することも必要である。里親制度の中にも

地域差はあるが、週末里親・季節里親など様々な形で子どもの養育に貢献できる制度があるのだから、仮

にがんサバイバーがその健康問題などのためフルタイムで里親・養親として子どもの養育ができない環境

にあったとしても、要保護児童を含む子どもたちの養育に参加できる制度を設けることも検討していいので

はないかと考える。ファミリーホームの協力者・支援者になることによって里子たちにとって家族とまでいわ

なくても親戚のおじさん、おばさんのような関係を築くことができないだろうか。あるいはがん教育に当事者

として関わることによって子供たちの教育に携わる機会を設けることも検討してはいいのではないだろうか。

以上のようにがんサバイバー達が里親・養親になることを否定されない、あるいはいわゆる核家族という形

にとらわれず、親戚のおじさん・おばさんのような、言い換えれば里おじ・里おばのような形で子ども達の養

育や教育に参加できる機会を作れる新たな制度・家族形成の形を創造していくことが重要であると考えら

れた。 

 

Ａ．研究目的 

 本研究では「がんサバイバーに血縁に依らない

家族形成のカタチがあることを伝え、豊かな人生

設計の選択肢を増やし、これからの歩みを共に考

える」ことを目指し、そのために必要な資材作成

などを行うための実態調査を施行し、がん・生殖

医療における里親制度・特別養子縁組制度の普及

に資することを目的とする。 

Ｂ．研究方法 

 本研究ではがんサバイバーに対する里親制度・

特別養子縁組制度の情報提供のためのリーフレッ

ト作成を行い、本研究の成果の発表を中心とした

内容の市民公開講座を 2023年 2月 25日に第 13回

日本がん・生殖医療学会学術集会の中で行った。

聴衆は座長・演者を除いて 75名であった。 

  

（倫理面への配慮） 

各々の研究を分担する委員の所属施設で倫理審査

を申請する。 

 

Ｃ．研究結果 

講演内容を以下に記す。 
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演者 森 洋文  

講演タイトル「里親・養子縁組制度と養親の立場として

（本番では「里親・養子縁組について話そう」に変更） 

  里親制度・特別養子縁組制度について本研究で

作成されたリーフレットを用いて制度の説明をする。

里親制度について、配偶者のいない場合には様々な

要件が付加されてハードルが高くなってしまう。里親

制度も様々な種類があり、よく知られている養育里親

だけでなく、週末里親や季節里親がある。また、里親

が養育に疲れた時は里親仲間が養育を手伝ってくれ

るレスパイトケアの支援体制も準備されている。 

 自身の不妊治療経験での多くの葛藤、そして里親

研修から申請、委託、認定、さらに養子縁組に進まれ

た過程について説明した。最後には養子のお嬢様か

ら本市民公開講座に対してビデオメッセージをいただ

いた。 

 

演者 杉本 公平 

講演テーマ 「がん・生殖医療における里親・養子縁

組制度普及のアンケート調査」  

 日本がん・生殖医療学会里親・養子縁組支援

委員会の成り立ちとこれまで行ってきた研究成果

と市民公開講座について説明した。そして、本研

究の主要なテーマであるリーフレット作成に向け

て行った全国の里親会宛に依頼した里親対象の

アンケート調査結果について説明した。得られた

知見として以下の内容が挙げられた。 

• 里親・養親になる障壁として情報の欠如、経

済的問題、自分自身の健康問題が挙げられ

た。 

• 里親・養親になることを促進する支援として、

パートナーや家族など周囲のからの温かい

理解、協力、行政からの支援が挙げられた。 

• 自分のパートナーと両親・義両親は障壁・促

進のいずれもキーパーソンとなりうることが明

らかになった。 

以上の結果を参考にしてリーフレットを作成した（添付

資料２）。今後はこれらの資材、研究結果を閲覧でき

るサイトを日本がん・生殖医療学会 HP 内に作成する

予定である。 

 

演者 谷垣 伸治 

講演テーマ「里親・養子縁組制度の時代の要請～周

産期医療の立場から」  

 周産期医療の現場でも新しい家族の作り方が課題

となっている。慢性疾患を有する女性が挙児を希望

する時に適切な情報提供と説明が行わることは必ず

しも容易でない場合がある。妊娠をすることが生命を

危険にさらすことが予想されるような症例に対して妊

娠が可能な状態かどうかを評価するなどのプレコンセ

プションケア（PCC）が重要になってくる。2021 年 2 月

に厚生労働省は成育医療等基本方針として「PCC に

関する体制準備をはかる」ことを示した。患者を含む

診療チームの事前構築により安全を担保することが

期待されている。杏林大学病院では 2021年からPCC

に対応する症例チームを作り、カンファレンスでカウン

セリング内容を共有して対応している。その一環として

新しい家族形成の形を伝えるなど包括的な PCC とし

て取り組んでいる。 

 

演者 白石 絵莉子  

講演タイトル「がん治療医を対象にした、里親・養子縁

組制度に関する認識調査」  

 若年がんサバイバーへの里親・養子縁組制度の普

及のため、全国のがん診療拠点病院、地域のがん診

療拠点病院などのがん治療医を対象として妊孕性温

存や里親・養子縁組に対する認識や情報提供の実

態を調査した。888 名からの回答を得た。回答者の平

均年齢は 45.5 歳であった。結果のまとめを以下に記

す。 

・がん治療による妊孕性低下について、ほとんどの場

合で説明をしている。説明するかどうかは、年齢や婚

姻状況で異なる生殖可能年齢の患者では、より情報

提供を行っている 

・がん治療前に、妊孕性低下について情報提供をし

ない理由として多かったのは、妊孕性についての説
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明に自信がない、時間的余裕がない  、治療が遅れ

る心配がある、対象患者が高齢である（生殖年齢外）

という理由であった。 

・がん治療後に子供を迎える選択肢として, 妊孕性温

存療法は半数以上の医師が知っているのに対し、卵

子提供や精子提供, 里親・養子縁組制度はあまり知

られていなかった。 

・がんサバイバーが、里子や養子を迎えることに対し

て、約 3/4 の医師は「何とも言えない」と答え、その理

由は自身が里親・養子縁組制度についてよくわから

ないということ理由であった。 

・がんサバイバーが里子・養子を迎える条件としては、

予後が極めて良好なことと考えられていた。 

・多くの医師は、里親制度・養子縁組制度について学

ぶ機会がなく、学び方としては独学や学会、講演会で

学んでいた。 

・妊孕性温存療法や、卵子提供・精子提供・里親・特

別養子縁組についての知識を得るためには、 Web

サイト、パンフレット、学会での教育、説明動画が有用

な可能性がある。 

・妊孕性温存療法などを勧める上で障壁となっている

こととして、医師の知識不足や時間的猶予のなさ、金

銭的な問題、プライベートな内容を含むため話しづら

いといった要因が挙げられた。 

がん治療医に、がん・生殖医療の正しい認識を広

めることが、患者さんに対する漏れない情報提供に繋

がる可能性がある。『がん治療が最優先』であり、我々

生殖医は、がん治療を遅延させないよう、悪影響がな

いよう、出来る限り配慮して妊孕性温存を検討してい

る。妊孕性温存ができなかったがんサバイバーや、温

存したが子供を迎えられなかったがんサバイバーにと

って、里親・養子縁組制度は、家族を作る重要な選択

肢になる可能性があり、がん治療医にもっと里親・養

子縁組制度について正しい認識を広めていきたいと

考えている。 

 

演者 白井 千晶 

講演タイトル 「がん経験者の里親・養子縁組制度利

用に関する当事者経験について」  

 がん罹患後に里親になった方、里親になってからが

ん罹患した方、児童相談所に対してがん経験者が里

親・養子縁組を行う事についてインタビュー調査を行

った。がん罹患後の里親へのインタビューから、妊孕

性温存と同時に里親制度・特別養子縁組制度の情報

提供が行わるべきであり、患者会での制度の勉強会

も必要であるとの意見をいただいた。同時にキャリア

カウンセリングや家族にも相談できる環境づくりも重要

であるとのことであった。医療者からの情報提供につ

いては、詳細な話をするというよりは、制度をライフコ

ースの選択肢として示せること相談先を教えることが

重要ではないかと考えている。里親として里子を養育

中にがん罹患を経験した方のインタビューより、子ども

にがんに罹患をしたことを告知するのは出自を知る権

利を保障するための真実告知と同様であり、がん経験

を通じて里親子・養親子ともそこで学びあえることがで

きると考えられる。その際には伴走者的な役割として

がんナビゲーターが必要になると考える。児童相談所

へのインタビューより、子育てができるのであれば、ガ

イドライン上、里親になることは差し支えないはずであ

り、里親登録していいと考える。その際には医師の意

見書が必要になる。 

 以上のような知見が得られた上で次の課題も見えて

きた。当事者経験を明らかにすること、医療者の現状

を把握すること、当時社会の役割を明確にすること、

今後のがん教育の在り方、社会における養育の在り

方についても検討していくことが必要であると考えら

れた。 

 

加藤 弘輔（足利赤十字病院 産婦人科医師） 「里親

家庭の取り組み ～里親家庭での実際の現場を通し

て～」  

 2010 年より実家の両親が養育里親をはじめ、2012

年よりファミリーホームの運営を開始した。現在も小学

生から高校生 6人の里子が生活して養育されている。

里親制度とは児童福祉法に基づき、保護者のいない

児童や保護者に監護させることが不適当な児童の養
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育を、都道府県知事に依頼され行う制度である。 

 実家のファミリーホームの写真を多数供覧して実際

の様子を説明した。海を前にした高台にある風光明

媚な環境である。その自然に囲まれた恵まれた環境

の中で里子たちがのびのびと遊び、一緒に勉強したり

食事したりと通常の生活を送っている。また、季節によ

っては餅つきなど様々な行事に参加するなどして養

育されている。ファミリーホームで育ったのちに社会に

て出て行った子たちが今度は里子たちの面倒をみる

ために戻ってきている。 

 ホーム開始当初は周囲からの理解がなかなか得ら

れず、敬遠されることもあったが、時間をかけ交流を

続け地域に認知された。当たり前の家族として過ごし、

児の背景と特性を理解し、いつでも帰ってこられる居

場所を作っていった。育児に関しての相談や意見交

換は 3 か月に 1 回の里親会で相談、互いにサポート

している。 

 

綜合討論 座長 鈴木 直（聖マリアンナ医科大学産

婦人科学 教授） 

 里親制度・特別養子縁組制度は「子供のための制

度である」という点を児相などで説明を受ける時に強

調され、親になる覚悟を求められることが多く、中には

傷ついてしまう患者がいる。患者に対して里親制度・

特別養子縁組制度の情報提供を医療者はどのように

行うべきか議論をした。一般論として伝える、共有意

思決定の話をしたうえで伝える、など伝え方について

意見が出るとともに、提供するタイミングに注意すべき

である、つまり、まだ情報を受け入れられない時期に

は情報提供を行うべきでないという意見があった。が

ん・生殖医療学会は妊孕性温存のみに取り組むだけ

でなく、プレコンセプションケアも含めた幅広い概念で

がん患者を支援していくことを目的としている。今後も

里親制度・特別養子縁組制度の普及に貢献していく

ことを確認した。 

 

Ｄ．考察 

 本研究ではがんサバイバーに対する里親制度・

特別養子縁組制度に対する情報提供のためのリー

ルレット開発、そして市民公開講座による啓発を

行った。リーフレットには杉本のアンケート調査

をもとに作成したが、がんサバイバーの里親の体

験談は調査の結果をそのまま反映したものになっ

た。すなわち里親になる意思決定をする上でキー

パーソンとなる両親や兄弟の理解・支援の重要性

を強調できる内容であった。さらにはただ里親に

なるだけでなく、将来的にはファミリーホームを

運営することを希望していることにも言及されて

いた。本邦ではファミリーホームについてはなじ

みがまだ薄いと考えられるが、市民公開講座では

実家がファミリーホームを運営する加藤がその実

情を講演した。講演では里子たちが通常の家庭と

変わらず養育されている様子について語られてお

り、そして、養育が終わった後も家族同然のつな

がりを保ち続けていることも聴衆に伝わったと考

える。里親制度は子どもが養育されるための制度

であるということを再認識するとともに、里親に

なるということは子どもを養護する立場になるの

であるということも再確認できた。白石の講演で、

がん治療医には妊孕性温存療法については周知が

進みつつあるものの、里親制度・特別養子縁組制

度にはまだ十分に周知がなされていないことが明

らかになった。谷垣の講演であったように今後は

プレコンセプションケアの一環として医療者全般

にこれらの制度の情報提供として認知されていく

べきであると考えられた。そのことは白井の講演

で述べられていたように、里親として登録される

ために「医師の意見書」が求められることにも関

わってくるものと考えられる。つまり、医療者が

家族形成の意味、さらにはプレコンセプションケ

ア、その一環としての里親制度・特別養子縁組制

度について認識を深めることが、がんサバイバー

にこれらの制度が普及するうえで重要になってく

るものと考えられる。 

 しかしながら、医療者の認知が進むことに関わ

らず、がんサバイバーの中には健康状態のなどの
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理由で里親の認定を受けられないもの、養親にな

れないものも出てくるであろう。そのようながん

サバイバーが養育に関われる道はないのだろう

か？森の講演にあったように、里親制度には週末

里親、季節里親の制度もあり、求められる養育の

程度が軽減されている制度もある。里親になれな

くても、里おじ・里おばのような立ち位置で子ど

もの養育を支援できる制度を拡充していくことは

できないものだろうか。子どもに対するがん教育

で当事者として教育をできる機会などを設けてい

くことや、あるいはファミリーホームの支援者と

して子どもの養育に携わることなどがその方法と

して考えられるが、そのような関りを行政が支援

することができないだろうか。がんサバイバー達

が子どもをもつためではなく、子どもの養育に関

わる制度を充実させることによってがんサバイバ

ー達も QOL を向上することができ、子ども達も養

育を受けられることによって安心・喜びをえるこ

とができる、そのような新しい家族形成の形を創

造していくことが重要であると考えられる。 

 

 

Ｅ．結論 

 今回の研究でがんサバイバーに対する里親制

度・特別養子縁組制度の情報提供のためのリーフ

レットを作成した。市民公開講座ではがんサバイ

バーと両制度の現状と問題点について検討し、多

くの知見が得られた。これら制度の周知・啓発の

みならず、がんサバイバーが子ども養育に関わっ

ていける制度をさらに創造していくことも重要で

あると考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  特になし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 現在、投稿準備中である。 

 2.  学会発表 

1) 杉本 公平,正木 希世,竹川 悠起子,鈴木 啓

介,新屋 芳里,加藤 佑樹,大坂 晃由,岩端 威

之,小泉 智恵,白石 絵莉子,前沢 忠志,谷垣 

伸治,岡田 弘,鈴木 直. がん・生殖医療にお

ける里親制度・特別養子縁組制度の普及に関

する研究, 第 67回日本生殖医学会学術講演

会, 2022年 11月. 

2) 竹川 悠起子,杉本 公平,正木 希世,新屋 芳

里,小泉 智恵,牧野 あずみ,森 洋文,白石 絵

莉子,前沢 忠志,谷垣 伸治,白井 千晶,鈴木 

直. がん・生殖医療における里親制度・特別

養子縁組制度の普及に関する研究, 第 13回

日本がん・生殖医療学会学術集会. 2023年 2

月. 

3) 谷垣 伸治, 小林 千絵, 谷川 珠美子, 片山 

紗弥, 小林 陽一, 森 洋文, 杉本 公平, 白

石 絵莉子, 白井 千晶, 鈴木 直. プレコン

セプションカウンセリングにより新しい家族

の作り方として里親制度を検討した 1例, 第

13回日本がん・生殖医療学会学術集会. 

2023年 2月. 

4) 市民公開講座「がん・生殖医療と里親・養子

縁組」開催, 第 13回日本がん・生殖医療学

会学術集会, 2023年 2月. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 リーフレットを作成した（添付資料２）。 
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添付資料１.市民公開講座と学術集会のチラシ（裏

表でセット） 

 

 

添付資料２．里親・養子縁組情報提供のリーフレ

ット（裏表でセット） 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

「がんとの共生」分野におけるがん相談支援センターの現状の課題抽出を志向した実態調査研究 

 

洞下 由記 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 講師 

鈴木 直 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 主任教授 

 

本研究は、がん診療病院及び労災病院のがん相談支援センターに勤務する専任もしくは専従の

相談支援員を対象とし、がん患者における支援の状況及び妊孕英温存療法等の情報提供の現状

に関する Web調査を行う。アンケートの参加協力は、本学より全国のがん診療病院及び労災病

院に宛てて発送する。アンケート協力者に対しては、Web上に掲載した研究説明分を読んでも

らい、Web上で同意取得を行う。がん診療病院及び労災病院におけるがん相談支援センターの

実態調査及び妊孕性温存療法等に関する情報提供の実態を明らかにすることを目的とする。本

研究により、がん相談支援センターの実情を明らかにすることで、今後のがん相談支援センタ

ーの患者への介入方法や支援の在り方を検討することが可能となる。 

 

研究協力者： 

前沢忠志 三重大学 産科婦人科  

得 みさえ 神奈川県立がんセンター 患者支援センター 

坂本はと恵 国立がん研究センター東病院サポーティブケアセンター／がん相談支援センター 

大倉 貴和 神奈川県立こども医療センター 小児がん相談支援室 

 

Ａ．研究目的 

がん診療病院及び労災病院におけるがん相

談支援センターの実態調査及び妊孕性温存療

法等に関する情報提供の実態を明らかにする

ことを目的とする。本研究により、がん相談

支援センターの実情を明らかにすることで、

今後のがん相談支援センターの患者への介入

方法や支援の在り方を検討することが可能と

なる。 

 

Ｂ．研究方法 

全国のがん診療病院及び労災病院に対してアンケ

ート概要を送付し、Web アンケートにて調査を行

う。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、がん診療病院及び労災病院にアンケー

トを送付するため、アンケート回答者は特定され

る。しかし、施設の現状を問うアンケート内容の

ために、アンケート回答者の人権や安全性、不利

益は生じない。 

 

Ｃ．研究結果 

219件の回答が得られた。現在解析中である。 

 

Ｄ．考察 

解析後施行 

 

Ｅ．結論 

解析後にまとめる 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 
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Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 未定 

 2.  学会発表 未定 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3.その他 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

アピアランスケアに関する医療者を対象とした実態調査 

 

久慈志保 聖マリアンナ医科大学医学 講師 

鈴木 直 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 主任教授 

 

がん医療の進歩により、治療を継続しながら社会生活を送る患者が増加しており、治療に伴う

外見変化に対するサポートである「アピアランスケア」の重要性が認識されている。治療に伴う

外見の変化は、患者にとっては単なる身体症状ではなく、がんを想起させる非常に重要な要因で

ある。「アピアランスケア」とは、単に外見の変化を隠したり、取り繕ったりするものではなく、

外見変化に関する悩みを患者が適切にコーピング（対処）することを支援するものである。がん

患者が社会とのつながりを維持して、治療を継続するためには、アピアランスケアの貢献が大き

い。がん治療医を含む医療従事者は、アピアランスケアが、単にウィッグや化粧を勧めるもので

はないことを明確に理解し、化学療法による爪障害、手足症候群、痤瘡性皮疹等、並びに放射線

療法による皮膚炎等の外見の変化及び苦痛に対する患者支援を積極的に行うことができる体制を

整えるべきである。第３期がん対策推進基本計画の中間報告では「外見の変化に関する相談がで

きた患者の割合」が成人で 28.3％、小児で 51.8％に留まっていた。より多くの医療従事者は AYA

世代がん患者等支援の一環としてアピアランスケアに取り組むべきである。本研究は、日本癌治

療学会思春期・若年（AYA)がん診療検討委員会が、2020-2022年度 厚生労働科学研究費補助金（が

ん対策推進総合研究事業）「小児・AYA 世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援

体制の均てん化および適切な長期検体温存方法の提案に向けた研究（21EA1004)」および「がん患

者に対する質の高いアピアランスケアの実装に資する研究(20EA1016)」と共同で日本癌治療学会

員を対象として行われるアピアランスケアに関する実態調査である。実態調査については 2022年

5月 13日第 1回思春期・若年（AYA）がん診療検討委員会において議論が行われ、その後の通信会

議を経て 2022 年 12 月には、日本癌治療学会会員を対象として、アピアランスケアに関する実態

調査（意識調査）を行った。本研究内容は、第 61回癌治療学会学術集会 領域横断シンポジウム

「癌治療に伴うボディイメージの変化とアピアランスケア」（2023年 10月 20日予定）で報告され

る。 

 

Ａ．研究目的 

アピアランスケアは、がん治療に携わる医療者

間でも関心や知識にばらつきがあるのが現状であ

る。そこで日本癌治療学会会員を対象として、ア

ピアランスケアに関する実態調査（意識調査）を

行い、アピアランスケアに関する医療者や実践を

明らかにするとともに、アピアランスケアに関す

る啓発をさらに進め、がん患者の更なる QOL 向上

を目指す。 

 

Ｂ．研究方法 

日本癌治療学会会員（16,838名）を対象に、2022

年 11月 1日～12月 13日の期間でアンケート調査

票を電子メールで送付し、情報を収集した（調査
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内容については別紙（アンケート調査票）参照）。

本研究は、聖マリアンナ医科大学の倫理委員会で「アピアラ

ンスケアに関する医療者を対象とした実態調査」

として申請し、承認を得て実施された（承認番号：第5831号）。 

 

Ｃ．研究結果 

807名からの回答を得た（回答率 5％）。アピア

ランスケアに対する意識調査としては、最大規模

のデータを得ることができた。回答者の内訳は、

医師・歯科医師 693名（86％）、薬剤師 65名（8％）、

看護師 45名（6％）であり、多職種に及ぶデータ

を収集することができた。「アピアランスケア」と

いう用語については、用語も内容も知っていると

回答したのが 66.6％であった一方で、用語も内容

も知らないと回答したのは 19.3％であった。その

他、アピアランスケアに対するエビデンスに基づ

く対処法について複数の質問を行ったが、一部に

おいてはエビデンスに基づいた対応方法が浸透し

ていないという実態も見られた。詳細については

解析中である。 

 

Ｄ．考察 

 詳細なデータについては解析中であるが、現時

点での解析結果からは「アピアランスケア」の文

言や重要性の認識は、年々高まっているものの、

大学病院や一般病院においても、いまだ浸透して

いるとは言い難い。 

医療者が「アピアランスケア」をよく知り、実

践することができれば、がん治療中あるいは治療

後の患者に対して、身体面の向上だけでなく、社

会とのつながりを維持し積極的に活動することが

できる、すなわち社会面、心理面、さらには経済

面の向上にも影響を与え、QOL を上昇させる可能

性がある。 

 

Ｅ．結論 

今後も啓発活動を継続させ、アピアランスケア

についての患者のニーズに対して適切な対処を可

能とする体制を構築する必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 データ解析終了後、発表予定  

 

 2.  学会発表 

 第 61 回癌治療学会学術集会 領域横断シンポ

ジウム「癌治療に伴うボディイメージの変化とア

ピアランスケア」で報告予定（2023年 10月 20日

予定）。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 

 2. 実用新案登録 

なし 

 

3.その他 

 なし 
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研究成果の刊行に関する一覧表 

                                                                                                 
      書籍                                                                                       
 

 著者氏名  論文タイトル名 書籍全体の 
 編集者名 

 書 籍 名 出版社名  出版地 出版年  ページ 

Sugishita Y, Suz
uki N 

Methods of Ovari
an Tissue Cryopr
eservation: Vitr
ification 

Kutluk Okt
ay (Eds.) 

Principles a
nd Practice 
of Ovarian T
issue Cryopr
eservation a
nd Transplan
tation 

Elsevier Netherla
mds 

2022 99-107 

洞下由記, 鈴木直 D 妊孕性保存法
 1 がん・生殖医
療 

吉村泰典 生殖医療ポケ
ットマニュア
ル第2版 

医学書院 東京 2022 381-387 

鈴木直 ,  澤田紫
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洞下由記 

第3章 初期治療
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子宮頸がん ,  2 9
歳・女性 

森田達也, 
清 水 千 佳
子, 小澤美
和 

事例に学ぶ 
AYA世代のが
ん サポーテ
ィブケア・緩
和ケア 

診断と治
療社 

東京 2022 159-201 

杉本公平、小泉智
恵、正木希世、竹
川悠起子 

治療のやめどき・
家族を迎える選択
肢 

片桐由紀子 患者さんから

の質問に自信

を持って答え

る 不妊治療 Q

＆A 

 

日本医事
新報社 

東京 2023 207-226 

小泉智恵 意思決定支援 柴原浩章  
編集主幹 
鈴木  直  
企画編集 

『がん・生殖
医療～生殖医
療フロントラ
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中外医学
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東京 2023  

古井辰郎、寺澤恵
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卵管性不妊症 吉川史隆、
大須賀穣、
杉山隆 
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患最新の治療
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黄海鵬, 高井泰 卵胞発育の最新理
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3日目からの刺激
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スタートでどう変
わったか 

 臨床婦人科産
科増刊号「最
新の不妊症診
療 が わ か
る！」 

医学書院 東京 2022 128− 131 

渡邊清高、西森久
和、大野真司、松
井優子、岡本禎晃、
桜井なおみ 

支持医療の担い手
とコミュニケーシ
ョン 

日本がんサ
ポーティブ
ケア学会編 

がん支持医療
テキストブッ
ク 

金原出版
株式会社 

東京 2022 71⁻ 78 

136



清水千佳子、片岡
明美、中村晃和、
松本公一、森田充
紀、松本光史、高
井泰、渡邊知映画、
日置三紀、奈良和
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がん・生殖医療 日本がんサ
ポーティブ
ケア学会編 

がん支持医療
テキストブッ
ク 

金原出版
株式会社 

東京 2022 212⁻ 218 

Fuminori Kimura,
 et al 

Infectious and 
noninfectious en
dometritis and r
ecurrent pregnan
cy loss 

Joanne Kwa
k-Kim  

Immunology o
f Recurrent 
Pregnancy, 1
st edition 

ELSEVIER オランダ 2022 177-192 

木村文則 反復着床不全(RI
F) 慢性子宮内膜
症の診断と治療 

 EBMから考え
る生殖医療 

  2022 181－185 

木村文則 プロゲステロン産
生 

 みえる わか
る 女性内分
泌 Ⅱいろい
ろなホルモン
について知る 

  2022 132－133 

木村文則 プロゲステロン受
容体 

 みえる わか
る 女性内分
泌 Ⅱいろい
ろなホルモン
について知る 

  2022 134₋ 135 

木村文則 プロゲステロン作
用  

 みえる わか
る 女性内分
泌 Ⅱいろい
ろなホルモン
について知る 

  2022 136－137 

小野 政徳、山田 
悦子、河村 とも
み、久慈 直昭、西
 洋孝 

子宮筋腫・内膜症
と体外受精 

大道 正英、
亀井 良政、
久慈 直昭 

最新の不妊症
診 療 が わ か
る！ 

医学書院 東京 2022 18～22 

奈良和子 心理士の関わり 日本がんサ
ポーティブ
ケア学会編 

がん支持医療
テキストブッ
ク 

金原出版 東京 2022 217-218 
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発表者氏名   論文タイトル名  発表誌名   巻号  ページ  出版年 

Sugishita Y.，Meng L.，Su
zuki-Takahashi Y.，Nishim
ura S, Furuyama S, Uekawa
 A, Tozawa-Ono A, Migitak
a-Igarashi J, Koizumi T, 
Seino H, Natsuki Y, Kubot
a M, Koike J, Edashige K,
 Suzuki, N 

Quantification of res
idual cryoprotectants
 and cytotoxicity in 
thawed bovine ovarian
 tissues after slow f
reezing or vitrificat
ion． 

Human Reproduc
tion 

37（3） 522-33 2022 

Yukiko TAKEKAWA, Kouhei S
UGIMOTO, Kiyo MASAKI, Kao
ri SHINYA, Toshiyuki IWAH
ATA, Tomoe KOIZUMI, Hiros
hi OKADA International Cen
ter for Reproductive Medi
cine, Dokkyo Medical Univ
ersity Saitama Medical Ce
nter 

Information provision
 of considering foste
r or adoptive parents
 among oncofertility 
patients : the roles 
of the reproductive t
reatment facilities a
nd the adoption agenc
ies in Japan 

Journal of Rep
roductive Psyc
hology 

8 (2) 32-41 2022 

菊地茉莉,杉本公平,阿部友
嘉,正木希世,新屋芳里,竹川
悠起子,大野田晋,岩端威之,
小泉智恵,濱田佳伸,高倉聡,
岡田弘 

生殖補助医療による妊
娠でNIPT (無侵襲的出
生前遺伝学的検査) を
受検した妊婦の特徴 

日本生殖心理学
会誌 

8 (1) 6-13 2022 

杉本公平,正木希世,竹川悠
起子,新屋芳里,岩端威之,小
泉智恵,岡田弘 

がん・生殖医療における
里親制度・特別養子縁組
制度． 

AYA がんの医療
と支援 

3(1) 19-27 2023 

竹島徹平,小泉智恵,古城公

佑,鈴木由妃,杉下陽堂,湯村

寧,西山博之,杉本公平,岡田

弘,鈴木直． 

男性がん患者において

治療前精子凍結が性機

能に関する心理状態に

与える影響. 

日本がん・生殖

医療学会誌 

5(1) 144 2022 

岡田弘,岩端 威之,杉本 公

平 

【最新の不妊診療がわ

かる!-生殖補助医療を

中心とした新たな治療

体系】(第4章)生殖補助

医療時代の一般不妊診

療-検査や治療の意義と

限界 男性不妊 治療

 simple TESEとmicrod

issection TESEの適応
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